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令和４年度よりふなばしエコカレッジを開講いたしました。 
 



は じ め に 
 

近年、環境問題は複雑・多様化しており、地球温暖化による気候変動をはじめ、生物多

様性の保全・再生やプラスチックごみによる海洋汚染、食品ロス削減、廃棄物の適正処理

など、人間の活動に伴う環境への負荷は増加しています。 

このような中、本市にとっても環境問題は重要な課題となっており、次世代を担う子供

たちに健全で恵み豊かな環境を引き継いでいくためには、市民・事業者・行政が一体とな

って、地球温暖化対策や生物多様性の保全などの環境問題の改善に取組むことが重要で

す。 

本市では、２０５０年に温室効果ガスの排出量を実質ゼロにするゼロ・カーボンの実現

に向け、令和４年４月にゼロカーボンシティ推進室を環境部に設置しました。地球温暖化

対策への新たな事業として、避難所施設への太陽光発電設備や蓄電池設備の導入事業を実

施しています。また、清掃工場の廃棄物を焼却する際に発生する熱エネルギーを利用して

発電した余剰電力を公共施設へ送電する自己託送実証事業を開始し、令和５年１０月には

県内では初めての取組みである、自己託送等による電力とカーボンニュートラルガスの活

用により市役所本庁舎から排出されるCO₂排出量を実質ゼロにするゼロ・カーボンを達成

しており、今後も廃棄物発電の公共施設での活用を拡大し、環境問題への取組みを加速さ

せてまいります。 

また、生物多様性の保全と持続可能な利用を目指し、自然環境保全の各施策の現状の整

理と課題の抽出を経て、施策の見直しを行い、令和４年３月に「生物多様性ふなばし戦

略」の改定を行いました。令和４年度からは、同戦略の重点的な事業の１つである、生物

多様性に関する取組みのリーダーや、市民団体の後継者などを育成することを目的とした

「ふなばしエコカレッジ」を開講いたしました。 

今後も引き続き環境の保全及びより良い環境再生・創出を行うため、本市が目指す環境

像である「みんなでつくる 恵み豊かで持続可能な都市 ふなばし」の実現に向けて、さ

まざまな施策を推進してまいりますので、皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 本書は、令和４年度における本市の環境状況や環境保全の施策及び船橋市環境基本計画

の進捗状況を掲載しています。皆様に広く活用され、環境への関心をより一層深めていた

だければ幸いです。 

 

令和６年１月 

船 橋 市 長  松 戸  徹 
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１．位置 ・ 地勢                
 

本市は、千葉県の北西部に位置し、首都東京と県庁所在地の千葉市のほぼ中間にあります。また、陸上

及び海上交通の要衝の地である東京湾最奥部に面しているため、市勢の発展に極めて有利な地理的条件

を有しています。 

面積は85.62km2、東西の距離は13.86km、南北の距離は14.95kmとなっています。地勢は全般的に低く平

坦であり、北部は緑に覆われ、低い丘陵が起伏しており、市街地と北部農耕地の中間の内陸部は住宅地が

広がっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 東 端 西 端 南 端 北 端 

経度・緯度 東経 140°05′23″ 東経 139°56′19″ 北緯  35°39′50″ 北緯  35°47′59″ 

町 名 小野田町 本中山 7丁目 高瀬町 小室町 

Sa 埼玉県

itamaken  

表 1-1-1 位置 

図 1-1-1 船橋市の位置 
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２．気象                     
 

本市の過去 10 年間における気象については、気象

庁が観測したデータによれば、年平均気温は 15.4～

16.3℃、年間降水量は 1,216～1,724mm、年平均風速

は 1.8～1.9m/s であり、比較的温暖な海洋性気候を示

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4年の平均気温は 15.9℃（最高 37.8℃、最低-5.4℃）、年間降水量は 1,328.5mm、平均風速は

1.8m/sでした。 

 

 

 

 

 

  

 

１．人口                     
 

令和4年10月1日現在の本市の常住人口は

645,757人、世帯数は296,850世帯です。また、1世

帯当たりの人員は2.18人です。昭和35年から日本

住宅公団（現：独立行政法人都市再生機構）による

大規模団地が相次いで造成され、また民間による住

宅開発が盛んに行われたことにより、急激に人口が

増加し、昭和58年10月には50万人を超えました。  

しかし、元号が昭和から平成に変わったころから、

急激な増加は終わり、緩やかな増加を示しています。 

これに対し、世帯数は一貫して増加傾向で推移して

おり、近年は核家族世帯だけでなく、単独世帯など 

の増加が進んでいます。 

図 1-1-2 気温経年変化 （資料：気象庁） 

図 1-1-3 降水量経年変化 （資料：気象庁） 図 1-1-4 風速経年変化 （資料：気象庁） 

 

図 1-1-5 常住人口の推移 （各年 10月 1日現在） 
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２．産業                     
 

本市の産業は、昭和 35 年以降、恵まれた立地

条件のもとに、工業団地や大規模住宅団地の造

成により、商工業を中心に大きく発展してきまし

た。 

産業別就業人口構成比の推移を見ると、第一

次産業と第二次産業の占める割合は年々減少し、

第三次産業の占める割合が増加しています。 
 

 

 

 

 

（１）農業 

本市の農業は、都市地域の農業が持つ食

料供給基地として、優れた農業を維持し、露地

野菜を中心に果樹、花き園芸、畜産などの多

彩な経営を行っており、次世代への育成及び

個性豊かな船橋農業の実現を図っています。 

 

 
（資料：農林業センサス結果概要及び世界農林業センサス結果概要） 

 

（２）漁業 

本市の漁業は、漁場豊度に富んだ東京湾を

漁場として、長い歴史と伝統を誇っており、 

のり・貝類・魚類の生産を行っています。 

市では、共同・区画漁業権で養殖漁業の育

成と許可漁業のための近代化施設を活用し、

栽培技術の向上等を図り、漁業経営の安定を

図っています。 
 （資料：漁業センサス報告書、船橋市漁業協同組合調） 

※漁獲金額については、平成20年調査より未集計となっています。 

 

（３）工業   

本市の工業は、首都東京に近接しており地理

的に有利であることや、内陸部の工業系用途の

指定や臨海部の埋め立てによる工業用地の造

成などの積極的な企業誘致により、企業が進出

し順調に発展を遂げてきました。 

しかし、臨海部は既に工業地域としては、 

成熟してきており、大型工業団地の受け皿とし

ての余地はなくなっています。 

また、北部地区に高付加価値型の都市型産

業や成長産業の新規立地及び市内住工混在

地区の解消を目的とした中小企業の移転を図る

ため、地区の特性を活かした環境保全型の 

工業団地（船橋ハイテクパーク・約50ha）が民間 

開発により造成されています。 
 

年 農家数(戸) 経営耕地面積(ha) 農家人口(人) 

H22 1,067 1,002 3,883 

H27 979 932 3,208 

R2 799 765 2,491 

年 経営体数 漁船数(隻) 漁獲金額（万円） 

H20 81 147   ― 

H25 50 118    ― 

H30 57 113    ― 

年 事業所数 従業者数(人) 製造品出荷額(億円) 

H28 277 15,594 6,829 

H29 266 15,119 6,578 

H30 258 15,073 6,824 

R1 266 14,291 6,779 

図 1-1-6 産業別就業人口構成比の推移 

（資料：国勢調査） 

表 1-1-2 農業の推移 

表 1-1-3 漁業の推移 

表 1-1-4 工業の推移 

※ 従業者数が4名以上の事業所対象（資料：工業統計調査） 
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図 1-1-7 工業地域分布状況 
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（４）商業 

本市の商業は、昭和35年以降の大規模団地

の進出等による人口の増加とともに発展を遂げ

てきました。 

今日では、団地周辺に新興商店街、主要駅

周辺には古くから形成された商店街や大型商

業施設、幹線道路沿いには大型専門店が立地

し、県北西部の一大商圏を形成しています。 

しかし、社会環境や消費者ニーズの変化など

により、商業を取り巻く環境は厳しく、特に商店

街及びその個店にあっては変化の時代に即し

た経営・活動戦略が求められています。 

市では、社会環境の変化に即した経営・活動

支援や商店街の環境整備に対する助成などを

行っています｡                              

 

 

３．土地利用                  

 

本市の土地利用状況を見ると、南部地区は、都市化が進み、商業、工業用地としての利用が多くなってい

ます。特に臨海部は、埋立てにより工業及び港湾用地として利用されています。 

西部地区は、南側が宅地や商業用地に利用され、北側の台地や河川沿いに畑地・果樹園、樹林地がみ

られます。中部地区は、台地部が宅地として利用され、海老川沿いに水田、その周辺に畑地・果樹園、樹林

地が見られます。東部地区は、市街化が進み、大部分が宅地として利用されています。北部地区は、南側の

一部が宅地としての利用が多く、その他は大部分が緑地、畑地・果樹園、水田として利用されています。また

本市全体では、平成 16年度から令和元年度の間に東京ドーム約 115個分の農地が宅地に転用されていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 商店数 従業員数(人) 販売額(百万円) 

H11 4,799 39,128 1,277,149 

H14 4,474 38,910 1,123,031 

H16 4,249 37,801 1,099,864 

H19 3,828 36,906 1,161,083 

H24 2,882 27,386 924,267 

H26 2,846 28,741 1,033,419 

H28 3,048 32,241 1,163,003 

R3 2,784 33,124 1,155,162 

都市計画区域 市街化区域 市街化調整区域 

約8,564ｈａ 約5,551ｈａ(64.8％) 約3,013ｈａ(35.2％) 

用途地域 面 積(ｈａ) 

第1種低層住居専用地域 約1,806 

第1種中高層住居専用地域 約1,274 

第2種中高層住居専用地域 約9.8 

第1種住居地域 約959 

第2種住居地域 約188 

準住居地域 約70 

近隣商業地域 約88 

商業地域 約285 

準工業地域 約317 

工業地域 約206 

工業専用地域 約348 

計（ｈａ）  約5,551   

表 1-1-5 商業の推移 

（資料：商業統計調査結果、経済センサス活動調査） 

表 1-1-6 市街化区域及び市街化調整区域 

     

     

     

     

     

     

     
（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

表 1-1-7 用途地域 （令和 4年 3 月 4日現在） 

 

※ 平成 26年 10月 1日より行政区域面積は 8,562ha となってい

ますが、都市計画区域及び市街化調整区域の面積の変更に

は都市計画法に定められた各種手続きが必要なため、従来の

数値となっています。 
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４．交通                     

 

（１）鉄道網 

本市の鉄道は、9路線35駅あり、東西方向にＪＲ総武線、ＪＲ京葉線、東京メトロ東西線、東葉高速線及び京

成本線が延びています。そのうち、東葉高速線を除く4路線は直接都心に乗り入れています。 

南北方向には ＪＲ武蔵野線、東武アーバンパークライン、新京成線が延び、北部地区に北総線が延びて

います。これらの鉄道は市民の通勤・通学などのための重要な交通手段となっています。 

 

（２）道路交通網 

道路網は、臨海部東西方向の道路と内陸部に延びる南北方向の道路によって、その骨格が形成されてい

ます。東西方向には、東関東自動車道、京葉道路、国道357号（東京湾岸道路）及び国道14号が、南北方

向には、国道296号、県道市川・印西線、船橋・我孫子線、船橋・松戸線が走っています。 

本市の道路は、交通容量の不足とともに有機的なネットワークに欠けているため、慢性的な渋滞による環

境悪化を招いており、総合的な道路交通体系の確立を図ることが急務となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1-8 主要交通網 

（道路） 

国道14号 

国道16号 

国道296号 

国道357号 

東関東自動車道 

京葉道路 

県道船橋・我孫子線 

県道市川・印西線 

県道千葉・鎌ケ谷・松戸線 

県道船橋・松戸線 

県道夏見・小室線 

県道長沼・船橋線 

県道松戸・原木線 
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ＪＲ総武線 

ＪＲ武蔵野線 

ＪＲ京葉線 

京成本線 

東武アーバンパークライン 

新京成線 

東京メトロ東西線 

北総線 

東葉高速線 
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１．環境行政組織              
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．環境審議会               

 

昭和38年10月に船橋市公害対策委員会条例を制定し、公害の防止及び対策に関する必要な事項を調

査、審議することを役割とした公害対策委員会を設置しました。 

昭和45年8月に公害対策委員会の役割を「事業活動その他の人の活動に伴って生ずる大気の汚染、水

質の汚濁などにより人の健康又は生活環境に係る被害の対策に関する基本的事項を調査、審議すること。」

に改めました。また、公害対策委員会から公害対策審議会に改称し、条例の題名についても船橋市公害対

策審議会条例に変更しました。 

その後、平成 9年 8月に船橋市公害対策審議会条例を廃止して、新たに船橋市環境基本条例を制定し、

公害対策に限らず広く環境の保全全般について、調査、審議することを役割とした「船橋市環境審議会」を

設置し、現在に至っています。 
 

（１）委員の構成 

委員は、環境保全に関する学識経験のある方に委嘱しています。 

また、環境施策や環境保全に関して広く意見を取り入れるため、公募により一般市民の方にも委嘱してい

ます。 

 

（２）最近の審議内容 

令和 4年度は、環境審議会を 3回開催しており、第３次船橋市環境基本計画や生物多様性ふなばし戦略

＜改定版＞の各施策や取組の進捗管理について、審議を行いました。 
 

 

第３節 組織 

 

（令和 5年 4月 1日現在） 図 1-1-9 環境行政組織図 

 

環境部 ●環境政策課（11人） 

（1人） 

総務企画係 自然環境係 

ゼロカーボンシティ推進室（6人） 

●清掃センター（110人） 管理係 業務第一係 業務第二係 

●環境保全課（17人） 

●資源循環課（28人） 

●廃棄物指導課（16人） 

●クリーン推進課（24人） 

霊園管理係 大気・騒音係 水質・地質係 

馬込衛生管理事務所（4人） 

計画係 施設係 

西浦処理場（0人） 

審査係 監視指導係 

清掃事業係 まち美化・指導係 
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役 職 氏   名 職 業 ・ 役 職 等 

副会長 阿部 利美 船橋市ゼロカーボンシティ推進地域協議会 監事 

  市原 泰幸 千葉県環境研究センター 環境研究センター長 

 岡 コマエ 家庭倫理の会 船橋市 推進長 

 斎藤 清 船橋市環境フェア実行委員会 委員長 

 鈴木 正俊 船橋市漁業協同組合 専務理事 

 副島 良次 船橋市地域工業団体連合会 理事 

 髙橋 敏行 ちば東葛農業協同組合 常務理事 

 竹口 朋子 船橋商工会議所 広報委員会 副委員長 

 谷合 哲行 千葉工業大学 先進工学部 准教授 

 永井 猛 一般公募 

 中原 久直 一般公募 

 西廣 淳 国立環境研究所 気候変動適応センター 副センター長 

会 長 沼子 千弥 国立大学法人 千葉大学大学院 理学研究院 准教授 

 早川 淑男 船橋市自治会連合協議会 会長 

 林 信子 千葉県自然観察指導員協議会 自然観察指導員 

 原戸 純太郎 一般公募 

 藤井 敬宏 日本大学理工学部交通システム工学科 特任教授 

 三𫞎 栄 市川市農業協同組合 船橋地区統括理事 

 山本 千夏 東邦大学 薬学部 教授 

 横堀 肇之 船橋市中学校長会 高根台中学校 校長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-1-8 船橋市環境審議会委員                             （令和5年 10月6日現在） 

五十音順 
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本市では、「環境の保全に関する施策を総合的かつ計

画的に推進し、もって現在及び将来の市民の健康で文化

的な生活の確保に寄与すること」を目的として、平成9年3月

に船橋市環境基本条例を制定しました。 

本条例では、環境の保全についての基本理念や市、事

業者、市民のそれぞれの責務を明らかにするとともに、健

全で恵み豊かな環境を保全し、創造し、そして将来の市民

に引き継ぐための環境施策の基本的な方向と取組の枠組

みを定めています。 

 

 

 

環 境 施 策 具 体 例 

環境の保全に関する施策を総合的かつ 

計画的に推進 
・環境基本計画 

環境の保全上の支障を防止するための規制 ・環境保全条例  ・環境保全に関する協定の締結 

環境の保全に関する学習の推進 
・ふなばし環境フェア  ・ふなばし三番瀬クリーンアップ   

・ふなばし三番瀬環境学習館 

情報の提供 
・「船橋市の環境」（本書）及びデータ集の作成 

・ホームページ  ・広報ふなばし  ・環境新聞「エコふなばし」 

 
 

 
 
 
 

 
 
 

１．基本的事項                 

（１）計画策定の趣旨 
本市は、船橋市環境基本条例の定めに基づいて、平成 9 年 3 月に船橋市環境基本計画を策定し、環境

が自然界の微妙な均衡と循環の下に成り立つものであることを認識した上で、「未来へつなぐ健全で恵み豊

かな環境」を望ましい環境像に掲げ、各種の環境保全の取組を総合的かつ計画的に推進してきました。そ

の後、環境に関わる新たな法の施行や計画の策定があり、循環型社会実現に向けた取組の強化、世界規

模で深刻化しつつある地球温暖化問題への対応、生物多様性の確保に向けた取組の推進などが必要とな 

ったため、平成 23年 3月には第２次船橋市環境基本計画を策定し、望ましい環境像である 「みんなでつく

 第２章  総合的な環境施策の推進 

基 本 理 念 

●環境の恵沢の享受と継承 

●環境への負荷の少ない 

持続的な発展が可能な社会の構築 

●人と自然との共生 

●地球環境保全への貢献 

表 1-2-1 環境施策と具体例 

第１節 環境基本条例 

 

第２節 環境基本計画 
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り未来へつなぐ 恵み豊かな環境」の実現を目指して、 環境施策の推進に取り組んできたところです。 

さらに 10 年の時を経た今日、本市の 環境保全の取組に一定の進展がみられる半面、社会経済情勢や

環境行政をとりまく状況は刻々と変化しています。一例をあげれば、地球温暖化問題が深刻さを増しており、 

近年増加する自然災害をはじめとして、私たちの身近な生活や事業活動が気候変動による危機的な影響 

に直面している中で、「パリ協定」の発効によって地球温暖化対策は新たな局面を迎えています。また、プラ

スチック廃棄物などによる海洋汚染に見られるように、私たちの身近な生活や事業活動が便利で快適になる

につれて、環境への負荷は増大し、その範囲も地球規模へと拡大しています 。 

これらが人類共通の課題であるという認識の下で、国連は世界各国の共通な目標となるＳＤＧｓ を掲げて

取組を進めており、我が国の環境政策においても環境・経済・社会の統合的向上が命題となっています。 こ

のため、それらに的確に対応しながら、多様な環境問題の解決に向けて、市民・事業者・行政が今以上に協

力して取り組むことが求められています。 

以上のことを踏まえ、第３次船橋市環境基本計画は、令和２年度をもって計画期間が満了する前計画を

引き継ぎながら、内容及びその構造が大きく変化する今日の環境問題に対応すべく令和 3 年 3 月に策定し

ました。 

 

（２）第３次船橋市環境基本計画の策定方針 
  ①船橋らしさが感じられ、環境・経済・社会の統合的向上の視点を持った計画 

  ②実効性のある計画 

  ③市民・事業者等が見た時にわかりやすい計画 

 

（３）計画期間 
  令和 3年度から令和 12年度までの 10年間 

 

２．目指す環境像                 

 

 私たちは、本市の恵み豊かな環境を維持・保全するとともに、よりよい環境の再生・創出を行い、未来の世

代につなげていく責務を有しています。 

 その責務を果たすためには、本市の地域特性・地域資源を活かし、これまでのように環境面に配慮するだ

けでなく、経済面、社会面も含めた多様な観点から統合的な向上を図る必要があります。 

 このことを踏まえ、本計画では、目指す環境像を次のとおり定めます。 

 

 

３．施策体系                

 
 本計画では、目指す環境像を実現するため、以下に定める施策の柱のもとに、本市の地域資源を活かしな

がら各種の施策を展開していきます。（各施策の推進によって実現に主に貢献できる SDGｓを示しています。） 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

○施策の柱 1：持続可能な地球を未来へつなぐ社会づくり【地球温暖化への取組】 

 ・基本施策１：地球温暖化対策の総合的な推進 

 ・基本施策２：省エネルギーの推進 

 ・基本施策３：創エネルギーの推進 
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４．進行管理指標                

計画を進行管理する指標と具体的な数値目標を以下のとおり設定します。 

 
 

（※１）平成２５年度の実績値です。 

（※２）令和２年度の実績値です。 

（※３）船橋市地球温暖化対策実行計画において目標値の見直しを行ったため、本計画においても数値を変更しています。 

（※４）平成３０年度の実績値です。 

（※５）令和３年度実績値です。 

  

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

市民一人当たりの温室効果ガス排出量 
6.25t-CO₂ 

（※1） 

5.01t-CO₂ 

（※2） 

3.15t-CO₂ 

（※3） 

エコライフ実践度（家庭） 52％（※4） 57.5％（※5） 70％ 

エコオフィス実践度（事業者） 39％（※4） 46.9％（※5） 70％ 

熱中症搬送者数 221人 206人 搬送者数の減少 

○施策の柱２：大切な自然を育み、自然とふれあうまちづくり【自然環境保全・活用への取組】 

・基本施策４：親しみやすい水辺の創出 

・基本施策５：まちの緑の育成 

・基本施策６：多様な生態系の保全 

・基本施策７：自然の恵みの持続的な活用 

 

○施策の柱３：資源を無駄なく循環させる社会づくり【循環型社会構築への取組】 

・基本施策８：循環型社会の推進 

・基本施策９：廃棄物の適正処理の推進 

○施策の柱４：健全で快適に暮らせるまちづくり【生活環境保全への取組】 

・基本施策１０：良好な大気の保全 

・基本施策１１：健全な水環境の保全 

・基本施策１２：快適な生活環境の保全 

○施策の柱５：より良い環境をみんなで育む体制づくり【分野横断的な取組】 

・基本施策１３：船橋の環境を担う「ひと」づくり 

・基本施策１４：船橋の環境を育む「つながり」づくり 

・基本施策１５：協働を促進する「しくみ」づくり 

 

 

 

 

表 1-2-2 基本施策１ 地球温暖化対策の総合的な推進 
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（※１）平成３０年度の実績値を基準値としています。 

（※２）統計上の数値の変更があったため、計画策定時の数値から変更しています。 

（※３）令和２年度の実績値です。 

（※４）船橋市地球温暖化対策実行計画において目標値の見直しを行ったため、本計画においても数値を変更しています。 

（※５）令和３年度の実績値です。 

 

 

（※）船橋市地球温暖化対策実行計画において目標値の見直しを行ったため、本計画においても数値を変更しています。 

 

 

 

 

 

  

状態指標 

基 準 

（平成３０年度） 

（※1） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

一世帯当たりの電力使用量 3,912kWh（※2） 
3,708kWh 

（※3） 

1,540 kWh 

（※4） 

一世帯当たりの都市ガス使用量 353㎥（※2） 405㎥（※3） 102㎥（※4） 

エコドライブの実践割合（定期アンケート調査による） 64% 72.6%（※5） 80% 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

市内における太陽光発電システム設置容量 57,784 kW 67,277 kW 97,250 kW（※） 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

水辺を身近に感じる市民の割合（定期アンケート調査によ

る） 
調査実施前 37.5％ 

割合の向上 

（調査毎） 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

市民一人当たりの都市公園面積 3.35㎡/人 3.39㎡/人 3.87㎡/人 

みどりに対する満足度（定期アンケート調査による） 調査実施前 63.5％ 
満足度の向上 

（調査毎） 

表 1-2-3 基本施策２ 省エネルギーの推進 

表 1-2-4 基本施策３ 創エネルギーの推進 

表 1-2-5 基本施策４ 親しみやすい水辺の創出 

表1-2-6 基本施策５ まちの緑の育成 
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（※１）基準値は平成２８年度の実績値です。なお、計画策定時の数値から変更しています。 

（※２）言葉の意味まで理解している人の割合です。 

 

 

（※）数値は、アンデルセン公園、海浜公園、潮干狩りの利用者数（1 月～12 月）の合計であり、県で発表している「千葉県観光入込

調査報告書」の「スポーツ・レクリエーション施設観光入込客数」にあたり、同報告書内の観光地点入込客数とは異なる。（県の

観光地点入込客数は、上記施設にサッポロビール千葉工場の入込客数を含む。） 

 

 

（※）船橋市一般廃棄物処理基本計画に基づく目標値ですが、同計画を令和４年３月に改定し目標値を更新したため、併せて第３

次船橋市環境基本計画における目標値も変更しています。 

 

 

 

  

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

動植物の生息地又は生育地となり得る緑地等の割合 24.0％（※1） 22.2% 現状維持 

生物多様性の認知度（※2）（定期アンケート調査による） 調査実施前 40.6％ 
認知度の向上 

（調査毎） 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

レクリエーション施設等利用者数（※） 830,809 人 761,138 人 利用者数の増加 

地場食材を意識して購入している市民の割合（定期アンケ

ート調査による） 
61.1％ 67.6％ 70％ 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

リサイクル率 21.6％ 22.1％ 29.4％（※） 

最終処分量 7,729 t 6,974ｔ 6,118 t（※） 

ごみの総排出量 204,788 t 194,575ｔ 184,393 t（※） 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

産業廃棄物の不法投棄覚知件数（※前３か年の平均値） 31件 18件 20件 

表1-2-7 基本施策６ 多様な生態系の保全 

 

表1-2-8 基本施策７ 自然の恵みの持続的な活用 

 

表1-2-9 基本施策８ 循環型社会の推進 

 

表1-2-10 基本施策９ 廃棄物の適正処理の推進 
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（※１）一般環境大気測定局のことで、大気の汚染状況を常時監視する測定局です。 

（※２）自動車排出ガス測定局のことで、自動車排出ガスによる環境大気の汚染状況を常時監視する測定局です。 

（※３）平成３０年度の実績値です。 

（※４）令和３年度の実績値です。 

 

 

（※）水の汚れを分解する際に必要となる酸素量のことで、水の汚れを示す代表的な指標です。 

  

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

二酸化窒素の県環境目標値の達成率 
100％ 

(8地点/8地点) 

100％ 

(8地点/8地点) 

100％ 

(8地点/8地点) 

浮遊粒子状物質に関する環境基準の達成率 

（一般局（※１）） 

100％ 

(8地点/8地点) 

100％ 

(8地点/8地点) 

100％ 

(8地点/8地点) 

浮遊粒子状物質に関する環境基準の達成率 

（自排局（※２）） 

100％ 

(2地点/2地点) 

100％ 

(2地点/2地点) 

100％ 

(2地点/2地点) 

光化学スモッグ注意報発令回数 4回/年 4回/年 0回/年 

エコドライブの実践割合 

（定期アンケート調査による）★再掲 
64％（※3） 72.6％（※4） 80％ 

公共交通機関の一日当たり利用者数 71,739 人/日 58,707 人/日 現状以上 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

ＢＯＤ（※）の環境基準達成率（河川） 
100％ 

(5地点/5地点) 

100％ 

(5地点/5地点) 

100％ 

(5地点/5地点) 

海老川流域におけるＢＯＤ濃度 3mg/L以下達成率 
30％ 

(3地点/10地点) 

80％ 

(8地点/10地点) 

100％ 

(10地点/10地点) 

印旛沼流域におけるＢＯＤ濃度 3mg/L以下達成率 
67％ 

(2地点/3地点) 

33％ 

(1地点/3地点) 

100％ 

(3地点/3地点) 

ＣＯＤ（※）の環境基準達成率（海域） 
75％ 

(3地点/4地点) 

75％ 

(3地点/4地点) 

100％ 

(4地点/4地点) 

全窒素の環境基準達成率（海域） 
75％ 

(3地点/4地点) 

50％ 

(2地点/4地点) 

100％ 

(4地点/4地点) 

全りんの環境基準達成率（海域） 
50％ 

(2地点/4地点) 

0％ 

(0地点/4地点) 

100％ 

(4地点/4地点) 

青潮等の年間発生回数 2回 6回 0回 

表1-2-11 基本施策１０ 良好な大気の保全 

 

表1-2-12 基本施策１１ 健全な水環境の保全 
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（※）典型７公害（大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭）の件数です。 

令和２年度以降は見直しにより、受け付けた苦情は全て公害等調整委員会へ報告することとしているため、基準値と目

標値（令和１２年度）を変更しています。カッコ内の数値は変更前のもので、前３か年の平均値です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

幹線道路に面する地域の騒音環境基準達成状況 89.9％ 89％ 達成率の向上 

公害苦情件数（※） 
166件 

（38件） 
363件 

150件 

（30件） 

交通事故発生件数 1,469件 1,162件 件数の減少 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

環境問題に関心を持っている人の割合 

（定期アンケート調査による） 
調査実施前 92.4％ 100％ 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

環境問題に関心を持っている人の割合 

（定期アンケート調査による）★再掲 
調査実施前 92.4％ 100％ 

状態指標 
基 準 

（令和元年度） 

現 状 

（令和４年度） 

数値目標 

目標年度 

（令和１２年度） 

環境問題に関心を持っている人の割合 

（定期アンケート調査による）★再掲 
調査実施前 92.4％ 100％ 

表 1-2-13 基本施策１２ 快適な生活環境の保全 

表1-2-15 基本施策１４ 船橋の環境を育む「つながり」づくり 

 

表1-2-14 基本施策１３ 船橋の環境を担う「ひと」づくり 

 

表1-2-16 基本施策１５ 協働を促進する「しくみ」づくり 
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５．重点的な取組                

環境・経済・社会の統合的向上を見据え、市民・事業者・行政等が一体となって取り組める「船橋らしさ」を

持った４つの重点的な取組を設定しました。計画本編では、重点的な取組ごとに市民・事業者の皆さんに求

められる行動をまとめております。 

 
 

６．計画の推進                 

本計画は、各基本施策を総合的に推進することで、実効性を高めていく必要があります。そのためには、

庁内関係各課が連携を取りながら全庁的に取り組み、また、国・県や近隣自治体等とも連携しながら施策を

推進します。 

また、「重点的な取組」や「市民・事業者に求められる行動」などの推進にあたっては、市民、事業者、市民

団体、大学等研究機関などの様々な主体が協働し、市と連携を図っていくことが重要です。 

本計画の進行管理は、環境マネジメントシステムのＰＤＣＡサイクルによって行います。市は、環境像の実

現に向けて着実に施策・取組を推進するため、その実施状況等を年度ごとにとりまとめます。また、目標とす

る指標の達成度について、市民・事業者等へのアンケート調査を通じて把握に努めます。それらの結果は環

境審議会に報告して点検・評価を行うとともに、毎年年次報告書にとりまとめ、ホームページ等を通じて広く

公表し、さらに施策・取組を見直して、継続的な改善に取り組みます。 
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１．法律について                
 

環境関連の法令は、公害防止を目的とした「公害対策基本法」を中心として構成されてきましたが、人間

の活動の拡大に伴う地球環境保全、廃棄物処理、都市・生活型公害問題などの新たな環境問題に対応す

るため、平成5年11月に、「公害対策基本法」を発展的に継承した「環境基本法」が制定されました。 

その後、廃棄物問題、地球温暖化現象の顕在化、ダイオキシンなどの有害化学物質による環境問題など

に対応するための法律が次々と制定されています。 

深刻な社会問題となっている廃棄物問題については、平成12年6月に循環型社会の形成を推進する基

本的な枠組みとなる「循環型社会形成推進基本法」が、その個別法としての「建設工事に係る資材の再資源

化等に関する法律」（建設リサイクル法）、「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（食品リサイク

ル法）等と一体的に制定されました。 

地球温暖化対策については、平成14年3月に京都議定書の締結に向けて、地球温暖化対策推進大綱の

改定が行われ、また京都議定書発効の際に京都議定書目標達成計画を定めること等を内容とする地球温

暖化対策推進法の改正が行われました。平成30年には、これまでの温室効果ガス排出量を削減する「緩和

策」とは別に気候変動の影響による被害を防止・軽減する「適応策」を法律的に位置づけた、「気候変動適

応法」が制定されました。 

また、自然環境の保全については、平成20年6月に生物の多様性の保全及び持続可能な利用について

の基本原則を定めた「生物多様性基本法」が制定されました。 

（令和元～4年度の主な環境関連法の制定状況） 

●令和元年度  ・食品ロスの削減の推進に関する法律 ・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（一部改

正） ・浄化槽法（一部改正） 

●令和2年度   ・大気汚染防止法（一部改正） ・省エネルギー法（一部改正） 

●令和3年度   ・環境基本法（一部改正） ・地球温暖化対策推進法（一部改正） ・省エネルギー法（一

部改正） ・プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律 

●令和4年度   ・省エネルギー法（一部改正） ・外来生物法（一部改正） 

 

２．条例について                
 

（１）船橋市環境基本条例 

今日の環境問題は、社会経済活動の拡大やライフスタイルの変化によって新たな局面を迎え、次世代へ

の影響あるいは地球規模の問題として捉える必要が生じています。 

家庭からの生活雑排水による河川汚濁、自動車の排出ガスによる大気汚染、大量生産・大量消費・大量

廃棄によるごみ問題などの私たちの生活そのものが公害を引き起こす原因となっています。 

公害の発生源は工場であり、被害者は市民という図式は崩れ、市民は被害者であると同時に加害者であ

るという面も持つようになり、環境問題を克服するには、全ての主体（市民・事業者・行政）が公平な役割分担

の下に環境への負荷の少ない社会を構築していくことが必要となっています。市では、こうした環境を取り巻

く変化に的確に対応するため「環境基本条例」を平成9年3月に制定しました。 

この条例は、「①現在、将来にわたり、市民が健全で恵み豊かな社会を維持するため、それぞれの主体が

公平な役割分担の下に、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会を構築すること、②人と自然が

共生できる環境をつくること、③地球環境の保全を積極的に推進すること」を基本理念とし、これらを具体化

するための「環境基本計画」の策定を義務づけています。 

 

 

 

第３節 環境関連の法体系 
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（２）船橋市環境保全条例 

平成9年3月に「環境基本条例」を制定した際に、その本旨を達成するため、「公害防止条例」を発展的に

継承した「環境保全条例」を制定しました。 
この条例には、従来型の公害防止対策以外に都市・生活型公害や地球環境問題に対応するため、

①自動車交通公害に関する施策、②生活排水対策に関する施策、③土壌・地下水汚染防止に関する施策、

④化学物質等の適正管理に関する施策、⑤地球環境の保全に関する措置、⑥市民が行う環境保全活動に

対する援助措置等を新たに追加しました。環境基本条例が理念と施策の基本的枠組みを主体としているの

に対し、環境保全条例は具体的な規制措置等を定めています。 

また、平成15年4月の中核市移行に伴う移譲事務を受け入れるため、平成14年12月に環境保全条例を全

部改正しました。 

（主な改正点） 

・県からの移譲事務を規定するとともに、環境影響の事象ごとに構築しました。 
・新たに揚水施設（小規模揚水施設）の規制を見直し、規制対象の範囲を拡大しました。 

 

（３）揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例 

国は、浮遊粒子状物質及び光化学オキシダント対策の一環として、その原因物質の一つである揮発性有

機化合物（以下「VOC」という。）を低減するため、大気汚染防止法の一部を改正し、新たな排出抑制策を講

じました。 

本市でも光化学スモッグ注意報等の発令状況等を考慮し、法制度として新たに導入された自主的な取組

を確実に促進するため、条例を制定しました。 

また、同条例の規定により事業者が自主的に行う VOC の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関

し必要な事項を指針に定めました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

１．環境影響評価制度            
 

（１）環境影響評価 
環境影響評価（環境アセスメント）は、米国において1969年に国家環境政策法によって制度化されたもの

がその始まりとなっています。 

環境影響評価は、環境に影響を及ぼす事業について、事業者自らがその環境影響を調査・予測・評価し、

環境保全対策を検討するなど、その事業を環境保全上より望ましいものにするために行われるものです。 

環境悪化を未然に防止し、持続可能な社会を構築するためにはきわめて重要なものとなっています。 

国においては、平成 5年 11月に施行した環境基本法に環境影響評価の推進が位置づけられ、

平成9年6月に「環境影響評価法」が制定されました。また、千葉県では平成10年6月に「千葉県環境影響評

価条例」を制定しました。法律、県条例とも平成11年6月に施行されています。 

 

（２）法、条例に基づく手続き 
令和4年度に本市域への影響が懸念される事業計画として実施された環境影響評価に係る手続きはあり

ませんでした。 

なお、平成18年度に羽田再拡張事業（4本目の滑走路建設）に係る環境影響評価の手続きは終了しまし

たが、千葉県及び関係25市町で設置した連絡協議会で、事業者（国土交通省）との協議は継続しておりま

す。 

 

 

第４節 公害の未然防止に関する総合的施策 
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２．公害防止協定               

 
昭和30年代後半から昭和50年頃には、高度経済成長に伴い本市に進出する企業や生産施設等を増設

する企業が増加したため、事業活動に伴う公害の発生防止と地域住民の健康の保護と生活環境を保全する

ことを目的として、一定規模以上の企業と公害防止協定を締結しています。また、具体的な数値目標を定め

た細目協定を併せて締結している企業もあります。 

今日の環境問題は、地球存続自体にも影響を及ぼすオゾン層の破壊、地球温暖化など社会経済活動が

環境への負荷をあまりにも増大させたことにあり、循環型社会を基調としたスタイルに変換していくことが重要

となってきています。 

本市では、このような状況から、環境への負荷の大きい企業・事業所と環境保全に関する協定を新たに締

結することや現行の公害防止協定を環境保全に関する協定へ移行することを検討中です。 

 

（１）公害防止協定 

燃料使用量が毎時1,000リットル以上（重油換算）又は日平均排水量が1,000ｍ３以上の工場を対象として

協定を締結しています。 

 

（２）施設等の建設に関する協定書に基づく公害防止協定 

施設等の建設に関する協定書において京葉港地区に進出する企業は、市と公害防止協定を締結しなけ

ればならないと定めています。 

 

（３）基本的な指導方針 
○大気汚染   ばい煙等の排出量を極力少なくするため､ 燃料は灯油､ガス等の低硫黄燃料の使用に努

めること。 

○騒    音   敷地境界線において規制基準から5デシベル減じた値以下になるよう努めること。 

○振    動   敷地境界線において規制基準から5デシベル減じた値以下になるよう努めること。 

○悪    臭   三点比較式臭袋法による臭気濃度が、敷地境及び排出口において、「千葉県悪臭防止対 

策指針」の指導目標値以下になるよう努めること。 
 

 

３．事前協議                  
 

（１）公害防止協定に基づく事前協議 

公害防止協定を締結した事業者は、生産施設又は公害防止施設を新設、増設又は変更しようとするとき

は、事前に市と協議のうえ、その同意（助言及び指導）を得なければならないとしています。 

 

（２）開発行為等における事前協議 

宅地開発事業を行おうとする事業者は、周辺環境への影響を未然に防止するため、事前に市と協議しな

ければならないとしています。 
 

 

４．公害防止管理者等             
 
特定工場（製造業、電気供給業、ガス供給業及び熱供給業に属する事業の用に供する工場のうち、ばい

煙発生施設、汚水等排出施設、騒音発生施設、特定粉じん発生施設、一般粉じん発生施設、振動発生施

設及びダイオキシン類発生施設を設置している工場）における公害防止組織の整備に関する法律に基づく

公害防止統括者等の選任・解任に関する届出等及び特定工場等における公害防止技術の維持向上と公

害防止管理者制度を推進するため、公害防止管理者等に対する指導育成を行っています。 
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なお、「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行令」及び「特定工場における公害防止

組織の整備に関する法律施行規則」の一部が改正され、項目ごとで異なりますが、平成17年4月1日以降か

ら施行されました。  

改正点は、公害防止管理者の兼任要件の追加、公害防止主任管理者を選任すべき工場の要件の緩和

（以上必置資格制度の見直し）、公害防止管理者の選任の区分の見直し、国家試験の科目別合格制の導

入、国家試験科目及び講習科目の共通化などの見直し（以上国家資格制度の見直し）です。 

 

（１）届出状況 
本市における公害防止管理者等を選任する必要のある特定工場は、令和4年度末で25工場であり、公害

防止管理者等の選任状況は、次の表のとおりです。 

なお、公害防止管理者は、事象ごとに定められた施設を設置している製造業などにおいて選任する必要

がありますが、公害防止統括者は、常時21人以上の従業員を使用する事業者が設置する特定工場におい

て選任する必要があります。 

また、公害防止主任管理者は、ばい煙発生施設の排ガス量が 1時間あたり 40,000ｍ３以上、かつ、汚水等

排出施設の排出量が 1日あたり 10,000ｍ３以上である事業所において選任する必要があります。 

 

 

 

 

区 分 統括者 主任管理者 

公 害 防 止 管 理 者 

大気汚染 水質汚濁 騒 音 特定粉じん 一般粉じん 振 動 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ 

選任者数 22 0 14 9 6 0 3 5 1 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-2-17 公害防止管理者等の選任状況（令和 4 年度末）                          （単位：人） 

 



 

                                                                                 

                                                                                

                                                                               

 

 

 

 

 

   

                           第２部  各 論  
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大気汚染は、事業活動や社会活動などを支えるエネルギー源として石油や石炭などの化石燃料を消費

することが原因となっています。特に大都市周辺では窒素酸化物、浮遊粒子状物質や光化学オキシダント

などによる大気汚染が続いています。 

また、特定フロンやハロンによるオゾン層の破壊、二酸化炭素やメタンによる地球温暖化、越境大気汚染、

酸性雨等の問題が起きており、地球規模の取り組みが必要となっています。 

 

１．発生源                    

 

大気汚染物質の主な発生源は、工場・事業場等の固定発生源と自動車・船舶等の移動発生源に大別さ

れます。本市の大規模な固定発生源は、昭和30年から40年代の高度成長期に臨海・内陸部の工業系地域

に進出した工場等であり、中小規模の固定発生源は、工業・商業系地域を中心に立地している工場・事業

場です。現在は法令の規制等によりこれらの発生源からの大気汚染物質の排出は改善されています。 

一方、移動発生源については、特に自動車からの排出ガス対策による排出削減が進み、平成4年6月に自

動車 NOx 法、平成14年10月には前法を改正した自動車 NOx・PM 法、平成15年10月に千葉県ディーゼル

条例による規制が始まり、問題となっていた窒素酸化物及び浮遊粒子状物質について削減が進んでいます。 

 

（１）固定発生源 

固定発生源からの汚染物質は、主に燃焼に伴って発生するため、これらの状況を把握し対策を講じること

が重要となります。市では、市内の固定発生源の燃料使用量の把握のため、例年、大気汚染防止法に定め

られるばい煙発生施設が設置されている工場・事業場に対してアンケート調査を実施しています。 

以下は回答があったものを原燃料使用量に換算してまとめたものです。 

ア．燃料使用状況 

液体燃料は扱い易く貯蔵も容易である一方､灯油など一部のものを除き硫黄分が比較的高く、硫黄酸化

物の排出原因の一つとなっています。 

令和4年度の液体燃料の種類別の使用量は、C 重油が約3千 t、特 A 及び A 重油が約6千 t、灯油が約2

千 t となっています。 

 
 

 

 第１章  環境の現況と対策 

第１節 大気環境 

 

図 2-1-1 市内の固定発生源の液体燃料使用量の推移 
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気体燃料は硫黄分が低く二酸化炭素の排出量も比較的少ない良質な燃料です。令和4年度の気体燃料

の総使用量は約41千 tで、種類はほぼ全て都市ガスでした。 

 
 

 

 

固体燃料は、鉄鋼業等の業種で多く使われていますが、二酸化炭素の排出量が多く排煙処理が必要な

燃料です。令和 4 年度の固体燃料の総使用量は約 27 千 t で、種類別では、コークスが約 11 千 t､石

炭が約 16千 t となっています。 

 
 

 

（２）移動発生源 

大気汚染物質の移動発生源には、自動車、船舶及び航空機があります。このうち主要な移動発生源であ

る自動車の登録台数は横ばいですが、軽自動車及び二輪車は、緩やかに増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-1-4 自動車登録状況の推移（市統計） 

 

図 2-1-3市内の固定発生源の固体燃料使用量の推移 

図 2-1-2市内の固定発生源の気体燃料使用量の推移 
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２．監視体制                 
 

（１）環境監視テレメータシステムによる常時監視 

環境監視テレメータシステムは、測定値をオンラインで市内の測定局から市役所本庁舎の中央監視局に

伝送してデータ処理をするシステムです。市内の大気汚染物質濃度の状況をリアルタイムに把握することで、

光化学スモッグ注意報発令時や微小粒子状物質(PM2.5)高濃度時等の緊急事態に対応することができます。 

 

（２）大気環境の常時監視体制 

本市では前出のシステムに接続した一般環境大気測定局（一般局）8 局、自動車排出ガス測定局（自排

局）2 局で大気環境の常時監視を行っています。また、局地汚染監視局１局で東関東自動車道に係る局地

汚染の測定を行っています。 

高根台局、日の出局、印内局では微小粒子状物質(PM2.5)の測定を行っています。 

 

 
 

※局地汚染監視局 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 

 

 

局  舎  名 

設

置

年

月 

二
酸
化
硫
黄 

浮
遊
粒
子
状
物
質 

微
小
粒
子
状
物
質 

光
化
学
オ
キ
シ
ダ
ン
ト 

二
酸
化
窒
素 

一
酸
化
窒
素 

メ
タ
ン
炭
化
水
素 

非
メ
タ
ン
炭
化
水
素 

一
酸
化
炭
素 

風
向
風
速 

温 

度 

湿 

度 

一
般
局 

※ 

印内局（葛飾小学校） 

印内1-2-1  
S 4 5 .  1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

豊富局（農業センター） 

金堀町522-1 
S 4 6 .  8 ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○   

丸山局（法典東小学校） 

丸山5-25-1 
S 4 6 . 1 0  ○  ○ ○ ○    ○   

高根局（高根小学校） 

高根町2895 
S 4 6 .  8  ○  ○ ○ ○    ○   

高根台局（高根台第二小学校） 

高根台5-2-1 
S 4 6 .  8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○   

前原局（前原小学校） 

前原西2-28-1 
S 4 8 .  8  ○  ○ ○ ○    ○   

若松局（若松中学校） 

若松3-2-3 
S 5 4 .  3  ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

南本町局（子育て支援センター） 

南本町10-1 
S 5 7 . 1 1  ○  ○ ○ ○    ○   

若松団地局（若松団地）※ 

若松2-5-4 
S 5 8 .  3     ○ ○    ○   

自

排

局 

海神局（京葉道路入口） 

海神町3-338-3 
S 5 4 . 1 2  ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○   

日の出局（日の出交差点付近） 

日の出1-16 
S 5 7 .  3  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

表 2-1-1 環境大気常時監視局と測定項目 
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図 2-1-5 環境大気常時監視局位置図 

図 2-1-5環境大気常時測定局位置図 



 

25 

 

 

３．環境基準等の達成状況        

 

（１）一般局 

二酸化硫黄は、印内局、豊富局、高根台局で測定しており、全ての局で環境基準を達成しました。二酸

化窒素は、環境基準よりも厳しい千葉県環境目標値について、全ての局で達成しました。浮遊粒子状物質

は、長期的評価及び短期的評価について、全ての局で環境基準を達成しました。また、印内局、高根台局

で測定している微小粒子状物質(PM2.5)につきましても、ともに環境基準を達成しました。 

なお、光化学オキシダントは、全ての局で環境基準を達成しませんでした。 

 

（２）自排局 
二酸化窒素は、海神局、日の出局とも環境基準を達成し、海神局は千葉県環境目標値についても達成し

ました。浮遊粒子状物質、一酸化炭素は、両局ともに長期的評価及び短期的評価の環境基準を達成しまし

た。日の出局で測定している微小粒子状物質(PM2.5)は、環境基準を達成しました。 
 

 

 

※ ○：達成 ×：未達成 －：未測定 
二酸化窒素の県環境目標値の達成状況は、千葉県の環境目標値(0.04ppm)による評価 

※ 若松団地局は、局地汚染の監視を目的として設置されているため、環境基準による評価は行っておりません 
 

 

 

 

 

 

 

項  目 二酸化硫黄 
浮遊粒子状 

物質 

微小粒子状物質 

(PM2.5) 
光化学 

ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ 
二酸化窒素 一酸化炭素 

  

 環 境 基 準 

 

 

  

 

 

 

測 定 局 名 

1時間値の1日平

均値が0.04ppm以

下かつ1時間値が

0.1ppm以下 

1時間値の1日平均

値が0.10 mg/m３以

下かつ1時間値が

0.20mg/m３以下 

1年平均値が 

15μg/ m3以下で

あり、かつ1日平

均値が35μg/ m3

以下であること。 

1時間値

が 

0.06ppm 

以下 

1時間値の1日平

均値が 

0.04ppm～

0.06ppmの 

ゾーン又はそれ

以下 

1時間値の1日平

均値が10ppm以

下かつ1時間値の

8時間平均値が

20ppm以下 

短期的

評 価 

長期的 

評 価 

短期的 

評 価 

長期的 

評 価 

長期的 

評 価 

短期的 

評 価 

県環境 

目標値 

長期的 

評 価 

短期的 

評 価 

長期的 

評価 

一

般

局 

印内局 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ― ― 

豊富局 ○ ○ ○ ○ ― × ○ ○ ― ― 

丸山局 ― ― ○ ○ ― × ○ ○ ― ― 

高根局 ― ― ○ ○ ― × ○ ○ ― ― 

高根台局 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ― ― 

前原局 ― ― ○ ○ ― × ○ ○ ― ― 

若松局 ― ― ○ ○ ― × ○ ○ ― ― 

南本町局 ― ― ○ ○ ― × ○ ○ ― ― 

達成率 100% 100% 100% 100% 100% 0% 100% 100% ― ― 

自

排

局
 

海神局 ― ― ○ ○ ― ― 〇 ○ ○ ○ 

日の出局 ― ― ○ ○ ○ ― × ○ ○ ○ 

達成率 ― ― 100% 100% 100% ― 50% 100% 100% 100% 

表 2-1-2 大気汚染に係る環境基準等の達成状況 
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（３）有害大気汚染物質 

有害大気汚染物質のうち、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及びジクロロメタンに環境基

準が設定されており、高根台局と日の出局で測定を実施した結果、令和 4年度はすべての項目で環境基準

を達成しました。 

 

  

項   目 環  境  基  準 局舎名 評価 

ベンゼン 年平均値が3μg/m３ 以下 

高根台局 達成 

日の出局 達成 

トリクロロエチレン 年平均値が130μg/m３ 以下 高根台局 達成 

テトラクロロエチレン 年平均値が200μg/m３ 以下 高根台局 達成 

ジクロロメタン 年平均値が150μg/m３ 以下 高根台局 達成 

項  目 短 期 的 評 価 長 期 的 評 価 

二酸化硫黄 

1時間値の1日平均値が0.04ppm以下で

あり、かつ、1時間値が0.10ppm以下である

こと。 

年間にわたる1時間値の1日平均値のうち、高い方から

2％の範囲にあるものを除外した値が、0.04ppm以下であ

ること。ただし、1日平均値が0.04ppmを超える日が2日以

上連続しないこと。 

浮遊粒子状 

物質 

1時間値の1日平均値が0.10mg/m３以

下であり､かつ､1時間値が0.20mg/m３以下

であること。 

年間にわたる1時間値の1日平均値のうち、高い方から

2％の範囲にあるものを除外した値が、0.10mg/m３以下で

あること。ただし、1日平均値が0.10mg/m３を超える日が2

日以上連続しないこと。 

光化学 

オキシダント 
1時間値が0.06ppm以下であること。 － 

二酸化窒素 － 

年間にわたる1時間値の1日平均値のうち、低い方から

98％に相当するもの（1日平均値の98％値）が0.06ppm以

下であること。 

一酸化炭素 

1時間値の1日平均値が10ppm以下で

あり、かつ、1時間値の8時間平均値が

20ppm以下であること。 

年間にわたる1時間値の1日平均値のうち、高い方から

2％の範囲にあるものを除外した値が、10ppm以下である

こと。ただし、1日平均値が10ppmを超える日が2日以上連

続しないこと。 

微小粒子状 

物質 
－ 

1年平均値が15μg/m3以下であり、かつ、1日平均値（1

日平均値の98％値）が35μg/m3以下であること。 

二酸化窒素 ： 日平均値の年間98％値が0.04ppm 

表 2-1-3 環境基準の評価方法 

千葉県環境目標値 

表 2-1-4 有害大気汚染物質に係る環境基準 
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４．現況                    

 

（１）一般局と自排局の測定結果 

ア．二酸化硫黄（SO2） 

二酸化硫黄は、硫黄分を含む化石燃料の燃焼や火山活動によって発生するもので、高濃度になると、気

管支などの呼吸器に刺激を与えます。二酸化硫黄は、環境基準を大幅に下回り、横ばい状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．浮遊粒子状物質（SPM） 

浮遊粒子状物質は、大気中に浮遊する粒径10μm以下の粒子状物質の総称です。その発生源は人為起

源のもの(工場、自動車など)と、自然由来のもの(黄砂、土壌の舞い上がり、花粉など)に分けられ、肺や気管

等の呼吸器に沈着して影響を及ぼします。令和4年度は全ての局で環境基準を達成しました。経年変化は、

横ばいから減少傾向にあり、一般局と自排局の差は小さくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．微小粒子状物質（PM2.5） 

微小粒子状物質は、粒径 2.5μm 以下の粒子状物質であり、非常に小さいため肺の奥深くまで入りやす

く、様々な健康への影響のおそれが懸念されています。令和 4 年度は測定している全ての局で環境基準を

達成しました。経年変化は、年々減少しています。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

図 2-1-8 浮遊粒子状物質の経年変化 図 2-1-9 浮遊粒子状物質の経月変化 

図 2-1-6二酸化硫黄の経年変化（一般局） 図 2-1-7 二酸化硫黄の経月変化（一般局） 

図 2-1-11 微小粒子状物質の経月変化 図 2-1-10 微小粒子状物質の経年変化 
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エ．光化学オキシダント（OX） 

光化学オキシダントは、工場や自動車等から排出 

される窒素酸化物や炭化水素が、太陽の強い紫外 

線の作用を受けて反応することで生成される二次汚 

染物質であり、光化学スモッグの原因物質とされて 

います。  

一般局のみで測定しており、令和4年度では環境 

基準の0.06ppmを超えた日数は45日で、直近10年 

間の平均の63日よりも少なくなっています。 

 

 

 

 
令和4年度は葛南地域（船橋市・市川市・浦安市・ 

鎌ケ谷市・八千代市・習志野市）において、光化学 

スモッグ注意報が4回発令されました。 

 

 

 

 

 

 

 
オ．窒素酸化物（NOX） 

大気中の窒素酸化物は、主に物質の燃焼に伴い発生し、発生源は工場・事業場等の燃焼施設や自動車

の排ガス等です。 

一酸化窒素は大気中で酸化されて安定な二酸化窒素に変化します。二酸化窒素は二酸化硫黄と同様に

呼吸器系に影響を及ぼしますが、二酸化硫黄より深部に達し、呼吸器全体に影響をあたえると言われていま

す。また、光化学スモッグの原因物質とも言われています。 

二酸化窒素の環境基準はすべての測定局で達成しましたが、より厳しい県目標値は日の出局で達成しま

せんでした。年平均値は減少傾向にあり、月平均値は冬期に高い値を示しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-14 二酸化窒素の経年変化 図 2-1-15 二酸化窒素の経月変化 

図 2-1-13 光化学スモッグ注意報発令状況経年変化 

図 2-1-12 光化学オキシダントの環境基準を超過した 
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カ．炭化水素（HC） 

炭化水素は沼地・土壌及び生物から発生するメタンや、化石燃料の不完全燃焼に伴い発生する非メタン

炭化水素があり、通常、大気中に存在する濃度程度では人体への影響は少ないとされています。、一方で

非メタン炭化水素は光化学オキシダントの生成に大きな影響があることが知られています。 

炭化水素には、環境基準が定められていませんが、光化学オキシダントの生成の指標となる非メタン炭化

水素の指針値（午前6時から9時までの3時間平均値が0.20～0.31ppmＣ以下であること。）については達成し

ました。 

非メタン炭化水素については、3時間値の年平均値は一般局平均が0.12ppmＣ、自排局平均が0.13ppmＣ

であり、年々減少傾向にあります。経月変化では、一般局、自排局とも12月がピークでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
キ．一酸化炭素（CO） 

一酸化炭素は、自動車の排ガスや物質の燃焼の際に発生し、血液中のヘモグロビンと結合し、酸素欠乏

による中枢神経の障害を起こすおそれがあります。 

自排局2局で測定しており、測定結果は環境基準値を大きく下回っている状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ク．有害大気汚染物質 

大気中からは、種々の物質が検出されますが、「継続的に摂取した場合に人の健康を損なうおそれがある

物質」も含まれています。このうち、健康被害を防止するために、優先取組物質として 21 物質が指定されて

います。有害大気汚染物質のうち、環境基準が定められている 4物質（ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラク

ロロエチレン、ジクロロメタン）は全て環境基準を達成していました。また、指針値の定められている 11 物質

（アクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、クロロホルム、1,2‐ジクロロエタン、水銀、ニッケル、砒素、1,3‐ブタジ

エン、マンガン、塩化メチル、アセトアルデヒド）についても指針値を下回っていました。なお、平成 30年度か

ら水銀が有害大気汚染物質から除外されましたが、指針が設定されているため、常時監視については継続

しており、指針値を下回っている状況です。また、令和 2 年 8 月から、塩化メチル及びアセトアルデヒドにつ

いて指針値が定められましたが、いずれも指針値を下回っています。 

 

図 2-1-16 非メタン炭化水素（3 時間値）の経年変化 図 2-1-17 非メタン炭化水素（3 時間値）の経月変化 

図 2-1-18 一酸化炭素の経年変化（自排局平均） 図 2-1-19 一酸化炭素の経月変化（自排局平均） 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

一般局平均 自排局平均

年度

(ppm)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

一般局平均 自排局平均

月

(ppm)

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
年度

(ppm)(ppm)

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

(ppm)

月

(ppm)



 

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

高根台局

年度

(㎍/m3)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

高根台局

年度

(㎍/m3)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

高根台局

年度

(㎍/m3)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

高根台局

年度

(㎍/m3)

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

高根台局

年度

(㎍/m3)

図2-1-20 ベンゼンの経年変化 

(環境基準値：3µg/m3） 

図2-1-21 トリクロロエチレンの経年変化 

(環境基準値：130µg/m3） 

図 2-1-27 1,2-ジクロロエタンの経年変化 

(指針値：1.6µg /m3） 

図2-1-22 テトラクロロエチレンの経年変化 

(環境基準値：200µg/m3） 

図 2-1-25 塩化ビニルモノマーの経年変化 

(指針値：10µg/m3） 
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図2-1-23 ジクロロメタンの経年変化 

(環境基準値：150µg/m3） 

図 2-1-24 アクリロニトリルの経年変化 

(指針値：2µg/m3） 

図 2-1-26 クロロホルムの経年変化 

(指針値：18µg /m3） 
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図 2-1-28 水銀の経年変化 

(指針値：40ng/m3) 
図 2-1-29 ニッケルの経年変化 

(指針値：25ng/m3） 

図 2-1-30 砒素の経年変化 

(指針値：6ng/m3） 

図 2-1-31 1,3-ブタジエンの経年変化 

(指針値：2.5µg/m3） 

 

図 2-1-32 マンガンの経年変化 

(指針値：140ng/m3） 
図 2-1-33 塩化メチルの経年変化 

(指針値：94µg/m3） 

 

図 2-1-34 アセトアルデヒドの経年変化 

(指針値：120µg/m3） 
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ケ．微小粒子状物質（PM2.5）（成分分析） 

PM2.5成分分析調査は、高根台局にて各季節 

14日間の合計 56日間における PM2.5の質量濃度を 

測定し、年平均値は 9.6μg/m3でした。 

この値は PM2.5環境基準の長期基準「１年平均値 

が 15μg/m3以下」を満足する結果でした。また、環 

境基準の短期基準「日平均値が 35μg/m3以下」に 

ついても満足しました。 

  PM2.5に含まれる主な成分は、工場や自動車等 

の燃焼に由来する硝酸イオン（NO3
-）や硫酸イオン 

（SO4
2-）、有機溶剤等の大気への拡散に由来する有 

機炭素（Organic Carbon：OC）、家畜排泄物や化学 

肥料等に由来するアンモニウムイオン(NH4
+)、自動車 

の内燃機関等の燃焼に伴うすすである元素状炭素 

（Elemental Carbon：EC）です。これらの成分のうち濃度

割合が高いのは、硫酸イオン(SO4
2-)と有機炭素(OC)でした。 

硝酸イオン（NO3
-）は温度が低下すると、アンモニウムイオン(NH4

+)と反応し硝酸アンモニウム(NH4NO3)とし

て粒子になります。一方、温度が上昇すると硝酸イオン（NO3
-）のガスとアンモニウムイオン(NH4

+)に分離し、

気体になります。このように、温度が変化すると硝酸イオン（NO3
-）はガスと粒子の間を行ったり来たりします。

そのため、硝酸イオン（NO3
-）は気温の低い秋季や冬季に多くなり、気温の高い春季や夏季には少なくなりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1-35 PM2.5の成分組成内訳（年間平均：高根台局） 

図2-1-37 PM2.5の成分組成内訳 

（夏季 R4.7.21～8.4 高根台局） 
図2-1-36 PM2.5の成分組成内訳 

（春季 R4.5.12～5.26 高根台局） 

図2-1-38 PM2.5の成分組成内訳 

（秋季 R4.10.20～11.3 高根台局） 

図2-1-39 PM2.5の成分組成内訳 

（冬季 R5.1.19～2.2 高根台局） 
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（２）その他の測定結果 

ア．酸性雨 

平成 5年度から豊富局で測定しています。 

ｐHが5.6以下の雨が酸性雨と呼ばれます。雨水は 

自然の状態でも大気中の炭酸ガスが溶け込み、弱酸 

性を示します。 

令和 4年度の調査結果では、ｐH3.96～6.92、平 

均は pH5.08であり、93回中 89回の降雨で酸性雨 

が確認されました。 

 

 

 
 

イ．アスベスト（石綿） 

石綿の飛散状況について平成 17 年度から調査

を行っています。高根台、豊富、高根、印内、海神、

若松局で測定を実施しました。令和 4 年度は特に

高い濃度は見られませんでした。 

 

 

 

 

 

５．対策                     

 

（１）工場・事業場 

 大気汚染物質の固定発生源である工場・事業場に対して、大気汚染防止法、船橋市環境保全条例等によ

り、規制・指導を行っています。 

ア．法・条例に係る届出状況（令和5年3月31日現在） 

大気汚染防止法によってばい煙の自主測定や設置届出などの義務が課される施設を有する工場・事業

場については、ばい煙発生施設を有している工場・事業場が72事業所、粉じん発生施設を有している工場・

事業場が11事業所、揮発性有機化合物排出施設を有している工場・事業場が5事業所、水銀排出施設を有

する工場・事業場が5事業所となっています。 

また、特定粉じん（アスベスト）のうち、吹付け石綿、石綿を含有する断熱材・保温材及び耐火被覆材が使

われている建築物・工作物を解体・改造又は補修する作業については、届出が必要となっており、令和4年

度の届出件数は、12件でした。 

船橋市環境保全条例のばい煙及び粉じんに係る特定施設を有している対象事業所数は、47事業所です。

このうち、ばい煙に係る特定施設を有している事業所は37事業所、粉じん特定施設を有している事業所は

10事業所となっています。 

イ．規制 

（ア）大気汚染防止法による規制 

工場・事業場における事業活動に伴うばい煙に含まれる有害物質等や建築物の解体等に伴う石綿の排

出等が規制されています。令和4年10月からボイラーの規模要件は伝熱面積規定が削除され燃焼能力のみ

となりました。 

【硫黄酸化物】 

硫黄酸化物は、ばい煙発生施設ごとに排出口（煙突）の高さに応じた許容排出量を定めるＫ値規制がとら

れています。 

また、工場・事業場が集積している地域には総量規制が適用され、工場・事業場ごとに総排出量を規制す

るほか、小規模工場・事業場については使用する石油系燃料中の硫黄含有率を規制しています。 

 
夏季調査 冬季調査  

(R4.7.20-22) (R5.1.31-2.2) 

高根台局 0.16 0.21 

豊富局 0.16 0.19 

高根局 0.22 0.29 

印内局 0.22 0.12 

海神局 0.16 0.13 

若松局 0.12 0.28 

図2-1-40 酸性雨の経月変化 

（単位：本／L） 表2-1-5 大気環境中のアスベスト濃度測定 
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【窒素酸化物】 

窒素酸化物は、ばい煙発生施設の種類及び規模、並びに設置年月ごとに排出基準が定められています。 

【ばいじん・有害物質】 

ばいじん及び有害物質（窒素酸化物を除くカドミウム及びその化合物、鉛及びその化合物、塩素、塩化水

素、ふっ化水素、ふっ化ケイ素）については、ばい煙発生施設の種類別に排出基準が定められています。 

また、大気汚染の実態を考慮し特に排出の抑制を図るため、千葉県条例により上乗せ基準が定められ、

排出基準が強化されています。 

【揮発性有機化合物】 

平成16年5月に大気汚染防止法の一部が改正され、揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制に係る規

制が平成18年4月から開始されました。 

揮発性有機化合物の排出規制は、揮発性有機化合物排出施設の種類及び規模ごとに排出基準が定め

られています。 

【一般粉じん】 

一般粉じん発生施設（堆積場、コンベア、ふるい等）の種類ごとに、構造基準、使用及び管理の基準が定

められています。 

【特定粉じん】 

大気汚染防止法では石綿（アスベスト）が特定粉じんとして指定されており、令和3年4月から段階的に、石

綿使用の有無に関わらず建築物・工作物を解体・改造又は補修する場合には「一般建築物石綿含有建材

調査者」等の資格者による石綿事前調査の実施、石綿事前調査結果の発注者への説明、一定規模以上の

建築物・工作物については電子報告が定められています。 

石綿を含有する建材が使われている建築物・工作物を解体・改造又は補修する作業（解体等工事）につ

いては、「特定粉じん排出等作業」として作業基準が定められ、作業計画の作成、看板掲示、現場備え置き、

除去後の取り残しがないことの確認、除去完了の発注者への報告が定められています。 

なお、吹付け石綿、石綿を含有する断熱材・保温材及び耐火被覆材が使われている建築物・工作物を解

体・改造又は補修する作業については、「届出対象特定粉じん排出等作業」として届出も義務付けられてい

ます。 

【水銀】 

 平成27年6月に大気汚染防止法の一部が改正され、水銀の大気中への排出規制が平成30年4月から開

始されました。 

 水銀排出施設の種類及び規模ごとに排出基準が定められています。また、製鋼用電気炉などについては

要排出抑制施設とされ、設置者は自ら遵守すべき基準の作成等を行わなければならないと定められていま

す。 

（イ）船橋市環境保全条例による規制 

大気汚染防止法の規制規模に該当しないものの内、一定規模以上のボイラー及び廃棄物焼却炉に対し

ては、硫黄酸化物、ばいじん、窒素酸化物及び塩化水素に係る施設ごとの規制基準を定め規制しています。 

また、粉じんに係る特定施設についても、構造、使用及び管理の基準を定め規制しています。 

（ウ）船橋市揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例による規制 

大気汚染防止法では、排出規制と事業者の自主的取組により、平成22年度までに工場等の固定発生源

からの揮発性有機化合物の排出量を、平成12年度比で3割程度削減することを目標としています。このため、

市では、事業者の自主的取組を促進することを目的に、事業者による削減取組の公表制度を盛り込んだ

「船橋市揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取組の促進に関する条例」を平成21年4月1日

から施行しています。平成23年度以降については、基準年度の3割削減を目標として条例を運用しています。

なお、事業者から報告された年度毎の取組計画と実績は、市ホームページ上で公表しています。 

（エ）要綱による指導 

【船橋市窒素酸化物対策指導要綱】 

窒素酸化物による大気汚染を改善するため、ばい煙発生施設で使用される原料及び燃料使用量を重油

換算した合計量が 2ｋL/h以上の工場・事業場に対し､昭和 58年 4月から千葉県窒素酸化物対策指導要綱

に基づいて総排出量の指導を行っています。平成 15年 4月からは、「船橋市窒素酸化物対策指導要綱」を

定め、継続して指導を行っています。 
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【船橋市発電ボイラー及びガスタービン等に係る窒素酸化物対策指導要綱】 

発電用のガスタービン、ディーゼル機関、ガス機関及びガソリン機関は、窒素酸化物の排出量が多く、か

つ、排出口の高さが比較的低いことから二酸化窒素の局地的な汚染が懸念されるため､平成4年4月から大

気汚染防止法より厳しい排出基準を定めた千葉県発電ボイラー及びガスタービン等に係る窒素酸化物対策

指導要綱に基づいて指導を行っています。 

また、平成7年12月に電気事業法が改正され、電力会社以外の企業が電気事業へ新規参入できることに

なったことに伴い、同要綱の一部を平成8年4月に改正しています。 

平成15年4月からは、「船橋市発電ボイラー及びガスタービン等に係る窒素酸化物対策指導要綱」を定め、

継続して指導を行っています。電気事業法のさらなる改正に伴い、平成28年4月、平成30年11月に同要綱

の一部を改正しています。 

ウ．立入検査等状況 

大気汚染防止法に基づき､18工場・事業場に対し立入検査を実施し、窒素酸化物、ばいじん等の排出基

準の遵守状況を確認するため、25のばい煙発生施設の排出ガス測定を実施しました。また、揮発性有機化

合物排出施設について排出基準の遵守状況を確認するため、5工場、12施設に対して、立入検査を実施し

ました。検査の結果､すべての工場が規制基準を満足していました。 

冬季は大気汚染物質がよどみやすい気象条件が多くなります。このため、窒素酸化物等の大気汚染物質

の排出を抑制する目的で、大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設を設置している一定規模以上の事業

所に対して文書を送付し、具体的な対策を周知しています。 

また､特定粉じん排出等作業の届出があった12件について、アスベストの飛散防止のため､立入検査を実

施し、全ての作業で作業基準が遵守されていることを確認しました。 

 

（２）自動車排出ガス対策 

国では、大気汚染防止法により自動車の排ガスについて規制（単体規制）し､新車の規制強化を行ってき

ました。 

また、自動車 NOx 法による使用過程車の対策を行ってきましたが、平成13年6月にこれを改正し、自動車

NOx・PM 法に改めて、窒素酸化物や粒子状物質の排出の少ない自動車を使用するよう規制が強化されま

した。 

千葉県では、東京都、埼玉県、神奈川県と共同で､使用過程車の粒子状物質対策としてディーゼル貨物

自動車を自動車 NOx・PM 法より厳しく規制するため「千葉県ディーゼル自動車から排出される粒子状物質

の排出の抑制に関する条例」を平成14年3月に制定し、ディーゼル自動車から排出される粒子状物質の低

減を図っています。 

この条例により規制基準を満たさない自動車は、平成15年10月から市内を通行することができなくなりまし

た。また､千葉県環境保全条例も併せて改正され、一定規模以上の自動車を保有している事業者に対して、

低公害車の導入や駐車場にアイドリングストップを行う旨の掲示をすることが義務付けられました。 

本市でも、船橋市環境保全条例で市内事業者・市民に対し、低公害車(電気・CNG・ハイブリッド車等)や

九都県市が指定する低公害車の導入及びアイドリングストップの実施に努めるよう定めています。 

また、公用車に低公害車等を積極的に導入し、停車時のアイドリングストップに取組むとともに、市内事業

者・市民に対しても、広報ふなばしや環境フェアを通して啓発を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 台数 

（令和5年3月時点） 

自動車所有台数 

（軽自動車を除く） 
290 

国交省低燃費車・ 

九都県市指定低公害車 

205 

(うち、ハイブリッド車15) 

自動車所有台数に 

占める割合 
70.7% 

表 2-1-6 市公用車の低公害車導入状況 
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（３）光化学スモッグ対策 

大気汚染防止法第23条の規定による緊急時の措置を適切に行うため、県では「千葉県大気汚染緊急時

対策実施要綱」を、市では「船橋市光化学スモッグ緊急時対策実施要綱」を定め、光化学スモッグが発生し

やすい4月から10月までの間に光化学スモッグの監視体制を敷いています。 

光化学オキシダントが高濃度になり、人の健康や生活環境に被害が生ずるおそれのある場合は、千葉県

が光化学スモッグ注意報等を発令します。市では発令を受けて教育機関及び市民等に対し、防災無線・ホ

ームページ・メール配信・SNS により、発令状況の情報を提供し、外出を控えたり、自動車の使用を自粛する

よう呼びかけています。 

また、市内にある 24 の光化学スモッグ緊急時協力工場等（千葉県協力工場等（ばい煙）が 12、千葉県協

力工場等（VOC）が 5、船橋市協力工場等が 9）には、光化学スモッグ注意報等発令時に、ばい煙排出量の

削減要請を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）石綿（アスベスト）対策 

大気汚染防止法により、建築物等の解体等工事の実施前にはアスベスト含有建材の使用有無の調査を

行い、使用が有る場合は作業時に飛散防止対策を講じることが義務付けられています。 

アスベストによる被害の未然防止のため、届出対象工事への除去前の立入養生検査の他、アスベスト建

材が使用された建築物の解体等が適正に行われているかの抜き打ちパトロールに加え、市環境部、建築部

及び労働基準監督署との連携により、適宜合同パトロールを実施しています。 

 

 

 

 

番 号 工 場 ・ 事 業 場 名  

1 (株)クボタ京葉工場 

2 船橋市北部清掃工場 

3 船橋市南部清掃工場 

4 京葉ユーティリティ(株) 

5 日本メサライト工業(株) 

6 合同製鐵(株)船橋製造所 

7 日鉄鋼板(株)東日本製造所 

8 前田道路(株)船橋合材工場 

9 ボーソー油脂(株)船橋工場 

10 (株)京葉アスコン 新京葉合材工場 

11 前田道路(株)総武合材工場 

12 第一熱処理工業(株) 

番 号 工 場  ・ 事 業 場 名 

1 東瀝青建設(株)船橋工場 

2 誠和工業(株)潮見工場 

3 千葉県済生会 習志野病院 

4 ビビット南船橋 

5 (株)柴橋商会 船橋工場 

6 (株)日本金属印刷所 船橋工場 

7 (株)ニチレイフーズ 船橋工場 

8 阪和流通センター東京(株) 船橋事業所 

9 京葉ケミカル(株) 

番 号 工 場  ・ 事 業 場 名 

1 日鉄鋼板(株)東日本製造所 

2 朋和産業(株)本社工場 

3 (株)日本金属印刷所 船橋工場 

4 (株)タキガワ・コーポレーション・ジャパン 

5 東都金属印刷(株) 

表 2-1-9 船橋市光化学スモッグ協力工場等 

表 2-1-7 千葉県光化学スモッグ協力工場等(ばい煙) 表 2-1-8 千葉県光化学スモッグ協力工場等(VOC) 
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本市の公共用水域としては、市内中央部から南側を流れる海老川水系、市北部及び東部を流れる印旛

沼水系の河川が存在するほか、南側は東京湾に接しています。 

市内の河川は、新京成電鉄の軌道をおおまかな分水嶺として、南西側には二級河川（海老川〈E 類型〉と

長津川）、一級河川（真間川〈E 類型〉）及び普通河川があり東京湾に注ぎます。北東側には一級河川（神崎

川〈A 類型〉、二重川、桑納川〈D 類型〉）及び普通河川があり印旛沼に注ぎます。河川の水質は、平成20年

頃までは生活排水による汚濁が続いていた海老川、真間川などでも、下水道の普及等により改善されてきて

います。しかし、流下先の東京湾や印旛沼は窒素・りんといった栄養塩類が河川水などから流入することで

富栄養化状態にあり、船橋沖は東京湾の最奥部に位置しているため水の入れ替えが乏しく、二次汚濁と考

えられる赤潮、青潮が毎年発生しています。 

また、近年、プラスチックごみが海域に漂流・堆積してしまう「海洋プラスチックごみ」が社会問題として取り

上げられています。三番瀬にもプラスチックごみの漂着が確認されており本市としても重要な課題として認識

しています。 

 

 

河川名 
水系総延長 

（m） 

環境基準 

類型指定 

海老川 37,985 Ｅ類型 

真間川  2,969 Ｅ類型 

桑納川 15,946 Ｄ類型 

神崎川 19,618 Ａ類型 

 

１．発生源                   
 

河川等の公共用水域における水質汚濁の主な原因は、工場・事業場からの産業系排水及び一般家庭か

らの生活排水（点源系）並びに農地、山林、公園及び市街地（面源系）からの負荷によるものです。 

 

（１）工場・事業場 

河川の水質汚濁は、以前は工場・事業場の排水が主な原因でしたが、昭和45年頃から水質汚濁防止法、

千葉県公害防止条例などが整備・強化され、その後、昭和53年頃より水質総量削減制度が導入されたこと

などにより、工場・事業場による汚濁は改善されてきています。 

 

（２）生活排水 

現在の河川の水質汚濁は、主な原因として生活排水が占める割合が多く、公共下水道や高度処理型の

合併処理浄化槽の普及を進め、水質の改善を図っています。しかし、台所や洗濯、風呂などから発生する

生活雑排水を未処理で放流する単独処理浄化槽が設置されている住宅が多く残存しているため、河川に与

える負荷が大きく、汚濁している流域もあります。 

 

（３）面源系の負荷 
産業系及び生活系といった点源負荷以外に、農地や市街地といった面源系の負荷も問題となっています。

とくに農地に散布される肥料には、栄養塩類の窒素・りんが豊富に含まれ、それが過剰に施肥されると余剰

分が公共用水域に流出したり、地下浸透することで、地下水の硝酸性窒素が環境基準を超過する地点が存

在しています。 

 

 

第２節 水環境 

 

表 2-1-10 主な河川の概要 
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２．監視体制                  

 

（１）常時監視 

本市では、公共用水域の水質汚濁状況を把握するために、毎年度「公共用水域水質測定計画」を定め、

河川4地点（八千代橋・さくら橋・八栄橋・北本町）及び東京湾地先海域4地点（船橋１・船橋２・海苔漁場・航

路Ｃ）においては、毎月1回、調査を行っています。また、その他の河川11地点においては、隔月1回、調査

を行っています。 

このうち八千代橋（海老川）・船橋１（海域）の2地点が環境基準の達成状況を把握するための地点（環境

基準点）、船橋２（海域）が環境基準補助点になっています。 

 

 

 
 

 

 

図 2-1-41 水質調査地点 
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公共用水域 地点数 調 査 地 点 

河川 

海老川
 

8
 

八千代橋※・さくら橋・相之谷橋・東橋・八栄橋・念田橋・金杉下・高根 

長津川 2 北本町・夏見 

真間川 2 柳橋・藤原 

桑納川 1 金堀橋 

二重川 1 長殿橋 

鈴身川 1 鈴身 

海   域
 

4 船橋１※・船橋２※・海苔漁場・航路C 

合   計 19 ※八千代橋・船橋１は、環境基準点。船橋２は環境基準点の補助点 

 

（２）その他の監視・調査 

ア．底質調査 

河川や海域の底に含有する重金属や有害物質の含有量を調べる底質調査は、河川6地点（八千代橋、さ

くら橋、北本町、柳橋、金堀橋、長殿橋）及び海域3地点（船橋１、船橋２、海苔漁場）にて5年ごとに行ってお

り、次回の調査は、令和7年度を予定しています。 

イ．異常水質 

公共用水域において、有害物質や油類の流出等の事態が発生した場合は、市・県の関係機関と連携し

て現地調査を行い､必要に応じて吸着マット等による除去や拡大防止対策を行っています。 

令和4年度の異常水質の報告は1件でした。 

 

 

発生日 内容 発生源 対策 

令和 5 年 2 月 2 日（木） 前原川にて油膜 不明 オイルマットを設置し吸着した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-1-12 主な異常水質発生状況 

表 2-1-11 公共用水域の常時監視地点 
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３．環境基準と達成状況           

 

公共用水域の水質汚濁に係る環境基準は､環境基本法の規定に基づき､人の健康を保護し及び生活環

境を保全するうえで維持することが望ましい基準として定められています。 

また､環境基準に準ずるものとして､要監視項目が定められています。 

 

（１）人の健康の保護に関する環境基準 

人の健康の保護に関する環境基準の項目（健康

項目）については､人の健康に支障をきたすおそれ

のあるものとしてカドミウムや全シアン､総水銀などの

27項目が指定され､すべての公共用水域に一律の基

準が定められています。 

これら27項目については､船橋１及び船橋２の環境

基準点等で環境基準を達成しましたが、八千代橋に

おけるほう素については達成されませんでした。な

お、ほう素は海水中に多く含まれており、海老川八千

代橋は汽水域であるため、海水の影響で基準を超過

したと考えられます。 

その他の河川14地点､海域2地点で一部の項目に

ついて測定していますが､いずれも環境基準を達成

しました。 

 

（２）生活環境の保全に関する環境基準 

生活環境の保全に関する環境基準の項目（生活

環境項目）については、生活環境を保全する目的と

して、河川は水素イオン濃度（pH）・生物化学的酸素

要求量（BOD）・浮遊物質量（SS）・溶存酸素量

（DO）・大腸菌数・全亜鉛・ノニルフェノール・LAS の8

項目、海域は pH・溶存酸素量・大腸菌数・全亜鉛・ノ

ニルフェノール・LAS・化学的酸素要求量（COD）・n-

ヘキサン抽出物質・全窒素・全りん・底層溶存酸素量

の11項目が指定されています。なお、より的確にふん

便汚染を捉えるため、令和4年度より大腸菌群数が大

腸菌数に見直されています。 

これらの生活環境項目は、河川・湖沼・海域ごとに

利用目的等に応じて区分された類型ごとに環境基準

が定められています。 

河川では海老川（八千代橋）が利用目的の適応性から E 類型の環境基準点に指定され、水生生物の生

息状況の適応性から平成23年度に生物Ｂ類型に指定されました。海域では利用目的の適応性から船橋１が

Ｃ類型の環境基準点に、船橋２がＢ類型の環境基準補助点に指定されています。 

なお、海域の全窒素・全りんの環境基準については、東京湾は6つの水域に分けられ、それぞれに類型

指定がされています。そのうち、船橋１及び船橋２は環境基準点には指定されていませんが、Ⅳ類型に属す

る水域に該当しています。また、平成27年度より環境基準の項目に追加された底層溶存酸素量について、

令和3年12月に類型指定され、船橋１及び船橋２は環境基準点には指定されていませんが、生物2類型に属

する水域に該当しています。 

海域の水生生物の生息状況の適応性については、東京湾は6つの水域に分けられ、それぞれに類型が

指定されています。そのうち、船橋１及び船橋２は環境基準点には指定されていませんが、生物Ａ類型に属

する水域に該当しています。 

有機物による汚濁の代表的な水質指標である BOD（河川）・COD（海域）の環境基準の達成状況は、海老

川（八千代橋）と、船橋１では毎年達成しています。しかし、より厳しい基準の環境基準補助点である船橋２

項   目 基 準 値 

カドミウム  0.003mg/L以下 

全シアン  検出されないこと 

鉛  0.01mg/L以下 

六価クロム  0.02mg/L以下 

砒素  0.01mg/L以下 

総水銀  0.0005mg/L以下 

アルキル水銀  検出されないこと 

ＰＣＢ  検出されないこと 

ジクロロメタン  0.02mg/L以下 

四塩化炭素  0.002mg/L以下 

1，2－ジクロロエタン  0.004mg/L以下 

1，1－ジクロロエチレン  0.1mg/L以下 

シス－1，2－ジクロロエチレン  0.04mg/L以下 

1，1，1－トリクロロエタン  1mg/L以下 

1，1，2－トリクロロエタン  0.006mg/L以下 

トリクロロエチレン  0.01mg/L以下 

テトラクロロエチレン  0.01mg/L以下 

1，3－ジクロロプロペン  0.002mg/L以下 

チウラム  0.006mg/L以下 

シマジン  0.003mg/L以下 

チオベンカルブ  0.02mg/L以下 

ベンゼン  0.01mg/L以下 

セレン  0.01mg/L以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素  10mg/L以下 

ふっ素  0.8mg/L以下 

ほう素  1mg/L以下 

1，4－ジオキサン 0.05mg/L以下 

表 2-1-13 人の健康の保護に関する環境基準 
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では、基準を達成していません。 

 

 

水域の種類 海老川（BOD） 東京湾（COD） 

環境基準点 八千代橋 船橋１＜全層＞ 船橋２＜全層＞補助点 

環境基準値 Ｅ類型10mg/L 以下 Ｃ類型8mg/L 以下 Ｂ類型3mg/L 以下 

年   度 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 R4 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 

達成状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × 

75％水質値※ 2.2 2.0 1.1 2.0 1.4 3.5 3.8 4.2 4.9 5.6 3.1 3.5 4.2 4.3 4.5 

※ 年間の日間平均値の全データをその値の小さい順から並べ、0.75×n 番目（n は日間平均値のデータ数）の 

値をもって75％水質値とし、環境基準点において、この値が環境基準値を満足している場合に「環境基準を 

達成している」と評価しています。 

 

 

 

基 準 項 目 全窒素 全りん 

環境基準値 Ⅳ類型 1mg/L 以下 0.09mg/L 以下 

年   度 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 

船橋１（表層） 0.93 0.89 0.99 1.1 1.1 0.11 0.10 0.091 0.11 0.15 

船橋２（表層） 0.65 0.70 0.76 0.84 0.83 0.072 0.078 0.067 0.082 0.12 

 

 

 

 項目 

 

 

類型 

利用目的の 

適応性 

基   準   値 

該当水域 

（測定地点） 
水素イオン

濃度 

（pH） 

生物化学的 

酸素要求量 

（BOD） 

浮遊物質量 

（SS） 

溶存酸素量 

（DO） 
大腸菌数 

ＡＡ 

水道1級、自然環

境保全及びＡ以下

の欄に掲げるもの 

6.5以上 

8.5以下
 1mg/L以下 

25mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

20 

ＣＦＵ/100mL

以下
 

 

Ａ 

水道2級、水産1級

、水浴及びＢ以下

の欄に掲げるもの 

6.5以上
 

8.5以下
 2mg/L以下 

25mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

300 

ＣＦＵ/100mL

以下
 

 

Ｂ 

水道3級、水産2級

及びＣ以下の欄に

掲げるもの 

6.5以上
 

8.5以下
 3mg/L以下 

25mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 

1,000 

ＣＦＵ/100mL

以下
 

 

Ｃ 

水産3級、工業用

水1級及びＤ以下

の欄に掲げるもの 

6.5以上
 

8.5以下
 5mg/L以下 

50mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 
―――  

Ｄ 

工業用水2級、農

業用水及びＥの欄

に掲げるもの 

6.0以上
 

8.5以下
 8mg/L以下 

100mg/L 

以下 

2mg/L 

以上 
――― 桑納川（金堀橋） 

Ｅ 
工業用水3級、環

境保全 

6.0以上
 

8.5以下
 

10mg/L 

以下 

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこと。 

2mg/L 

以上 
――― 

海老川（八千代

橋、さくら橋、八

栄橋）、真間川 

（柳橋） 

 

 

表 2-1-15 海域における全窒素・全りんの経年変化（年平均値） 

表 2-1-16 生活環境の保全に関する環境基準（河川） ※ 八千代橋：環境基準点 

表 2-1-14  BOD、COD の環境基準達成状況の経年変化 
（単位：ｍｇ／L） 

（単位：ｍｇ／L） 
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  項目 

 

類型 

水生生物の 

生息状況の適応性 

基 準 値 該当水域 

（測定地点） 
全亜鉛 ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ LAS 

生物Ａ 

イワナ、サケマス等比較的低温域

を好む水生生物及びこれらの餌生

物が生息する水域 

0.03 

mg/L以下 

0.001 

mg/L 以下 

0.03 

mg/L 以下 
 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄

に掲げる水生生物の産卵場（繁殖

場）又は幼稚仔の生育場として特

に保全が必要な水域 

0.03 

mg/L以下 

0.0006 

mg/L 以下 

0.02 

mg/L 以下 
 

生物Ｂ 

コイ、フナ等比較的高温域を好む

水生生物及びこれらの餌生物が

生息する水域 

0.03 

mg/L以下 

0.002 

mg/L 以下 

0.05 

mg/L 以下 

海老川（八千代橋、 

さくら橋、八栄橋） 

真間川（柳橋） 

桑納川（金堀橋） 

生物特Ｂ 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、

生物Bの欄に掲げる水生生物の産

卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育

場として特に保全が必要な水域 

0.03 

mg/L以下 

0.002 

mg/L 以下 

0.04 

mg/L 以下 
 

 

 

 

 
項目 

 

 

 

 

類型 

利用目的の適応性 

基   準   値 

該当水域 

（測定地点） 
水素イオン 

濃度 

（pH） 

化学的 

酸素要求量 

（COD） 

溶存酸素量 

（DO） 
大腸菌数 

n-ﾍｷｻﾝ 

抽出物質 

（油分等） 

Ａ 

水産1級、水浴、自

然環境保全及びＢ

以下の欄に掲げる

もの 

7.8以上
 

8.3以下
 2mg/L以下 

7.5mg/L 

以上 

300 

ＣＦＵ/100mL 

以下
 

検出されな

いこと。
  

Ｂ 

水産2級、工業用水

及びＣの欄に掲げ

るもの 

7.8以上
 

8.3以下
 3mg/L以下 5mg/L以上 ――― 

検出されな

いこと。
 

東京湾（9） 

（船橋２、 

海苔漁場） 

Ｃ 環境保全 
7.0以上

 

8.3以下
 8mg/L以下 2mg/L以上 ――― ――― 

東京湾（3） 

（船橋１、 

航路C） 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-1-17 生活環境の保全に関する環境基準（河川） ※ 八千代橋：環境基準点 

表 2-1-18 生活環境の保全に関する環境基準（海域） ※ 船橋１：環境基準点  船橋２：環境基準補助点 



 

43 

 

 

 

  項目 

 

類型 

利用目的の適応性 

基準値 
該当水域 

（測定地点） 全窒素 全りん 

Ⅰ 
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 

（水産2種及び3種を除く。） 
0.2mg/L以下 0.02mg/L以下 

 

Ⅱ 
水産1種、水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 

（水産2種及び3種を除く。） 
0.3mg/L以下 0.03mg/L以下 

 

Ⅲ 
水産2種及びⅣの欄に掲げるもの 

（水産3種を除く。） 
0.6mg/L以下 0.05mg/L以下 

 

Ⅳ 水産3種、工業用水、生物生息環境保全 1mg/L以下 0.09mg/L以下 

東京湾（ロ） 

（船橋１、船橋２、 

海苔漁場、航路 C） 

 

 

 

項目 

 

類型 
水生生物の生息状況の適応性 

基 準 値 該当水域 

（測定地点） 全亜鉛 ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ LAS 

生物Ａ 水生生物の生息する水域 
0.02 

mg/L以下 

0.001 

mg/L 以下 

0.01 

mg/L 以下 

東京湾 

（船橋１、船橋２、航路 C） 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、水生生物の産

卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場

として特に保全が必要な水域 

0.01 

mg/L以下 

0.0007 

mg/L 以下 

0.006 

mg/L 以下 

東京湾（イ）  

（海苔漁場） 

 

 

 

項目 

 

 

類型 

水生生物が生息・再生産する場の適応性 

基 準 値 

該当水域 

底層溶存酸素量 

生物１ 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水域又は再生産段階において貧

酸素耐性の低い水生生物が再生産できる場を保全・再生

する水域 

4.0mg/L 以上  

生物２ 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水

生生物が生息できる場を保全・再生する水域又は再生段

階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生物

が再生産できる場を保全・再生産する水域 

3.0mg/L 以上 

東京湾奥部① 

（船橋１、船橋２、 

海苔漁場、航路

C） 

生物３ 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水域、再生産段階において貧酸

素耐性の高い水生生物が再生産できる場を保全・再生す

る水域又は無生物域を解消する水域 

2.0mg/L 以上  

 

 

 

表 2-1-19 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

表 2-1-20 生活環境の保全に関する環境基準（海域） 

表 2-1-21 底層溶存酸素量の水域類型及び基準値（湖沼及び海域） 
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（３）要監視項目  

国内各地の公共用水域等における検出状況等からみて、国において直ちに環境基準とはせず、引き続

き知見の集積に努めるべきと判断された項目です。現在、人の健康の保護に関する物質は、27項目が設定

されています。 

水生生物の保全に関する物質は、6項目が設定されています。令和4年度の測定結果では船橋１及び船

橋２において、人の健康の保護に関する物質のウランが船橋１では0.0021mg/L、船橋２では、0.0022mg/Lと

指針値の0.002mg/Lを上回っていました。なお、ウランは海水中に天然に存在することが知られており、

海水の平均組成から算出される濃度は0.0033mg/L とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項   目 指 針 値 

クロロホルム 0.06mg/L以下 

トランス-1,2-ジクロロエチレン  0.04mg/L以下 

1,2-ジクロロプロパン 0.06mg/L以下 

ｐ-ジクロロベンゼン 0.2mg/L以下 

イソキサチオン 0.008mg/L以下 

ダイアジノン 0.005mg/L以下 

フェニトロチオン（MEP） 0.003mg/L以下 

イソプロチオラン 0.04mg/L以下 

オキシン銅（有機銅） 0.04mg/L以下 

クロロタロニル（TPN） 0.05mg/L以下 

プロピザミド 0.008mg/L以下 

ＥＰＮ 0.006mg/L以下 

ジクロルボス（DDVP） 0.008mg/L以下 

フェノブカルブ（BPMC） 0.03mg/L以下 

イプロベンホス（IBP） 0.008mg/L以下 

クロルニトロフェン（CNP） － 

トルエン 0.6mg/L以下 

キシレン 0.4mg/L以下 

フタル酸ジエチルヘキシル 0.06mg/L以下 

ニッケル － 

モリブデン 0.07mg/L以下 

アンチモン 0.02mg/L以下 

塩化ビニルモノマー 0.002mg/L以下 

エピクロロヒドリン 0.0004mg/L以下 

ウラン 0.002mg/L以下 

全マンガン 0.2mg/L以下 

ペルフルオロオクタンスルホン酸（

ＰＦＯＳ）及びペルフルオロオクタ

ン酸（ＰＦＯＡ） 

0.00005mg/L 

以下（暫定） 

項 目 水 域 類 型 指針値 

クロロホルム 

淡水域 

生物Ａ 0.7mg/L 以下 

生物特Ａ 0.006mg/L 以下 

生物Ｂ 3mg/L 以下 

生物特Ｂ 3mg/L 以下 

海域 
生物Ａ 0.8mg/L 以下 

生物特Ａ 0.8mg/L 以下 

フェノール 

淡水域 

生物Ａ 0.05mg/L 以下 

生物特Ａ 0.01mg/L 以下 

生物Ｂ 0.08mg/L 以下 

生物特Ｂ 0.01mg/L 以下 

海域 
生物Ａ 2mg/L 以下 

生物特Ａ 0.2mg/L 以下 

ホルムアル

デヒド 

淡水域 

生物Ａ 1mg/L 以下 

生物特Ａ 1mg/L 以下 

生物Ｂ 1mg/L 以下 

生物特Ｂ 1mg/L 以下 

海域 
生物Ａ 0.3mg/L 以下 

 

 

 

 

生物特Ａ 0.03mg/L 以下 

4-t-オクチル

フェノール 

淡水域 

生物Ａ 0.001mg/L 以下 

生物特Ａ 0.0007mg/L 以

下 生物Ｂ 0.004mg/L 以下 

生物特Ｂ 0.003mg/L 以下 

海域 
生物Ａ 0.0009mg/L 以

下 生物特Ａ 0.0004mg/L 以

下 

アニリン 

淡水域 

生物Ａ 0.02mg/L 以下 

生物特Ａ 0.02mg/L 以下 

生物Ｂ 0.02mg/L 以下 

生物特Ｂ 0.02mg/L 以下 

海域 
生物Ａ 0.1mg/L 以下 

生物特Ａ 0.1mg/L 以下 

2,4-ジクロロ

フェノール 

淡水域 

生物Ａ 0.03mg/L 以下 

生物特Ａ 0.003mg/L 以下 

生物Ｂ 0.03mg/L 以下 

生物特Ｂ 0.02mg/L 以下 

海域 
生物Ａ 0.02mg/L 以下 

生物特Ａ 0.01mg/L 以下 

表 2-1-22 

人の健康の保護に関連する物質の要監視項目

及び指針値 

表 2-1-23 

水生生物及びその餌生物並びにそれらの生息

又は生育環境の保全に関連する物質の要監視

項目及び指針値 
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４．現況                     
 

（１）河川 

ア．海老川 

海老川流域は上流から河口に至るまで市の中心部を流れ、上流部には谷津田、中流部には桜並木やジ

ョギングロード、河口部には船橋港親水公園があり、市民に親しまれています。以前は各所に湧水が流れ込

んでいましたが、都市化が進み家庭・工場の排出水等が主な水源になりかわりました。その後、下水道の普

及により排水の流入は減少し、平成10年度に県が策定した「海老川流域水循環構想」に揚げられている雨

水浸透施設の設置促進を図ったことで平常時の水量の回復が図られ、希釈作用による水質改善にも寄与し

たものと考えられます。 

流域最下流部の環境基準点の八千代橋では、BOD が1.2mg/L（年平均値。以下同じ）で、平成13年度以

降環境基準の BOD 10mg/L以下を継続して達成しています。海老川流域で BODが最も高かった地点は北

谷津川の金杉下で、4.6mg/Lを示しました。 

イ．真間川 

真間川は本市、市川市及び鎌ケ谷市に支川を持ち、江戸川へ流入する流路と本市南西部の二子町を縦

断して東京湾へ注ぐ流路に分流しています。流域最上流部の二和川は藤原地区を流れ、生活排水による

汚濁により BODが9.4mg/L と市内で最も高い値を示しています。なお、下流域の柳橋では BODが2.8mg/L

でした。 

ウ．桑納川 

八千代市との市境にある桑納川は、駒込川、木戸川などの7つの河川が流入し、八千代市内で新川に注

いでいます。大穴、三咲、高根台及び習志野台など人口の多い地区を抱えているため、以前は、生活排水

による水質汚濁の著しい河川でした。しかし、今では流域に下水道が普及したことにより、水質が改善されて

います。金堀橋では BODが2.8mg/Lでした。 

エ．二重川 

市の北西部から北に向かって流れる二重川は、鎌ケ谷市・白井市との境に沿って流下し、神崎川に注い

でいます。流域には農地、樹林地が広がり、汚濁負荷の流入が少なく、市内で最もきれいな河川です。長殿

橋では BODが0.9mg/Lでした。 

 

 
 

（２）海域 

本市の南側は東京湾に面しています。海老川の河口から沖合にかけて港湾が整備されていますが、その

西側には約1,800ヘクタールの浅海域が広がる三番瀬があり、古くから漁業が営まれています。東京湾は、

閉鎖性水域であるため、富栄養化が進みプランクトンの異常増殖等による赤潮や青潮が発生することがあり

ます。 

調査は、船橋１、船橋２、航路 C、海苔漁場で実施し、CODは1.8～4.2mg/L（年平均値）でした。 
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図 2-1-42 河川の BOD 経年変化（年平均値） 
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５．対策                     
 

（１）工場・事業場                

本市は昭和48年に水質汚濁防止法の政令市に指定され、工場・事業場に対して、水質汚濁防止法、湖

沼水質保全特別措置法、船橋市環境保全条例による規制・指導業務を行っています。 

ア．届出等の状況（令和5年3月31日現在） 

（ア）水質汚濁防止法及び湖沼水質保全特別措置法に基づく特定事業場数 

水質汚濁防止法に基づく特定事業場（湖沼法のみなし施設を有する事業場を含む）は310事業場であり、

その内訳は、し尿浄化槽・し尿処理施設85事業場（28％）、洗濯業47事業場（15％）、自動式車両洗浄施設

59事業場（19％）、豆腐又は煮豆製造業13事業場（4％）、旅館業10事業場（3％）、その他96事業場（31％）

となっています。 

（イ）船橋市環境保全条例に基づく特定事業場数 

船橋市環境保全条例に基づく特定事業場は8事業場であり、その内訳は畜舎2事業場及びちゅう房施設6

事業場となっています。 

イ．規制 

（ア）水質汚濁防止法に基づく規制 

水質汚濁防止法の特定事業場に対し、排出水の濃度規制を行っています。また、昭和54年6月に東京湾

にかかる地域が指定地域（水質総量削減制度による規制等の汚濁負荷量削減対策が及ぶ対象地域）に指

定され、排出される汚濁負荷量を量的に削減することを目的として COD の総量規制を行っています。平成

14年10月からは窒素及びりんについても総量規制が実施されています。 

また、水質汚濁防止法が平成23年6月に改正され、有害物質の使用等取扱い又は貯蔵施設に対し、施

設の構造等に関する基準の遵守と定期点検の実施を義務付ける制度が導入されました。 

（濃度規制） 

濃度規制基準は、排出水量にかかわらず全ての特定事業場に適用される健康項目（有害物質）と、生活

環境に被害を及ぼすおそれがあり1日の平均的な排出水量が30m３以上（印旛沼流域に排出する場合は 

10m３以上）の特定事業場に適用される生活環境項目に分かれています。千葉県では、法の一律基準では

環境基準の達成が困難な状況にあることから、「水質汚濁防止法に基づき排水基準を定める条例（上乗せ

条例）」によりさらに厳しい排水基準（上乗せ基準）を定め、規制を強化しています。 

（総量規制） 

総量規制の基準は、1日の平均的な排水量が50ｍ3以上の指定地域に設置された特定事業場に適用され、

事業場ごとに COD・窒素・りんについて負荷量として基準が定められています。 

なお、東京湾の富栄養化防止対策を更に強化した、第8次総量規制基準が平成29年9月1日から適用さ

れています。 

（イ）湖沼水質保全特別措置法に基づく規制 

湖沼水質保全特別措置法は、水質汚濁の著しい湖沼の水質を保全することを目的として、水質汚濁防止

法に基づく規制のほか、COD・窒素・りんの汚濁負荷量を削減するための規制が行われています。 
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図 2-1-43 海域の COD経年変化（年平均値） 
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（ウ）船橋市環境保全条例に基づく規制 

船橋市環境保全条例の特定事業場に対し、排水基準を定め、規制を行っています。 

ウ．水質汚濁防止法、湖沼水質保全特別措置法及び船橋市環境保全条例に基づく立入検査 

特定事業場からの排水の検査や、施設の管理状況等を確認するため立入検査を行っています。 

令和4年度の立入検査は、有害物質使用事業場を中心に延べ108事業場（98事業場）に対して実施し、

排水基準に違反した事業場は11件でした。違反の原因は、汚水・廃液等処理施設の維持管理の不備等に

よるものとなっています。なお、違反事業場の全てに対し、文書等による改善勧告等を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

号番号 業 種 ・施 設 
延立入事業場

数 

延違反 

事業場数 
違 反 項 目 （[ ]は件数） 

1-2 畜産農業又はサービス業         

2 畜産食料品製造業 6 (3)     

4 保存食料品製造業         

12 動植物油脂製造業 2       

16 麺類製造業         

17 豆腐の製造業         

18-2 冷凍調理食品製造 4       

23-2 新聞業・出版業・印刷業・製版業 3       

55 生コンクリート製造業         

61 鉄鋼業 5       

63 金属製品・機械器具製造業 3 (3)     

65 酸又はアルカリによる表面処理施設 3 (3)     

66 電気めっき業         

66-3 旅館業 3       

67 洗濯業 10 (7) 1 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ[1] 

68 写真現像業         

68-2 病院 2       

69-2 地方卸売市場         

71 自動式車両洗浄施設 1       

71-2 科学技術に関する研究・試験・検査を行う事業場 11 (11)     

71-3 一般廃棄物処理施設 2 (2)     

71-4 産業廃棄物処理施設 2 (2)     

71-5 トリクロロエチレン等による洗浄施設 4 (4)   T-N[1],T-P[1] 

72 し尿処理施設 11   3 pH[1].SS[1].BOD[1],T-N[1] 

73 下水道終末処理施設 6       

74 特定事業場からの排水処理施設 3       

貯 有害物質貯蔵指定施設         

- 指定地域特定施設 16   4 SS[1].BOD[1],T-N[1],T-P[1] 

- 湖沼法上のみなし特定施設 7   3 pH[1].BOD[1],T-N[1],T-P[4] 

- 条例の特定施設 4       

 計 108（35） 11 
pH[2］,SS[2].BOD[3］,T-N[4],T-P[6],ﾃﾄﾗｸﾛ

ﾛｴﾁﾚﾝ[1] 

※ （ ）内の数字は、内数で有害物質使用特定事業場に関するもの 

法令等の名称 延事業場数 違反事業場 改善命令 行政指導 

水質汚濁防止法・湖沼特別措置法 108 11 0 11 

船橋市環境保全条例 0 0 0 0 

表 2-1-24 立入検査・調査実施状況 

表 2-1-25 業種・施設別立入検査実施状況 
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（２）生活排水対策 

都市化に伴う人口の増加により、生活排水による水質の汚濁は、遅々として改善しない状況が続いていた

ことから、平成 2 年 6 月に生活排水対策を推進していく方針が水質汚濁防止法の改正により盛り込まれ、市

町村・都道府県・国と国民の責務などが定められました。 

本市は、平成4年3月に生活排水対策重点地域に指定され、平成5年に生活排水対策推進計画を策定し

ましたが、その後、平成23年3月に「船橋市生活排水対策推進計画（改訂版）」を策定し、水質改善に取組ん

できました。その結果、本市を代表する河川の海老川で平成13年度から18年連続で環境基準を達成するな

ど、着実に成果を上げています。しかし、市内河川の流末にある印旛沼は全国の湖沼の水質（ＣＯＤ）ワース

トレベルの状態が続いており、東京湾でも環境基準の達成率は6割程度であることから、引き続き対策が必

要な状況にあり、平成28年度に「船橋市生活排水対策推進計画（第3次）」を策定しました。 

この計画では公共下水道の整備並びに接続の促進、高度処理型合併処理浄化槽の設置促進とともに、

既存の汲み取り又は単独処理浄化槽から高度処理型合併処理浄化槽に転換を促進するものとして、以下

の目標を設定しています。 

①生活排水処理率等の目標 

令和6年度までに総人口に対する生活排水処理率を96%以上にすることを目指します。 

②汚濁負荷量削減目標 

令和6年度までに生活系からの汚濁負荷量を平成27年度から BOD について69%、COD について75%、

全窒素について73%、全りんについて75%削減することを目指します。 

③高度処理型合併処理浄化槽の普及目標 

高度処理型合併処理浄化槽の普及率を令和6年度までに50%まで引き上げることを目指します。 

 

ア．公共下水道の整備 

本市の下水道は、千葉県が整備している印旛沼流域下水道、江戸川左岸流域下水道と市が整備してい

る公共下水道で構成されています。整備状況は、生活排水対策推進計画を策定した平成5年3月末で

29.8％でしたが、令和4年度末で90.9％の普及率となり着々と進んでいます。 

イ．河川浄化施設 

①高根川浄化施設 

平成5年に策定した生活排水対策推進計画に基づき、その当時、特に生活排水による汚濁の著しい状

況にあった海老川支流の高根川に河川浄化施設を設置し、水質の改善に大きな効果を上げ、高根川の

水質はBOD55mg/LからBOD10mg/Lに浄化されました。高根川上流部では下水道の整備が進み、平成

23年度末で生活排水処理率は75％となり、高根川の水質は計画処理水質BOD10mg/Lを下回るまで改善

したことから、平成25年3月に施設の稼働を停止しました。 

②長津川浄化施設 

海老川水系の長津川の上流にある長津川調節池に汚濁した河川水を浄化する施設が県によって設置

されていましたが、水質が改善されたため平成24年4月に施設の稼働を停止しました。 

ウ．啓発事業 

台所や洗濯など家庭から排出される排水は、未処理のまま水路などに放流されると河川等の汚濁につな

がり、その下流の海域や湖沼の汚濁や富栄養化を引き起こします。 

水質汚濁の防止対策としては公共下水道の整備促進が基本であるものの、下水道が未普及の地域では

家庭における浄化対策の実践が重要で、市民の理解と協力を得るため、環境フェアなどのイベントや出前講

座など、啓発事業を実施しています。 

エ．目標の達成状況 

①生活排水処理率の目標 

総人口に対する生活排水処理率は基準年である平成27年度は85%でしたが、令和4年度は96%でした。 

②汚濁負荷量削減目標 

基準年である平成27年度と令和4年度を比較するとBODは70%、CODは66%、全窒素は52%、全りんは

55%削減されました。 

③高度処理型合併処理浄化槽の普及目標 

高度処理型合併処理浄化槽の普及率は、基準年である平成27年度は16.2%でしたが、令和4年度は

31.5%でした。 
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                                                      単位：人 

年度 

処理人口内訳 

基準 現状 目標 

平成 27 年度 令和 4 年度 令和 6 年度 

総  人  口 627,816 647,597 636,214 

公共下水道 
整備 区内 人口 515,092 588,625 605,718 

水 洗 化 人 口 437,632 557,119 588,758 

合 併 処 理 浄 化 槽 人 口 94,112 65,861 21,677 

生 活 排 水 処 理 人 口 531,744 622,980 610,435 

単 独 処 理 浄 化 槽 人 口 90,610 23,083 21,202 

汲 み 取 り 人 口 5,462 1,534 4,578 

生 活 雑 排 水 未 処 理 人 口 96,072 24,617 25,780 

達成率 85% 96% 96% 

※達成率は生活排水処理人数を総人口で除した値とする。 

※令和6年度総人口は船橋市生活排水対策推進計画（第3次）策定時のものを使用。 

 

 
項目 

年度 
BOD COD 全窒素 全りん 

基準 

平成 27 年度  負荷量 
2,996 kg/日 2,495 kg/日 1,024 kg/日 140 kg/日 

現状 

令和 4 年度  負荷量 
892 kg/日 847 kg/日 491 kg/日 63 kg/日 

現状 

令和 4 年度 削減率 
70% 66% 52% 55% 

目標 

令和 6 年度 削減率   
69% 75% 73% 75% 

 

 

年度 

項目 

基準 現状 

平成 27 年度 令和 4 年度 

単独処理浄化槽 20,733 基 10,325 基 

合併処理浄化槽 13,348 基 12,844 基 

(うち高度処理型合併 

処理浄化槽) 
(5,511 基) (7,294 基) 

高度処理型合併処理

浄化槽普及率 
16.2% 31.5% 

 

（３）面源系排水対策 

有機物、窒素、りんについては下水道の普及などにより、産業･生活系による点源の負荷量は削減されて

きていますが、面源系といわれる農地、山林、公園及び市街地からの負荷量の割合が大きくなっています。 

このうち農地からの窒素・りんの流出が閉鎖性水域の富栄養化を引き起こしたり、地下水に蓄積されるなど、

改善が必要となっています。その対策として、施肥量の削減や土壌蓄積の防止が重要とされていますが、本

市では、肥料を過剰に施肥しない「ちばエコ農業」の促進や、農業センターにおいて土壌分析などを通じて

農業事業者に対し直接指導を行っています。 

また、市街地からの降雨に伴う排水については、ファーストフラッシュと呼ばれる路面等にたまった懸濁性

の汚濁物質が水域に流れ込む問題がありますが、その対策としてファーストフラッシュが低減できるよう公共

施設をはじめとした透水性舗装や浸透ますの設置を進め地下水に涵養し、併せて直接雨水が河川へ流出

しにくいような対策･指導を進めています。 

表 2-1-27 汚濁負荷量削減率 

 

表 2-1-26 生活排水処理人口達成状況 

表 2-1-28 浄化槽設置基数 
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６．海洋プラスチックごみ問題                

 

近年になって、レジ袋やペットボトルなどのプラスチックごみが適切に処理されずに、川に流れ込むことで

海域に漂流・堆積してしまう「海洋プラスチックごみ」が世界的な課題となっています。プラスチックごみは自

然界で分解が進まず環境中に蓄積が進み、さらには微細になって分散化するため回収が不可能になり海洋

生物が誤食するなど、長期的かつ広範囲に影響することが懸念されています。 

三番瀬にもプラスチックごみ及び 5mm以下の微細なプラスチック類であるマイクロプラスチックの漂着が確

認されており、将来にわたり東京湾三番瀬をはじめ海域を良好に保全していくためにも、プラスチックごみは

本市としても重要な課題と言えます。 
 

（１）現状 
海洋プラスチックごみは、死んだ海鳥の胃の中から見つかるなど水生生物や生態系に影響を及ぼすこと

が懸念されています。世界全体では毎年約 800 万トンのプラスチックごみが海洋に流出しており、2050 年に

は海洋中のプラスチックごみの重量が魚の重量を超えるとの試算もあります。 

マイクロプラスチックについては、具体的な影響は明らかになっていませんが、海洋での漂流の際に微量

化学汚染物質を吸着しそれを生物が誤食することで体内に蓄積し、影響する可能性が研究機関において

示唆されています。 

 

（２）日本大学生産工学部と連携したマイクロプラスチック調査 
本市では、海洋プラスチックごみの調査研究に関して日本大学生産工学部との間で令和 2年 9月 1日に

「環境に関する連携協定」を締結しました。 

連携に基づき、海域・河川・下水・砂浜など様々なフィールドでのマイクロプラスチック調査を行っており、

市域からの流入経路や流入量について研究を行っています。 

令和 4 年度の調査では、海域・河川・下水・砂浜の各フィールドでの調査でマイクロプラスチックを確認し

ました。 

今後も継続して調査を行い、研究結果を活かしつつ市全体の対策を検討していく予定です。 

 

 
マイクロプラスチックができる仕組み 

（出典：環境省 平成29年度漂着ごみ対策総合検討業務） 

 

 

 

 

 

 

日本大学生産工学部と船橋市が締結した
「環境に関する連携協定」締結の様子 
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１．土壌汚染                  
 

土壌は、いったん汚染されると、有害物質が蓄積され、汚染が長期にわたるという特徴があります。土壌汚

染による影響としては、人の健康への影響や、農作物や植物の生育阻害、生態系への影響などが考えられ

ます。とくに人の健康への影響については、汚染された土壌に直接触れたり、口にしたりする直接摂取によ

るリスクと、汚染土壌から溶出した有害物質で汚染された地下水を飲用するなどの間接的なリスクが考えられ

ます。 

従前に有害物質を扱っていた工場や事業場があったところでは、土壌や地下水中に基準値以上の重金

属や有機塩素化合物が含まれることがあり、地下水の流れや物質によっては周辺部まで拡散することがあり

ます。このような土壌汚染や地下水汚染を防ぐものとして、一定規模以上の土地の形質変更が行われるなど

の場合は平成15年2月に施行された「土壌汚染対策法」に基づいて適切な処理を行うようにしています。 

なお、同法の一部について平成21年4月、平成29年5月に改正があり、平成29年の改正では土壌汚染の

調査対象地の拡大、汚染除去等計画の作成と提出、形質変更時要届出区域内における届出制度の整備、

汚染土壌の処理に係る特例等について、平成31年4月から施行されました。 

 

（１）法の概要 
ア．法の目的 

土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止に関する措置を定めるこ

と等により、土壌汚染対策の実施を図り、もって国民の健康を保護することを目的としています。 

イ．法の仕組み 

（ア）土壌汚染状況調査 

土地の所有者、管理者又は占有者（以下「土地所有者等」という。）は、次の場合に指定調査機関に土壌

汚染の状況を調査させて、その結果を市長に報告する必要があります。 

①有害物質使用特定施設の使用廃止時 （法第3条に基づく調査） 

②一定規模以上の土地の形質変更の届出の際に、土壌汚染のおそれがあると市長が認めるとき（法第4

条に基づく調査） 

③土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると市長が認めるとき（法第5条に基づく調査） 

また、自主調査により土壌汚染が判明した場合は、法第14条に基づき土地所有者等が区域の指定を任

意に申請することができます。 

（イ）区域の指定 

市長は、土壌汚染状況調査の結果報告を受けたとき、報告を受けた土地を以下のとおり健康被害のおそ

れの有無に応じて、要措置区域または形質変更時要届出区域に指定します。 

①要措置区域 

汚染状態が土壌溶出量基準または土壌含有量基準に適合せず、汚染土壌の摂取経路がある区域で

す。健康被害が生ずるおそれがあるため、汚染の除去等の措置が必要です。 

②形質変更時要届出区域 

汚染状態が土壌溶出量基準または土壌含有量基準に適合していないが、汚染土壌の摂取経路がない

区域です。健康被害が生ずるおそれがないため、汚染の除去等の措置は必要ではありません。 

（ウ）健康被害の防止措置 

①汚染除去等の措置 

法の趣旨の一つは「汚染された土壌を適切に管理していくこと」です。そのため、健康被害のおそれの

ある要措置区域では、土地の汚染状態と利用の仕方に応じて、地下水の水質の測定、封じ込めなどの汚

染の除去等の措置が指示されることになります。 

②搬出の規制 

汚染土壌を搬出する場合には、事前の届出義務があります。このほか、汚染土壌の運搬は、運搬基準

第３節 土壌・地質環境 
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の遵守と管理票の交付・保存義務があります。また、汚染土壌を搬出する者は、その処理を法の許可を得

た処理業者に委託しなければなりません。 

（２）土壌汚染対策法の施行状況 
ア．法第3条に基づく調査 

 令和4年度は、有害物質使用特定施設の使用廃止が契機となる土壌汚染状況調査結果の報告は、1件あ

りました。 

イ．法第4条に基づく調査 

 令和4年度は、一定規模以上の土地の形質変更の届出は44件あり、調査命令はありませんでした。 
ウ．法第 5条に基づく調査 

 令和4年度は、土壌汚染により人の健康被害が生ずるおそれがあると認めた場合の調査命令はありません

でした。 
 

（３）自主申請 

令和4年度は、自主的な土壌汚染の調査等を基にした区域指定の申請はありませんでした。 
 

（４）区域の指定件数 

令和4年度は、新たな要措置区域、形質変更時要届出区域の指定はありませんでした。令和5年3月末現

在、形質変更時要届出区域は9区域を指定しています。要措置区域の指定はありません。 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項   目 環境上の条件 

 カドミウム 0.003mg以下 

 全シアン 検出されないこと 

 有機りん 検出されないこと 

 鉛 0.01mg以下 

 六価クロム 0.05mg以下 

 砒素 0.01mg以下 

 総水銀 0.0005mg以下 

 アルキル水銀 検出されないこと 

 ＰＣＢ 検出されないこと 

 ジクロロメタン 0.02mg以下 

 四塩化炭素 0.002mg以下 

 クロロエチレン (別名塩化ビニ

ル又は塩化ビニルモノマー) 
0.002mg以下 

 1,2－ジクロロエタン 0.004mg以下 

 1,1－ジクロロエチレン 0.1mg以下 

1,2－ジクロロエチレン 0.04mg以下 

 1,1,1－トリクロロエタン 1mg以下 

 1,1,2－トリクロロエタン 0.006mg以下 

 トリクロロエチレン 0.01mg以下 

 テトラクロロエチレン 0.01mg以下 

 1,3－ジクロロプロペン 0.002mg以下 

 チウラム 0.006mg以下 

 シマジン 0.003mg以下 

 チオベンカルブ 0.02mg以下 

 ベンゼン 0.01mg以下 

 セレン 0.01mg以下 

 ふっ素 0.8mg以下 

 ほう素 1mg以下 

 1,4－ジオキサン 0.05mg以下 

項 目 環 境 上 の 条 件 

カドミウム 米1ｋｇにつき0.4mg以下 

砒素 土壌（田に限る｡）1kgにつき15mg未満 

銅 土壌（田に限る。）1kgにつき125mg未満 

表 2-1-29 土壌の環境基準 表 2-1-30 土壌の環境基準（農用地） 

※数値は、検液1Ｌに含まれる量 
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特定有害物質 
指 定 基 準 

土壌含有量基準 土壌溶出量基準 

揮 

発 

性 

有 

機 

化 

合 

物 

（第
1
種
特
定
有
害
物
質
） 

クロロエチレン － 0.002mg/L 以下 

四塩化炭素 － 0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン － 0.004 mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン － 0.1mg/L 以下 

1,2-ジクロロエチレン － 0.04mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン － 0.002mg/L 以下 

ジクロロメタン － 0.02mg/L 以下 

テトラクロロエチレン － 0.01mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン － 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン － 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン － 0.01mg/L 以下 

ベンゼン － 0.01mg/L 以下 

重 

金 

属 

等 

（第
２
種
特
定
有
害
物
質
） 

カドミウム及びその化合物 45mg/kg以下 0.003mg/L 以下 

六価クロム化合物 250mg/kg 以下 0.05mg/L 以下 

シアン化合物 50mg/kg以下（遊離シアンとして） 検出されないこと 

水銀及びその化合物 
15mg/kg以下 

0.0005mg/L 以下 

 うちアルキル水銀 検出されないこと 

セレン及びその化合物 150mg/kg 以下 0.01mg/L 以下 

鉛及びその化合物 150mg/kg 以下 0.01mg/L 以下 

砒素及びその化合物 150mg/kg 以下 0.01mg/L 以下 

ふっ素及びその化合物 4,000mg/kg 以下 0.8mg/L 以下 

ほう素及びその化合物 4,000mg/kg 以下 1mg/L 以下 

農 

薬 

等 

（第
３
種
特
定

有
害
物
質
） 

シマジン － 0.003mg/L 以下 

チウラム － 0.006mg/L 以下 

チオベンカルブ － 0.02mg/L 以下 

ＰＣＢ － 検出されないこと 

有機りん化合物 － 検出されないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-1-31 土壌汚染対策法の特定有害物質及び指定基準 
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２．地下水汚染                

 

地下水は、水温の変化が少なく水質が良好なことから、飲料水・工業用水・農業用水などに幅広く使用さ

れています。しかし、一度汚染されると浄化が難しく、元に戻るのに長い年月を要すると言われています。昭

和60年頃から、トリクロロエチレン等の有機塩素系化合物による地下水汚染が明らかとなり、新たな環境汚染

としてクローズアップされ、大きな社会問題になりました。 

このため、水質汚濁防止法などの法整備が行われ、平成元年10月に地下水の常時監視及び有害物質の

地下浸透の禁止措置がなされ、平成9年3月には地下水の環境基準が設定されました。 

本市においては、昭和60年の地下水汚染調査で有機塩素系化合物による著しい汚染が確認された地域

で、モニタリングや汚染除去対策を行っています。 

 

（１）常時監視 

本市では、地下水の水質状況を把握するために、「地下水の水質測定計画」を定め、常時監視を行って

います。 

ア．概況調査 

平成2年度から市内全域の地下水の水質状況を把握するため、全域を1ｋｍメッシュで111地区に区分し、

地下水の調査を行っています。 

令和4年度は、市内の13地区（定点調査1地点、移動調査12地点）において環境基準項目（28項目）と要

監視項目（定点調査7項目、移動調査4項目）を調査しました。 

イ．継続監視調査 

概況調査で地下水汚染が確認され、継続的な監視が必要な16地点について、年2回調査を行いました。 

ウ．観測井調査 

概況調査で汚染が見つかった地区のうち、地下水汚染が著しく地下水汚染機構解明調査を実施した前

原・二宮及び藤原地区については、その後の経過を観察し実態を把握するため、20 地点の観測井戸にお

いてモニタリング調査を年 1回行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査区分 地点数 測 定 項 目 測定回数 

概況調査 

（定点） 
1地点 

環境基準項目（28項目※） 

要監視項目（7項目） 

年1回 
概況調査 

（移動） 
12地点 

環境基準項目（28項目※） 

要監視項目（4項目） 

継続監視調査 16地点 

(1) ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

(2) ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

(3) 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

(4) 四塩化炭素 

(5) 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

(6) 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

(7) ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

(8) 硝酸性窒素及び 

亜硝酸性窒素 

（うち1地点） 

年2回 

観測井調査 20地点 

(1) ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

(2) ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

(3) 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

(4) 四塩化炭素 

(5) 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

(6) 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

(7) ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

年1回 

表 2-1-32 地下水の水質測定項目と測定回数 

※ アルキル水銀は、総水銀が検出された場合に測定 
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（２）環境基準と達成状況 

地下水の水質汚濁に係る環境基準は、人の健康を保護する上で維持することが望ましい基準として定め

られています。 

令和4年度の概況調査の結果では、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が4地点で環境基準を超過しました。

他の項目は、全ての地点で環境基準を達成しています。 

また、継続監視調査の結果では、トリクロロエチレンが9地点、テトラクロロエチレンが7地点、硝酸性窒素及

び亜硝酸性窒素が1地点で環境基準を超過していました。 

 

 

項   目 基 準 値 

 カドミウム 0.003mg/L以下 

 全シアン 検出されないこと 

 鉛 0.01mg/L以下 

 六価クロム 0.02mg/L以下 

 砒素 0.01mg/L以下 

 総水銀 0.0005mg/L以下 

 アルキル水銀 検出されないこと 

 ＰＣＢ 検出されないこと 

 ジクロロメタン 0.02mg/L以下 

 四塩化炭素 0.002mg/L以下 

 1,2－ジクロロエタン 0.004mg/L以下 

クロロエチレン 

（別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー） 
0.002mg/L以下 

 1,1－ジクロロエチレン 0.1mg/L以下 

 1,2－ジクロロエチレン 0.04mg/L以下 

1,1,1－トリクロロエタン 1mg/L以下 

 1,1,2－トリクロロエタン 0.006mg/L以下 

 トリクロロエチレン 0.01mg/L以下 

 テトラクロロエチレン 0.01mg/L以下 

 1,3－ジクロロプロペン 0.002mg/L以下 

 チウラム 0.006mg/L以下 

 シマジン 0.003mg/L以下 

 チオベンカルブ 0.02mg/L以下 

 ベンゼン 0.01mg/L以下 

 セレン 0.01mg/L以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L以下 

 ふっ素 0.8mg/L以下 

 ほう素 1mg/L以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L以下 

 

 

 

 

 

 

表 2-1-33 地下水の環境基準 
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表 2-1-34 地下水の環境基準超過状況 

調査の種類 分析項目 地点数 基準 
超過数 

基準 
超過率 
（％） 

超過濃度 環境基準 

概況調査 
硝酸性窒素及び 
亜硝酸性窒素 13 4 30.8 

11 mg/L 
～ 20mg/L 10mg/L以下 

継続監視 
（前期） 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 16 9 56.3 0.014mg/L 
～ 0.91mg/L 

0.01mg/L 以下 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 16 7 43.8 0.028mg/L 
～ 1.8mg/L 

0.01mg/L 以下 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 16 1 6.3 0.13mg/L 0.1mg/L以下 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 16 1 6.3 4.8mg/L 0.04mg/L 以下 

ｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ注 2) 16 1 6.3 0.0030mg/L 0.002mg/L以下 

硝酸性窒素及び 
亜硝酸性窒素 

1 1 100 15mg/L 10mg/L以下 

継続監視 
（後期） 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 16 9 56.3 0.012mg/L 
～ 0.54mg/L 

0.01mg/L 以下 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 16 7 43.8 0.033mg/L ～ 
1.9mg/L 

0.01mg/L 以下 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 16 1 6.3 2.5mg/L 0.04mg/L 以下 

硝酸性窒素及び 
亜硝酸性窒素 1 1 100 16mg/L 10mg/L以下 

観測井調査 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 20 3 15.0 
0.019mg/L 
～ 0.28mg/L 0.01mg/L 以下 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 20 5 25.0 
0.033mg/L 
～ 1.9mg/L 0.01mg/L 以下 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 20 1 5.0 2.7mg/L 0.04mg/L 以下 

 

 

 

 

（３）対策 

ア．事業者指導 

本市では、地下水の水質を保全するために、水質汚濁防止法及び船橋市環境保全条例に基づき事業者

に対して有害物質の地下浸透の禁止等について指導しています。 

イ．地下水汚染確認時の対策 

地下水の汚染が確認された場合は、保健所による飲用指導、周辺住民の安全確保に努めています。 

ウ．地下水汚染地区の対策 

昭和63年度の調査によって高濃度かつ広範囲にわたり有機塩素化合物が確認された二宮・前原及び藤

原地区において、汚染機構の解明調査を実施しました。 

この調査では、汚染原因の特定までには至りませんでしたが、二宮・前原地区ではテトラクロロエチレンの

不適正な処理を行っていた事業所に対し、テトラクロロエチレンを含まない溶剤へ転換させました。また、平

成 8 年 3 月には地下水汚染除去装置を設置し、除去装置設置前のテトラクロロエチレン濃度は 60mg/L で

したが、令和 2 年度は年平均で 0.62ｍｇ/L に低下し、本装置の機能する原水濃度以下まで汚染物質の除

去が進んだことから、汚染除去の開始から 25年が経過した令和 3年度をもって運転を停止しました。 

このほか、藤原地区では原因物質を取り扱っている事業者に対し、他の物質に転換させ汚染の経過を観

察しています。 

 
 



 

57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下水汚染除去装置（二宮地区） 

地下水汚染除去装置の概要 

 

施 設 名：地下水汚染除去装置 

設置場所：二宮2丁目75番1ほか 

竣 工：平成8年3月 

総工事費：25,029千円 

処理能力：1.8m3/h 

処理方式：地下水を汲み上げて曝気処理し、 

発生したガスは活性炭で吸着する。             

計画水質：テトラクロロエチレン濃度 

原 水：60mg/L 

処 理 水：0.01mg/L以下 

総除去量：733.61㎏ （平成8年度から令和3年度） 
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３．地盤沈下                 
 

地盤沈下の特徴は、直接身体に感じることがなく一般にその進行が緩慢なために発見が遅れやすいこと

です。そのうえ一度沈下した地表面は再び元に戻ることはないため、未然に防止することが特に重要になり

ます。 

本市では、昭和38年頃から南部の低地と臨海部において、天然ガスかん水と工業用水の採取によると思

われる顕著な地盤沈下が見られるようになり、昭和44年には船橋中学校（夏見2丁目）で年間最大沈下量

24.3㎝という驚異的な沈下をしました。昭和37年から45年までの最大累積沈下量は、湊中学校（日の出1丁

目）で122.6㎝に達し、全国でも有数の地盤沈下地域として注目されました。 

こうした地盤沈下に対処するため、千葉県は葛南地区工業用水道を敷設し、昭和46年10月及び47年3月

の2回にわたり、臨海部地域の工業用水法の許可基準に適合しない井戸を工業用水道、上水道等に転換さ

せました。 

また、本市では昭和46年9月に「地盤沈下非常事態宣言」を行うとともに、昭和47年1月に千葉県とともに

天然ガス鉱区買い上げによる天然ガスかん水の全面的な採取禁止措置の対策を講じました。これらにより、

沈下量は急速に鈍化し、近年は沈静化しています。 

しかし、平成23年度においては、東北地方太平洋沖地震の影響が大きいと考えられる地盤沈下がほぼ全

ての調査地点で確認されました。 

 

（１）監視体制 

昭和35年から、千葉県が地盤変動状況を把握するため、毎年継続的に水準測量を実施しており、市内に

おいて、地盤変動状況を調査するため精密水準測量を行っています。 

 

（２）現況 

令和4年1月の調査では、令和3年1月の調査に比べ、市内39地点の水準点で、+2.1～+9.9mmの地盤変

動が見られました。 

令和4年の千葉県環境保全条例に基づき届出のあった揚水量は、水道用1,237千m３/年、農業用1,104千

m３/年となっています。 

船橋市環境保全条例に基づき届出のあった揚水量は、建築物用240千m３/年、水道用408千m３/年、農業

用は19千m３/年、工業用65千m３/年となっています。 

 

（３）対策 

地盤沈下の防止対策は、工業用水法、建築物用地下水の採取の規制に関する法律、千葉県環境保全

条例及び船橋市環境保全条例に基づき、地下水採取の規制を行い、地盤沈下の防止に努めています。 
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法 令 名 指定地域 

許可等の基準 規  制  対  象 

ｽﾄﾚｰﾅｰの 

位置（地表下） 

揚水機の吐出

口の断面積 

揚水機の吐出口

の断面積等 
用   途 

工業用水法 市全域 650m以深 21cm2以下 
6cm2超えるもの 

（吐出口断面積） 

工業の用途（工業とは製造業（物品の

加工・修理業を含む。）・電気供給業・

ガス供給業及び熱供給業をいう。） 

建築物用地

下水の採取

の規制に関

する法律（ビ

ル用水法） 

市全域 650m以深 21cm2以下 
6cm2超えるもの 

（吐出口断面積） 

冷房・暖房・自動車車庫に設けられた

洗車設備・水洗便所・公衆浴場（浴室

の床面積の合計が150m２を超えるもの

）の用途 

千葉県環境

保全条例 
市全域 650m以深 21cm2以下 

6cm2超えるもの 

（吐出口断面積） 

工業（工業用水法の指定地域内にお

ける工業の用途を除く。）・鉱業・建築

物用地下水（ビル用水法の指定地域

内における建築物用地下水の用途を

除く。）・農業・水道事業・簡易水道事

業・専用水道・小規模水道・工業用水

道事業・開発区域面積が10ha以上の

ゴルフ場における散水の用途 

船橋市環境

保全条例 
市全域 550m以深  

0.75kWを超える

もの（揚水機の定

格出力） 

工業・鉱業・建築物用地下水・農業・

水道事業・簡易水道事業・専用水道・

小規模水道・工業用水道事業・開発

区域面積が10ha以上のゴルフ場にお

ける散水の用途（温泉法・工業用水法

・ビル用水法・河川法・千葉県条例の

適用を受ける揚水施設を除く。） 

表 2-1-35 地下水採取規制一覧 
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４．旧軍習志野学校跡地及び習志野演習場における毒ガス弾等に関する環境調査について 
 

（１）経緯 

平成15年3月に茨城県神栖町（現神栖市）において、有機砒素化合物による地下水汚染問題が発覚した

ため、旧軍の毒ガス弾の埋設による汚染の疑いがある地域について、環境省を含む関係省庁において全国

的な調査等が行われました。本市では、旧軍習志野学校跡地（三山8丁目の一部）及び習志野演習場が「毒

ガスの存在に関する情報の確実性が高く、かつ、地域も特定されている事案（Ａ事案）」に分類されています。 

（２）現況 

ア．旧軍習志野学校跡地 

旧軍習志野学校跡地については、調査が終了し、「現状においては日常生活を行う上で危険性はない

（ただし、一部の場所で調査が完了していないため、その場所については土地所有者の要望に応じて調査

を実施する。）」とされています。 

イ．習志野演習場 

習志野演習場については、防衛省が平成19年6月～11月にかけて土壌調査・不審物確認調査（掘削調

査）を行った結果、どちらからも毒ガス関連物質は確認されませんでした。調査報告書は三市（船橋・八千

代・習志野）に提出され、公表しております。なお、防衛省は調査報告書の提出をもって、習志野演習場に

おける環境調査を終了するとしています。 
 

 

年 月 日 内      容 

平成15年11月28日 

関係省庁等から提供された情報に基づき昭和48年の「旧軍毒ガス弾等の全国調査」フォローアップ

調査の報告書として公表。旧軍習志野学校跡地を毒ガスの存在に関する情報の確実性が高く、か

つ、地域も特定されている事案（Ａ事案）に分類。 

平成15年12月16日 

閣議で、国内における毒ガス弾等に関する今後の対応方針（「政府全体が一体となって、関係地方

公共団体や国民の協力を得て、毒ガス弾等による被害の未然防止のための施策を実施することと

する」）を決定。 

平成16年 1月15日 市から環境大臣に対し、旧軍習志野学校に係る毒ガス弾等の対策について要望書提出。 

平成16年 2月20日 
船橋市三山市民センターにおいて「千葉県船橋市及び習志野市における環境調査に関する説明

会」を開催。 

平成16年 3月 環境省等が旧軍習志野学校跡地について環境調査を開始。 

平成16年 3月30日 市から防衛庁長官に対し、陸上自衛隊習志野演習場に係る毒ガス弾等の対策について要望。 

平成16年 7月 8日 習志野市民会館にて第2回住民説明会開催。 

平成16年12月21日 習志野市民会館にて第3回住民説明会開催。 

平成17年 3月 

旧軍習志野学校跡地について環境調査を終了。環境大気調査、地下水調査では、いずれも毒ガ

ス成分は検出されませんでした。 

また、物理探査で反応があった場所の掘削を行いましたが、毒ガス弾等は発見されませんでした。 

平成17年 3月 環境省環境保健部が「A事案の区域における土地改変指針」を作成。 

平成17年 4月 
環境省の専門家委員会にて、陸上自衛隊習志野演習場を環境調査等の対応が必要である区域に

指定。 

平成17年 4月26日 習志野市民会館にて第4回住民説明会開催。 

表 2-1-36 旧軍習志野学校跡地及び習志野演習場における毒ガス弾等に関する環境調査の経緯 
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年 月 日 内      容 

平成17年 5月17日 八千代市立南高津小学校にて習志野演習場周辺住民説明会（第1回）を開催。 

平成17年 6月 習志野演習場の環境調査を開始。 

平成17年 6月 
習志野演習場とその周辺で地下水調査を実施。結果、全ての地点から毒ガス成分は検出されませ

んでした。 

平成18年 3月 習志野演習場の物理探査を終了。結果、258ヶ所でレーダーもしくは磁気のセンサーに反応あり。 

平成18年 7月 5日 
八千代市立南高津小学校にて習志野演習場周辺住民説明会（第2回）を開催。今後、土壌調査及

び、不審物調査を行う旨を説明。 

平成19年 5月 2日 
三市（船橋、八千代、習志野）から防衛省に対し、習志野演習場の速やかな調査の実施について

要望。 

平成19年 6月25日 習志野演習場の土壌調査を開始。 

平成19年 8月 8日 習志野演習場の土壌調査を終了。毒ガス関連物質は検出されませんでした。 

平成19年 9月21日 
八千代市立南高津小学校にて習志野演習場の不審物確認調査（掘削調査）について住民説明会

を開催。 

平成19年 9月26日 習志野演習場の不審物確認調査を開始。 

平成19年12月19日 

八千代市立南高津小学校にて習志野演習場の不審物確認調査の結果について住民説明会を開

催。 

258ヶ所を調査した結果、いずれの地点からも毒ガス関連物質を含んだ埋設物は確認されませんで

した。 

平成20年 2月13日 
三市（船橋、八千代、習志野）から環境大臣及び防衛大臣に対し、習志野演習場の環境調査の詳

細について住民に周知するよう要望。 

平成20年 8月27日 
習志野演習場に係る旧軍毒ガス弾等の環境調査報告書が防衛省から提出され、各市にて閲覧で

きるようになりました。なお、防衛省は当該報告書の提出をもって環境調査は終了としています。 

平成21年10月23日 
環境省は、習志野市泉町内（旧軍習志野学校跡地）において、老朽化した旧軍の有毒発煙筒であ

る「あか筒」らしきものを発見・回収したと公表。 

平成22年 3月15日 
環境省は、旧軍習志野学校跡地及び周辺の井戸水について、くしゃみ剤（あか剤）に関連する有機

砒素化合物について分析を実施し、全ての井戸水から検出されなかったことを公表。 
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騒音は、建設作業、工場、市民生活、交通機関等から発生し、不眠や不快感を与え、日常生活に直接影

響を及ぼします。その背景として、住工混在、生活様式の多様化などが挙げられます。騒音問題は、大気汚

染や水質汚濁に比べ被害の範囲は局所的であり、被害の感じ方も個人差が大きいことが特性としてあり、感

覚公害と呼ばれています。近年の苦情としては、建設作業やカラオケ等によるものが多くなっています。また、

令和2年度以降については、コロナ禍の影響でリモートワークが普及して在宅者が増加し、様々な騒音を感

じる機会が増えたことで、苦情が増加しています。 

振動は、工場・事業場、建設作業や交通機関等から発生して、建物を揺らし、瓦のずれや壁のひび割れ

などの物的被害や心理的な不安感などの感覚的被害を与えます。振動の伝搬距離は、一般的には発生源

から100m 以内であり、多くの場合は10から20m 程度に限定されることから、発生源と住居が近接していること

が大きな要因の一つとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

振動レベル（ｄB） 震度階級 人 と 屋 内 の 様 子 

110 以上 7 
揺れにほんろうされ、動くこともできず、飛ばされることもある。 

固定していない家具のほとんどが移動したり倒れたりし、飛ぶこともある｡ 

105 ～ 110 

6 強 
立っていることができず、はわないと動くことができない。 

固定していない家具のほとんどが移動し倒れるものが多くなる。 

6 弱 
立っていることが困難になる。 

固定していない家具の大半が移動し、倒れるものもある｡ 

95 ～ 105 

5 強 
大半の人が、物につかまらないと歩くことが難しいなど、行動に支障を感じる。 

固定していない家具が倒れることがある。 

5 弱 
大半の人が、恐怖を覚え、物につかまりたいと感じる。 

固定していない家具が移動することがあり、不安定なものは倒れることがある。 

85 ～ 95 4 
眠っている人のほとんどが、目を覚ます。 

座りの悪い置物が、倒れることがある。 

75 ～ 85 3 
屋内にいる人のほとんどが、揺れを感じる。 

棚にある食器類が音を立てることがある。 

65 ～ 75 2 
屋内で静かにしている人の大半が、揺れを感じる。 

電灯などのつり下げ物が、わずかに揺れる。 

55 ～ 65 1 屋内で静かにしている人の中には、揺れをわずかに感じる人がいる。 

55 以下 0 人は揺れを感じないが、地震計には記録される。 

騒音レベル(ｄB) 音 の 種 類 騒音レベル(ｄB) 音 の 種 類 

130 ジェット機の離陸 70 テレビ・ラジオの音・大声の会話 

120 リベット打ち・くい打ち 60 静かな乗用車内・普通の会話 

110 自動車の警笛・叫び声(30㎝) 50 静かな事務所 

100 電車のガード下 40 図書館の中 

90 地下鉄の車内・怒鳴り声 30 夜の郊外の住宅地 

80 交通量の多い道路 20 木の葉のそよぎ・ささやき声 

表 2-1-37 騒音レベルの目安 

第４節 騒音・振動 

 

表 2-1-38 振動レベルと気象庁震度階級（目安） 
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１．発生源                   
 

騒音・振動の発生源は、工場・事業場、建設作業、市民生活、交通機関、夜間の飲食店営業、拡声機な

どがあります。 

（１）工場・事業場 

工場・事業場から発生する騒音・振動は、機械そのものや作業によるものなどであり、継続的に発生し、周

辺の生活環境に大きな影響を与えるため、法や条例により規制されています。 

（２）特定建設作業 

建設作業のうち、掘削機や削岩機などを使用し、著しく騒音・振動を発生する作業であり、法や条例により

事前の届出が義務付けられています。 

（３）自動車騒音・道路交通振動 

自動車は、物資の輸送や交通手段として、事業活動や日常生活に欠かせないものですが、その利便性

の反面、道路沿道の住民の生活環境に影響を与えています。 

道路交通振動は、大型車輌の通行によるほか道路の段差などの道路の構造上の問題により発生します。 

（４）航空機騒音 

市内には、陸上自衛隊第１空挺団があり降下訓練による航空機騒音が、また、近隣には、海上自衛隊下

総基地（柏市）があり飛行訓練（離着陸）による航空機騒音が発生しています。 

（５）鉄道騒音 

東西にＪＲ総武線、ＪＲ京葉線、東京メトロ東西線、東葉高速鉄道東葉高速線及び京成本線、南北にＪＲ武

蔵野線、東武アーバンパークライン及び新京成線、北部に北総鉄道北総線の9路線が市内を通っており、車

両走行に伴う騒音が発生します。 

（６）生活騒音 

一般家庭のピアノ・ステレオなどの音響機器、空調機、ペットの鳴き声、マンションの上下階の物音等の日

常生活に起因する騒音です。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場・事業場振動 

建設作業振動 

振動 

道路交通振動 

鉄道振動 

 
工場・事業場騒音 

建設作業騒音 

騒音 
交通騒音 

深夜騒音等 

自動車騒音 

航空機騒音 

鉄道騒音 

深夜営業騒音 

拡声機騒音 

生活騒音 

図 2-1-44 騒音の発生源 図 2-1-45 振動の発生源 



 

64 

 

２．監視体制                  

 

（１）自動車騒音・道路交通振動 

自動車騒音・道路交通振動の調査は、市内の幹線道路で交通量の多い国道 14号(2地点)、国道 16号、

国道 296号（2地点）、国道 357号、主要地方道市川印西線、船橋我孫子線(2地点)、船橋停車場線、県道

松戸原木線、津田沼停車場前原線の 10路線 12地点で行い、現状の把握に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）航空機騒音 

柏市の海上自衛隊下総基地の航空機騒音については、「下総飛行場の航空機騒音に係る環境基準」が

設定され、高野台地区の一部が環境基準の地域類型「Ⅰ」、咲が丘地区の一部が地域類型「Ⅰ」と「Ⅱ」に指

定されています。環境基準指定地域内の咲が丘小学校と指定地域近隣の八木が谷小学校及び丸山小学

校で測定を行っています。 

また、陸上自衛隊第 1空挺団の降下訓練に伴う航

空機騒音については、北習志野第 9 号公園で測定

を行っています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ ⑩ 

⑥ 

⑪ 
⑨ ⑫ ⑤ 

⑧ 
⑦ 

② ③ 

①咲が丘小学校 

②八木が谷小学校 

③丸山小学校 

④北習志野第9号公園 

 

① 

図 2-1-47 航空機騒音調査地点図 

図 2-1-46 自動車騒音・道路交通振動調査地点図 

① 国道 16 号（小室ハイランド） 

② 国道 14 号（宮本ポンプ場） 

③ 国道 357号（日の出自排局） 

④ 国道 296号（二宮出張所）  

⑤ 国道 296号（船橋税務署） 

⑥ 主要地方道船橋我孫子線 

（北消防署） 

⑦ 県道松戸原木線 

（中山競馬場第 2 駐車場） 

⑧ 主要地方道市川印西線 

（中山競馬場業務用駐車場） 

⑨ 国道 14 号（京葉道路）(南本町 31) 

⑩ 主要地方道船橋我孫子線（中野木 1） 

⑪ 主要地方道船橋停車場線（本町 2） 

⑫ 県道津田沼停車場前原線（前原西 3） 
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３．環境基準の達成状況と要請限度   
 

（１） 環境基準 

ア．一般地域 

本市では、市街化調整区域（一部を除く）を除くすべての地域について、騒音に係る環境基準が適用され

ています。 
 

 

地域類型 
基  準  値 

昼間（午前6時～午後10時） 夜間（午後10時～午前6時） 

Ａ及びＢ 55デシベル以下 45デシベル以下 

Ｃ 60デシベル以下 50デシベル以下 

※ Ａ類型：第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、 

第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域 

Ｂ類型：第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及び市街化調整地域の一部 

Ｃ類型：近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域 

 

 

イ．道路に面する地域（自動車騒音） 

道路に面する地域（道路端から50ｍ以内）は、一般地域の環境基準が適用されず、道路に面する地域の

騒音に係る環境基準が適用されます。評価方法としては、近接空間と非近接空間（※表2-1-41注釈参照）に

ついて、環境基準値を超過する住居等の戸数及び割合を算出するものです。 

評価結果（国道5路線・県道15路線）としては、近接空間では11,669戸のうち昼夜とも基準値以下

は9,650戸でその割合は82.7％でした。非近接空間では19,163戸のうち昼夜とも基準値以下は17,780戸でそ

の割合は92.8％でした。全体では30,832戸のうち、昼夜とも基準値以下は27,430戸で89.0％が環境基準を

満足する結果となりました。 

 
 

※ Ａ地域：第一種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域 

※ Ｂ地域：第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及び市街化調整地域の一部 

※ Ｃ地域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域 

 

 

 

基   準   値 

昼間（午前6時～午後10時） 夜間（午後10時～午前6時） 

70デシベル以下 65デシベル以下 

※ 幹線：国道・県道・4 車線以上の市道 

 

 

 

 

 

 

地 域 の 区 分 

基  準  値 

昼間 

（午前6時～午後10時） 

夜間 

（午後10時～午前6時） 

Ａ地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する地域 60デシベル以下 55デシベル以下 

Ｂ地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する地域及

びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域 
65デシベル以下 60デシベル以下 

表 2-1-39 騒音に係る環境基準と地域類型指定 

表 2-1-40 道路に面する地域の騒音に係る環境基準 

表 2-1-41 幹線交通を担う道路に近接する空間の環境基準（特例） 
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※ 近接空間とは、2 車線以下を有する場合は、道路端からの距離が 15 メートル、2 車線を超える場合は 

20 メートルまでの範囲を言います 

非近接空間とは、道路端から 50 メートルの範囲のうち近接空間以外の場所を言います。幹線交通を 

担う道路とは、都道府県道以上の道路及び 4 車線以上の市町村道を言います 

 

 

評 価 対 象 

住 居 戸 数（戸） 割 合 （％） 

住居等 

戸数 

昼夜間 

基準値 

以下 

昼間のみ 

基準値 

以下 

夜間のみ 

基準値 

以下 

昼夜間 

基準値 

超過 

昼夜間 

基準値 

以下 

昼間のみ 

基準値 

以下 

夜間のみ 

基準値 

以下 

昼夜間 

基準値 

超過 

全  体 30,832 27,430 2,263 153 986 89.0 7.3 0.5 3.2 

近接空間 11,669 9,650 1,548 21 450 82.7 13.3 0.2 3.9 

非近接空間 19,163 17,780 715 132 536 92.8 3.7 0.7 2.8 

路 線 名 

住 居 戸 数 （戸） 割 合 （％） 

住居等 

戸数 

昼夜間 

基準値 

以下 

昼間のみ 

基準値 

以下 

夜間のみ 

基準値 

以下 

昼夜間 

基準値 

超過 

昼夜間 

基準値 

以下 

昼間のみ 

基準値 

以下 

夜間のみ 

基準値 

以下 

昼夜間 

基準値 

超過 

一般国道 14 号 5,359  5,113  232  7  7  95.4  4.3  0.1  0.1  

一般国道 14 号（京葉道路） 3,611  2,866  111  137  497  79.4  3.1  3.8  13.8  

一般国道 16 号 150  44  103  0  3  29.3  68.7  0.0  2.0  

一般国道 296号 4,041  3,187  733  0  121  78.9  18.1  0.0  3.0  

一般国道 357号 211  129  59  0  23  61.1  28.0  0.0  10.9  

一般国道 464号 55  50  4  0  1  90.9  7.3  0.0  1.8  

主要地方道船橋我孫子線 1,387  1,085  87  0  215  78.2  6.3  0.0  15.5  

主要地方道船橋松戸線 2,705  2,647  46  9  3  97.9  1.7  0.3  0.1  

主要地方道船橋停車場線 498  498  0  0  0  100.0  0.0  0.0  0.0  

主要地方道千葉鎌ケ谷松戸線 1,954  1,913  40  0  1  97.9  2.0  0.0  0.1  

主要地方道市川印西線 1,216  877  220  0  119  72.1  18.1  0.0  9.8  

主要地方道長沼船橋線 1,945  1,943  2  0  0  99.9  0.1  0.0  0.0  

一般県道津田沼停車場前原線 745  728  17  0  0  97.7  2.3  0.0  0.0  

一般県道船橋埠頭線 1,270  1,178  4  18  70  92.8  0.3  1.4  5.5  

一般県道船橋行徳線 1,091  1,091  0  0  0  100.0  0.0  0.0  0.0  

一般県道松戸原木線 1,505  1,314  158  2  31  87.3  10.5  0.1  2.1  

一般県道千葉ニュータウン北環状線 69  69  0  0  0  100.0  0.0  0.0  0.0  

一般県道小室停車場線 743  743  0  0  0  100.0  0.0  0.0  0.0  

一般県道下総中山停車場線 355  355  0  0  0  100.0  0.0  0.0  0.0  

一般県道若宮西船市川線 588  588  0  0  0  100.0  0.0  0.0  0.0  

一般県道夏見小室線 2,496  1,961  523  0  12  78.6  21.0  0.0  0.5  

表 2-1-42 幹線道路に面する地域の環境基準達成状況（戸数及び割合） 

表 2-1-43 幹線道路別の環境基準達成状況（戸数及び割合） 
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ウ．航空機騒音 

海上自衛隊下総飛行場（柏市）の航空機騒音について環境基準が設定されており、高野台地区の一部

が環境基準の地域類型「Ⅰ」、咲が丘地区の一部が地域類型「Ⅰ」と「Ⅱ」に指定されています。 

一部改正された航空機騒音に係る環境基準が平成25年4月に施行され、評価方法がWECPNLから Lden 

（時間帯補正等価騒音レベル）となりました。評価指標である Ldenの測定結果は、環境基準値を満足してい

ました。指定地域近隣の測定点においても、環境基準の設定はありませんが、当てはめて比較したところ測

定結果は環境基準値を下回っていました。 

陸上自衛隊第1空挺団習志野駐屯地では、降下訓練に伴う航空機騒音の測定を北習志野第9号公園に

て実施しています。飛行場ではないため環境基準の設定はありませんが、当てはめて比較したところ測定結

果は環境基準値を下回っていました。 

 

 

測定対象 測定地点 測定日 
測定結果 

（Lden[dB]） 

環境基準 

（Lden[dB]） 

海上自衛隊 

下総基地 

船橋市立 

咲が丘小学校 

R4.11.28～12.4 42 
57 

R4.12.5～12.11 39 

船橋市立 

丸山小学校 

R5.2.7～2.13 46 

指定地域外 

R5.2.14～2.20 43 

船橋市立 

八木が谷小学校 

R5.3.9～3.15 34 

R5.3.16～3.22 42 

陸上自衛隊 

第1空挺団 

輸送機 北習志野 

第9号公園 

R4.10.19 47 

ヘリコプター R4.12.20 57 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（２）要請限度 

ア．自動車騒音 

要請限度とは、環境省令に定められており、これを超過することによって道路周辺の生活環境が著しく損

なわれると認めるときは、千葉県公安委員会に対して大型車の走行車線の変更、走行速度の制限等、道路

交通法の規定による措置の要請をすることができます。 

また、この要請を行う場合を除くほか、必要があると認めるときは、道路管理者に対して当該道路の部分の

構造改善、その他自動車騒音の大きさの減少に資する事項に関し、意見を述べることができます。 

令和4年度は調査した8地点すべてにおいて要請限度を満足していました。 

 
 

※ａを当てはめる区域：第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域及び 

第二種中高層住居地域 

ｂを当てはめる区域：第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及び市街化調整地域の一部 

ｃを当てはめる区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域 

地域の類型 基準値 （Lden） 

Ⅰ 57デシベル以下 

Ⅱ 62デシベル以下 

                                           時間の区分 

区域の区分 

昼 間 

(午前6時～午後10時) 

夜 間 

(午後10時～午前6時) 

ａ区域及びｂ区域のうち1車線を有する道路に面する区域 65デシベル 55デシベル 

ａ区域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する区域 70デシベル 65デシベル 

ｂ区域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する区域及び 

ｃ区域のうち車線を有する道路に面する区域 
75デシベル 70デシベル 

表 2-1-45 航空機騒音に係る環境基準 

表 2-1-46 自動車騒音の要請限度 

※ 下総飛行場の航空機騒音について、高野台の一部が「Ⅰ」類型、 

咲が丘の一部が「Ⅰ」類型と「Ⅱ」類型に指定されています。 

表 2-1-44 下総基地及び習志野駐屯地における航空機騒音の測定結果 
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昼間（午前6時～午後10時） 夜間（午後10時～午前6時） 

75デシベル以下 70デシベル以下 

 

 

対 象 道 路 
国 道 

14 号 

国 道 

16 号 

国道 

357号 

(日の出

自排局) 

国道 

296号 

（二宮 

出張所） 

国道 

296号 

（船橋 

税務署） 

主要 

地方道 

(船橋 

我孫子線) 

県道 

（松戸 

原木線） 

主要地

方道 

（市川 

印西線） 

幹線交通

を担う道

路に近接

する空間 

昼 

(午前６時～

午後10時) 

要請限度 75 75 75 75 75 75 75 75 

測 定 値 67(○) 66(○) 68(○) 68(○) 68(○) 70(○) 68(○) 71(○) 

夜 

(午後10時～

午前6時） 

要請限度 70 70 70 70 70 70 70 70 

測 定 値 68(○) 66(○) 69(○) 67(○) 68(〇) 70(〇) 67(○) 70(○) 

※○は要請限度適合、×は要請限度不適合 

 

イ．道路交通振動 

道路交通振動については、環境基準は定められていませんが、要請限度が定められています。 

要請限度は自動車騒音と同様に環境省令に定められており、これを超過することによって道路周辺の生

活環境が著しく損なわれると認める時は、道路管理者に対して当該道路の部分につき道路交通振動の防止

のための舗装、維持又は修繕の措置を執るべきことを要請し、又は千葉県公安委員会に対し道路交通法の

規定による措置の要請をすることができます。 

令和4年度は調査した8地点すべてにおいて要請限度を満足していました。 
 

 

※ 第一種区域：第一種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、 

第二種中高層住居専用地域区域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及 

び市街化調整地域の一部 

第二種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域 

 

※ ○は要請限度適合 

 

 

時間の区分 

区域の区分 

昼 間 

(午前8時～午後７時) 

夜 間 

(午後７時～午前8時) 

第 一 種 区 域 65デシベル 60デシベル 

第 二 種 区 域 70デシベル 65デシベル 

対 象 道 路 
国 道 

14 号 

国 道 

16 号 

国道 

357号 

(日の出

自排局) 

国道 

296号 

（二宮 

出張所） 

国道 

296号 

（船橋 

税務署） 

主要 

地方道 

(船橋 

我孫子線) 

県道 

（松戸 

原木線） 

主要地方

道 

（市川 

印西線） 

昼 

(午前8時 

～午後7時) 

要請限度 70 65 70 65 65 65 65 65 

測 定 値 25(○) 61(○) 50(○) 46(○) 53(○) 54(○) 54(○) 59(○) 

夜 

(午後7時 

～午前8時) 

要請限度 65 60 65 60 60 60 60 60 

測 定 値 24(○) 59(○) 49(○) 45(○) 53(○) 55(○) 51(○) 57(○) 

表 2-1-49 道路交通振動の要請限度 

表 2-1-47 幹線交通を担う道路に近接する空間の自動車騒音の要請限度 

表 2-1-48 道路に面する地域の騒音に係る要請限度調査結果 （単位：dB） 

(単位：dB) 表 2-1-50 道路に面する地域の振動に係る要請限度調査結果 
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４．対策                     

 

（１）工場・事業場 

騒音・振動規制法及び船橋市環境保全条例では、著しく騒音・振動を発生する施設を特定施設と定め、

設置や変更等の届出を義務付けています。また、届出の際は規制基準の遵守のため、騒音・振動の低減対

策について指導を行っています。 

令和 4 年度における特定施設は、騒音規制法が 16 施設減少、船橋市環境保全条例（騒音）が 57 施設

増加、振動規制法が 2施設減少、船橋市環境保全条例（振動）が 92施設増加しました。 

 

 

法令名 
規制の対象の 

工場・事業場数 

騒音規制法 401 

振動規制法 112 

船橋市環境保全条例(騒音) 327 

船橋市環境保全条例(振動) 467 

 

（２）特定建設作業 

特定建設作業は、建設工事に係る作業のうち、著しく騒音・振動を発生する作業で、騒音・振動規制法及

び船橋市環境保全条例に基づき事前の届出が義務付けられています。届出の際に、施工業者に対して騒

音・振動対策、周辺に配慮した作業工法の採用、周辺住民への事前説明の実施等について指導を行って

います。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）自動車騒音・道路交通振動 

自動車騒音・道路交通振動には、それぞれ騒音・振動レベルの一定の限度（要請限度）が定められてい

ます。要請限度の超過により、道路周辺の生活環境が著しく損なわれていると認められる場合は、千葉県公

安委員会に対して交通規制を要請し､道路管理者に対し道路構造の改善などに関する意見を述べることが

できます。これまで要請限度を超過し生活環境が著しく損なわれている状況には至っていませんが、毎年道

路管理者に対し、道路の環境保全対策に係る情報として測定結果を通知しています 

 

（４）航空機騒音 

下総基地については県及び関係市と連携して、関係省庁に対し、環境基準を超過しないよう測定結果を

添えて要請文を提出しています。また、柏市、鎌ケ谷市、白井市と本市の４市合同で騒音の低減等について

要望を行っています。 

陸上自衛隊第1空挺団に対しては、千葉市、八千代市、習志野市と本市の4市合同で周辺環境に配慮す

るよう要請しています。 

 

（５）生活騒音 

法令による規制等はないため、一人ひとりが配慮して静かな生活環境を保つよう心がけることが必要です。 

本市ではポスター掲示やパンフレットの配布により、啓発に努めています。 

 

法 令 名 届 出 数 

騒音規制法 529 

振動規制法 364 

船橋市環境保全条例 1,516 

表 2-1-51 規制の対象となる工場・事業場数 （令和 5年 3月 31 日現在） 

表 2-1-52 特定建設作業届出状況 
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悪臭とは、人に対して、不快感を与え生活環境を損なうおそれのある臭気質の総称ですが、その感覚に

は個人差があります。しかも悪臭物質は、低濃度で、多成分の複合気体であることが多いため、悪臭に関す

る不快感を定量的に表現することは難しいと言えます。 

悪臭の原因物質は、非常に多くの種類がありますが、そのうちアンモニア、メチルメルカプタン、その他の

不快な臭いの原因となり生活環境を損なうおそれのある物質（22物質）が政令によって特定悪臭物質として

指定され、規制基準が定められています。 

  しかしながら､実際の苦情の多くは､その発生源が複数の悪臭の原因物質が混ざり合っているものや､政

令で指定されていない物質が原因となっているものなどがあり､物質濃度規制では対応することが難しい場

合があります。このため、本市においては、臭気濃度を悪臭評価の指標の一つとして活用しています。 

 

１．発生源                    

 

かつては工業、畜産農業が発生源となることがほとんどでしたが、最近では生活環境に身近な飲食店など

のサービス業が発生源となることが多くなっています。悪臭は、排出者の周辺住民に対する配慮の欠如、悪

臭防止に対する意識の不足、防止対策の遅れなどが原因となっています。 

本市は、市全域が悪臭防止法の指定地域であり、工場・事業場等から排出される特定悪臭物質の濃度に

よる規制を行っています。 

 

２．規制基準・指導目標値          
 

悪臭には、環境基準が定められていませんが、悪

臭防止法により敷地境界線における濃度（22物質）、

煙突等の排出口の濃度（13物質）、工場・事業場の排

出水から発生する悪臭物質の濃度（4物質）について

規制基準が定められています。 

  また、千葉県が昭和56年6月に制定した悪臭防止

対策の指針における指導目標値を活用し、工場・事

業場から発生する臭気を評価しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定悪臭物質 
許容限度 

(単位 ppm) 

 アンモニア 1 

 メチルメルカプタン 0.002 

 硫化水素 0.02 

 硫化メチル 0.01 

 二硫化メチル 0.009 

 トリメチルアミン 0.005 

 アセトアルデヒド 0.05 

 プロピオンアルデヒド 0.05 

 ノルマルブチルアルデヒド 0.009 

 イソブチルアルデヒド 0.02 

 ノルマルバレルアルデヒド 0.009 

イソバレルアルデヒド 0.003 

 イソブタノール 0.9 

 酢酸エチル 3 

 メチルイソブチルケトン 1 

 トルエン 10 

 スチレン 0.4 

 キシレン 1 

 プロピオン酸 0.03 

 ノルマル酪酸 0.001 

 ノルマル吉草酸 0.0009 

 イソ吉草酸 0.001 

第５節 悪臭 

表 2-1-53 敷地境界線における悪臭の規制基準 
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 ※臭気濃度とは、臭気のある空気を無臭の空気で臭気が感じられなくなるまで希釈した場合の希釈倍数をいう。 

 

３．対策                     
 

悪臭については、苦情があった場合は随時調査を行い、必要に応じて測定を実施しています。また、悪

臭を発生するおそれのある工場・事業場を対象に臭気測定を行っています。 

令和4年度は、7事業所に対して、悪臭に関する立入調査を行ったところ、1事業所において千葉県悪臭

防止対策の指針における指導目標値の超過が見られました。 

工場・事業場の建設にあたっては、悪臭施設を設置する場合に千葉県悪臭防止対策の指針により悪臭

防止に関する助言、指導を行っています。 

また、主要な企業とは公害防止協定を締結し、悪臭発生の未然防止を図っています。 

特定悪臭物質 排 出 水 の 量 許容限度 (単位 mg/L) 

メチルメルカプタン 

 0.001立方メートル毎秒以下の場合          0.03 

 0.001立方メートル毎秒を超え、0.1立方メートル毎秒以下の場合          0.007 

 0.1立方メートル毎秒を超える場合          0.002 

硫化水素 

 0.001立方メートル毎秒以下の場合          0.1 

 0.001立方メートル毎秒を超え、0.1立方メートル毎秒以下の場合          0.02 

 0.1立方メートル毎秒を超える場合          0.005 

硫化メチル 

 0.001立方メートル毎秒以下の場合          0.3 

 0.001立方メートル毎秒を超え、0.1立方メートル毎秒以下の場合          0.07 

 0.1立方メートル毎秒を超える場合          0.01 

二硫化メチル 

 0.001立方メートル毎秒以下の場合          0.6 

 0.001立方メートル毎秒を超え、0.1立方メートル毎秒以下の場合          0.1 

 0.1立方メートル毎秒を超える場合          0.03 

地 域 の 区 分 
排出口 敷地境界 

地域 該当地域 

住居系地域 

第１種低層住居専用地域・第２種低層住居専用地域・第１種中

高層住居専用地域・第２種中高層住居専用地域・第１種住居地

域・第２種住居地域・準住居地域 

 500程度 15程度 

工場・商店・住居 

混在地域 

近隣商業地域・商業地域・準工業地域・未指定地域(工業団地

を除く) 
1,000程度 20程度 

工業系地域 工業地域・工業専用地域・工業団地 2,000程度 25程度 

対象物質：アンモニア・硫化水素・トリメチルアミン・プロピオンアルデヒド・ノルマルブチルアルデヒド・イソブチルアル

デヒド・ノルマルバレルアルデヒド・イソバレルアルデヒド・イソブタノール・酢酸エチル・メチルイソブチルケ

トン・トルエン・キシレン（13 物質） 

基   準：悪臭防止法施行規則第 3 条に定める方法により算出して得た値 

表 2-1-54 煙突等の気体排出口における悪臭の規制基準 

表 2-1-55 排出水の悪臭の規制基準 

表 2-1-56 千葉県悪臭防止対策の指針における指導目標値（臭気濃度） 
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平成12年1月にダイオキシン類による環境汚染の防止及びその除去等を行うための施策の基準を定める

とともに、必要な規制、汚染土壌に係る措置等を定めることにより、国民の健康の保護を図ることを目的として、

ダイオキシン類対策特別措置法が施行されました。 

また、同法では、ダイオキシン類に関する施策の指標とすべき耐容一日摂取量(TDI）を、人の体重1kg あ

たり4ピコグラム（pg-TEQ）以下と定めるとともに、特定施設の排出ガス及び排出水に係る許容限度を定めて

います。 

 
 

 

 

１．大気                     

 

（１）発生源 

ダイオキシン類は、分析のための標準品の製造等の研究目的で作られる以外は、燃焼等により意図せず

発生します。主な発生源は焼却炉ですが、その他製鋼用電気炉などのさまざまな発生源があります。 

ア．法に係る届出状況 

ダイオキシン類対策特別措置法の対象となる大気基準適用施設を有する工場・事業場は9事業所あり、こ

のうち廃棄物焼却炉が13施設、電気炉が1施設あります。 
イ．規制 

ダイオキシン類に係る大気排出基準は、基準適用施設ごと及び廃棄物焼却炉にあっては焼却能力ごとに

定められています。平成14年12月には廃棄物焼却炉の規制基準が強化されています。 
ウ．立入検査状況 

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、5工場・事業場の5施設に対して、ダイオキシン類に係る大気排

出基準の遵守状況を確認するため、立入検査を実施しました。検査した全ての工場・事業場は、大気排出

基準を満足していました。 

 

（２）環境基準と達成状況 

大気環境中のダイオキシン類の状況を把握するため平成4年度から市内3ヶ所で年4回調査を行っていま

す。令和4年度に行った測定結果は、すべての地点で環境基準（0.6pg-TEQ/m3）を下回っていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．水質・底質・土壌             

 

（１）発生源 

ダイオキシン類に係る水質排出基準の適用施設としては、硫酸塩パルプ等の製造に用いる漂白施設、硫

酸カリウムの製造に用いる廃ガス洗浄施設などのほか、汚水を排出する廃棄物焼却炉、ダイオキシン類の発

測定場所 春季 夏季 秋季 冬季 年平均値 

高 根 台 局 0.015 0.0080 0.015 0.053 0.023 

南 本 町 局 0.010 0.010 0.012 0.038 0.018 

豊 富 局 0.011 0.012 0.014 0.061 0.025 

環境基準（大気） 0.6pg-TEQ/m3以下（年間平均値）であること。 

※1 pg （ピコグラム）： 1 兆分の 1グラムです 

TEQ（毒性等量）： ダイオキシン類（ポリ塩化ジベンゾフラン、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン、コプラナーポリ塩化ビフェニル）には、

多くの異性体があり、そのうち 29 種類が法の規制対象になっています。これらの異性体は、毒性の強さが異なるうえに、

ダイオキシン類はこれらの異性体の混合物として生成してくるため、その毒性を評価するために、最も毒性の強い

2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンという物質の量に換算したものです 

第６節 ダイオキシン 

表 2-1-57 ダイオキシン類調査結果 （単位：pg-TEQ/m3） 
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生の可能性がある特定施設の汚水等を処理する下水道終末処理場も含めて19種類が規制対象になってい

ます。 

ア．法に係る届出状況 

令和4年度末現在の水質基準適用事業場・施設数は、3事業場・3施設あります。 

イ．規制 

ダイオキシン類に係る水質排出基準は、10pg-TEQ/Lに設定されています。 
 

（２）環境基準と達成状況 

公共用水域の水質・底質及び土壌の環境状況を把握するため、平成12年度から毎年調査を行っていま

す。平成15年度から地下水も調査しています。 

水質・底質については環境基準点の八千代橋（河川）・船橋１（海域）において、地下水･土壌については

毎年場所を変更して調査を行っています。 

調査の結果、水質・底質･地下水及び土壌における全てで環境基準を満足しています。 

 

３．対策                     
 

ダイオキシン類の発生を抑制するため、ダイオキシン類対策特別措置法の指導・規制を行うとともに、野外

燃焼の禁止、ごみの適正処理等についても指導を行っています。 
 

 

 

 

         年 度 

測定地点 
H30 R1 R2 R3 R4 

八千代橋 

（河川） 

水質 0.055 0.034 0.045 0.021 0.042 

底質 0.46 1.8 1.7 0.33 0.63 

船橋１ 

（海域） 

水質 

0.042 

（1 回目） 0.042 

（平均） 

0.036 

（1 回目） 0.036 

（平均） 

0.029 

（1 回目） 0.035 

（平均） 

0.015 

(1 回目) 0.023 

（平均） 
0.026 

0.042 

（2 回目） 

0.036 

（2 回目） 

0.040 

（2 回目） 

0.031 

(2 回目) 

底質 12 12 9.5 2.8 4.4 

地下水 
0.0088 0.0085 0.0087 0.0069 0.0079 

（二宮２丁目） （前貝塚町） （市場１丁目） （二和西 4 丁目） （金杉 4 丁目） 

環境基準 

水質 1pg-TEQ/L 以下(年間平均値)であること。 

底質 150pg-TEQ/g以下であること。 

地下水 1pg-TEQ/L 以下であること。 

※海域の水質調査について、過去5年、基準の超過がみられなかったことから、令和4年度より測定回数を年

1回とした 

 

 

年度 H30 R1 R2 R3 R4 

測定地点 
東部地区 

(船橋市立二宮小学校) 

西部地区 
（船橋市立旭中学校） 

南部地区 
(船橋市立海神小学校) 

北部地区 
（三咲小学校） 

中部地区 
（金杉台中学校） 

測定値 0.0060 0.69 1.6 0.021 0.95 

環境基準 1,000pg-TEQ/g以下であること。 

 

（単位：pg-TEQ/g） 

水質 ・地下水（単位：pg-TEQ/L） 
 

      底質 （単位：pg-TEQ/g） 表 2-1-58 ダイオキシン類調査結果（水質・底質・地下水） 

表 2-1-59 ダイオキシン類調査結果（土壌） 
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１．背景                      

 

地球環境を保全し、限りある資源を大切に利用するという意識が高まりを見せる中で、廃棄物の発生抑制

や再使用、再生利用の促進は特に重要な課題となっています。また海洋プラスチック問題をはじめとする環

境汚染の防止には廃棄物の適正な排出と処理が欠かせません。 

廃棄物の処理に関しては、廃棄物処理法により一般廃棄物と産業廃棄物に区別され、一般廃棄物は、市

町村が処理計画を立て、それに従い処理することとされています。 

産業廃棄物は、工場や事業場の事業活動に伴い発生する廃棄物で、燃え殻や汚泥等20種類が廃棄物

処理法により定められており、事業者自らが責任をもって処理しなければなりません。 

自己処理できない場合は委託基準に従い許可を有する産業廃棄物処理業者に委託し、適正な処理を

行うこととなっております。中核市である本市では、廃棄物処理法に定める政令市として、廃棄物処理業及

び処理施設の許可審査、監視・指導を行っています。 
 

２．廃棄物の排出状況             

 

（１）一般廃棄物 

本市では、ごみの減量、資源化を行っていく各種施策を実施しており、「未来へつなぐ持続可能な循環型

社会の実現を目指して～ふなばし資源循環プラン～」を基本理念とする「船橋市一般廃棄物処理基本計画」

を令和4年3月に策定しました。そのなかでは、目標年度である令和13年度までに令和元年度比で、家庭系

ごみの1人1日あたりの排出量を約18％削減、リサイクル率30％以上、最終処分量約23％削減を目標として

います。この目標を達成するため「環境学習の推進」「事業系ごみの適正排出と分別の推進」「食品ロス削減

の推進」を重点的な取り組みとしています。また本計画には「船橋市食品ロス削減推進計画」を内包していま

す。 

 

ア．ごみの排出状況および総排出量 

本市では、ごみを可燃ごみ（台所ごみ、プラスチックごみ等）、不燃ごみ（セトモノ、有害ごみ等）、粗大ごみ

（家具、家電製品等）及び資源ごみ（ビン、カン、金属類、ペットボトル）の4つに分別し、収集処理しています。 

令和4年度における総排出量は195千ｔで、最近の数年間は減少の傾向となっています。内訳は、可燃ご

み155千ｔ、粗大ごみ・不燃ごみ12千ｔ、資源ごみ9千ｔ、有価物17千ｔ、小型家電0.07千ｔその他1千ｔです。総

排出量を1人1日あたりの排出量に換算すると823gとなります（端数処理により総排出量と内訳の合計が異な

ります）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

台所ごみ・ 

プラスチックごみ等 

第７節 廃棄物 

図 2-1-48 一般廃棄物の内訳 

小型家電 

一 般 廃 棄 物 

ご  み 有価物 

可燃ごみ 資源ごみ 

ビン・カン・金属類 

ペットボトル 新聞・雑誌等 

粗大ごみ 

不燃ごみ 

家電製品等・セトモノ等 
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図 2-1-49 総排出量の推移 

図 2-1-50 有価物・資源ごみ回収量の推移 

図 2-1-51 一人一日当たりの排出量の推移 
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イ．ごみの処理状況 

可燃ごみは、南部清掃工場及び北部清掃工場で焼却しています。焼却灰などの残渣は、資源化や埋立

処分を市外の民間施設に委託しています。 

 

 

 
 

 

ウ．ごみ減量・再資源化の状況 

本市では、ごみの減量・資源化を図るために、平成10年度から可燃ごみ・不燃ごみの指定袋制と粗大ご

みの戸別収集、平成14年度から粗大ごみの有料化を実施しています。平成24年10月からペットボトルのステ

ーション収集を開始し、平成26年2月から小型家電のボックス回収を開始しました。また、さらなるごみの減量

と資源化に取り組むため、平成30年10月から家庭系可燃ごみの収集回数を週3回から週2回に見直しました。 

（ア）有価物回収  

新聞、雑誌、雑がみ、段ボール、紙パック、古着、毛布の有価物は、有価物回収協同組合により週1回、ご

み収集ステーションでの回収を行っています。 

（イ）資源ごみ 

ビン、カン、金属類、ペットボトルは委託業者により週１回、ごみ収集ステーションで収集しています。 

（ウ）クリーン船橋530（ごみゼロ）推進運動 

平成7年度から市民参加のもと、循環型社会の実現を目指した「クリーン船橋530推進運動」を展開してい

ます。 

この運動では、575人の市民を廃棄物減量等推進員として委嘱し、地域におけるごみ減量、リサイクルの

推進等のリーダーとして活動してもらっています。 

 

（２）し尿 

公共下水道が整備されていない地域におけるし尿処理方法は、浄化槽とし尿くみ取りに分類され

ます。くみ取り世帯におけるし尿は、バキューム車により収集し、西浦処理場において処理した後、

二俣川に放流しています。また、浄化槽とし尿においては、下水道の普及に伴い搬入量の減少が予測

されることから、西浦処理場では隣接する西浦下水処理場消化ガス発電設備の前処理施設化を計画

していますが、実施時期については未定となっております。 

本市においても、高度経済成長に伴い住民の急増やトイレの水洗化の普及により、一時多数の単独処理

浄化槽が設置されました。単独処理浄化槽はし尿のみを処理する設備であり、台所、洗濯等の生活雑排水

はそのまま放流されるため、側溝からの悪臭や、河川の水質汚濁の原因となりました。 

そこで、平成 13 年 4 月に浄化槽法が改正され、生活雑排水も併せて処理できる合併処理浄化槽の設置

が義務付けられました。  

平成 17年改正（平成 18年 2月施行）では、浄化槽法の目的に、公共用水域の水質の保全が明記され、

放流水に係る水質基準の設定等が行われています。また、令和元年改正（令和 2 年 4 月施行）では、単独
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図 2-1-52 焼却量の推移 
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処理浄化槽の合併処理浄化槽への転換を通じた浄化槽の管理の向上を図るためとして、そのまま放置すれ

ば生活環境や公衆衛生上支障が生じるおそれのある緊急性の高い既存単独処理浄化槽を「特定既存単独

処理浄化槽」と定義し、その浄化槽管理者に対しての措置制度の創設が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

年度 H30 R1 R2 R3 R4 

補助件数 4 8 3 4 6 
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5,000
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15,000

20,000
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30,000

H30 R1 R2 R3 R4

合併 単独(基数)

(年度)

人 槽 補助基数 補助金額（千円） 

5 5 3,690 

6 0 0 

7 1 387 

8 0 0 

9 0 0 

10 0 0 

計 6 4,077 

表 2-1-61 合併処理浄化槽設置補助件数の推移 

 合併処理浄化槽設置補助件数の推移 

図2-1-53 合併処理浄化槽、単独処理浄化槽の 

設置状況の推移 
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図2-1-54 し尿収集量の推移 

表 2-1-60 合併処理浄化槽設置補助の実績（令和４年度） 
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（３）産業廃棄物 

 本市では、産業廃棄物の適正処理、減量、再資源化及び排出抑制を促進するため、産業廃棄物処理事

業者等に対する指導監督、排出事業者に対する啓発等を行っています。また、産業廃棄物の不法投棄・野

焼き行為等の不適正処理を防止するため、監視パトロールを休日・夜間にも実施し、監視体制の強化を図っ

ています。不法投棄については令和4年12月から、受付時に状況を写真で確認でき、位置情報を正確に把

握できる LINEによる市民通報の受付を開始し、市民と協力して監視体制の強化を進めています。 

 ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物対策については、全ての高濃度 PCB 廃棄物の処分期間が令和5年3月

31日に終了しました。低濃度 PCB 廃棄物については、令和9年3月31日までが処分期間となっているため、

未処理事業者への指導に加え、市が把握していない PCB 廃棄物の調査を行う等、期間内適正処理に向け

た取組みを行っています。 
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１．調査の概要                

 

平成25年の秋季から平成26年の夏季にかけて市内の自然環境調査を実施しました。 

現地調査は平成11年度から平成13年度に実施した前回調査で比較的自然が残されている地域として調

査が実施された地域のうちの16の地域で、植物、哺乳類、鳥類、両生類、爬虫類、昆虫類、魚類、底生動物

を対象に行いました。また、市全域を対象として、植生の分布図を作成しました。 

なお、三番瀬については、千葉県が実施した調査結果資料から、船橋市の南部に位置するふなばし三番

瀬海浜公園周辺の結果を整理しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1：St.14-2は鳥類調査のみ実施のため、鳥類調査の範囲を調査地域として示しています 

※2：St.15二重川流域（上流）、St.16二重川流域（下流）には、白井市に該当する二重川左岸も調査範囲としました 

第１節 自然環境調査 

   

図 2-2-1 調査地域位置図 
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調査項目 調査地域 

植物 

(水生植物含む) 

植生の分布図 船橋市全域 

植生調査 
全 16地域 

植物相調査 

哺乳類 
フィールドサイン調査 

全 16地域 
トラップ調査 

鳥類 
定点調査 

全 16地域 
ラインセンサス調査 

両生類・爬虫類 全 16地域 

昆虫類 
任意採取法 

全 16地域 
ベイトトラップ法 

魚類 St.3、St.5、St.7～St.10、St.13～St.16 

底生動物 St.3、St.5、St.7～St.10、St.13～St.16 

環境要素 
環境要素全体 全 16地域 

湧水 全 16地域及びその近辺 

 

２．調査の結果                

 

現地調査の結果、植物、哺乳類、鳥類、両生類、爬虫類、昆虫類は、主に市街地から低山の樹林や河川

周辺、水田や畑地の耕作地などに生育・生息する種が確認されました。魚類、底生動物は、河川の中下流

域に生息する種や水田や湿地に生息する種が中心であり、そのほか、里山の細流などに生息する種が確認

されました。三番瀬では、鳥類が 73種、魚類が 37種、底生動物が 95種確認されています。 
 

 

 

項 目 確 認 種 数 重要種 

植 物 142科 885種 39種 

哺乳類 8科 11種 2種 

鳥 類 33科 80種 34種 

両生類 4科 6種 4種 

爬虫類 8科 13種 12種 

昆虫類 177科 857種 37種 

魚 類 12科 29種 10種 

底生動物 73科 150種 18種 

 

 

（１）重要種 
環境省レッドリストまたは千葉県レッドデータブックの掲載種、「種の保存法」の指定種を重要種として取り

まとめました。植物では、主に樹林で見られる種の確認が多く、ジュウニヒトエなどの明るい雑木林や林縁な

どで見られる種も確認されました。また、哺乳類では、イネ科の背の高い草地を営巣に利用するカヤネズミが

確認されました。その他、鳥類、両生類、爬虫類、昆虫類では、オオヨシキリ、ニホンアカガエル、ニホンスッ

ポン、コオイムシなどの主に水辺環境やその近辺で見られる種が多く確認され、魚類、底生動物では、ドジョ

ウ、スジエビなどの水田、湿地、池沼、中下流域の河川で見られる種が多く確認されました。 

表 2-2-1 調査項目および現地調査地域 

表 2-2-2 調査で確認できた種数 
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項 目 種 名 
種 

数 

植物 

アカシデ、アマナ、イカリソウ、イワガラミ、ウスゲチョウジタデ、ウメモドキ、エビネ、 

オオアゼテンツキ、オシダ、オニグルミ、オニスゲ、カザグルマ、カタクリ、カワヂシャ、 

キンラン、ギンラン、クゲヌマラン、クマシデ、コクラン、コバノタツナミ、コバノヒノキシダ、 

コムラサキ、ササバギンラン、ササバモ、ジュウニヒトエ、セイタカヨシ、セリバオウレン、 

センリョウ、タシロラン、ハシバミ、ヒメナミキ、ホルトノキ、マツバラン、ミクリ、ミズニラ、 

ヤブサンザシ、ヤブスゲ、ヤブムグラ、ヤマブキソウ 

39種 

哺乳類 カヤネズミ、ジネズミ 2種 

鳥類 

アオゲラ、イカル、イソシギ、イソヒヨドリ、イワツバメ、オオジュリン、オオタカ、オオバン、 

オオヨシキリ、オオルリ、カイツブリ、カケス、カワウ、カワセミ、キセキレイ、キビタキ、 

クサシギ、クロジ、コサギ、コチドリ、スズガモ、セッカ、ダイサギ、ツバメ、ツミ、トラツグミ、 

ノスリ、ハヤブサ、バン、ヒバリ、ホオジロ、ホオジロガモ、ホトトギス、ミソサザイ 

34種 

両生類 アズマヒキガエル、シュレーゲルアオガエル、トウキョウダルマガエル、ニホンアカガエル 4種 

爬虫類 
アオダイショウ、クサガメ、シマヘビ、ジムグリ、ニホンイシガメ、ニホンカナヘビ、 

ニホンスッポン、ニホンマムシ、ニホンヤモリ、ヒガシニホントカゲ、ヒバカリ、ヤマカガシ 
12種 

昆虫類 

アオヤンマ、アサギマダラ、ウチワヤンマ、ウマノオバチ、エゴヒゲナガゾウムシ、 

オオサカアオゴミムシ、オオミズスマシ、カトリヤンマ、キアシネクイハムシ、キイロサナエ、 

キシタアツバ、キヒゲアシブトハナアブ、ギンイチモンジセセリ、クズハキリバチ、 

クロスジギンヤンマ、コオイムシ、コガムシ、コシロシタバ、コハンミョウ、コムラサキ、 

スゲハムシ、チョウトンボ、ハラビロトンボ、ヒゲナガハナノミ、ヒメジュウジナガカメムシ、 

ヒメマイマイカブリ、ヒメマダラナガカメムシ、ヘイケボタル、ホソミイトトンボ、 

マルガタゲンゴロウ、ミドリシジミ、ミヤマチャバネセセリ、ムスジイトトンボ、ヤブヤンマ、 

ヤマトタマムシ、ヨコヅナツチカメムシ、ルリクチブトカメムシ 

37種 

魚類 
ギンブナ、スナヤツメ類、ドジョウ、ナマズ、ニゴイ、ニホンウナギ、ヌマチチブ、ホトケドジョウ、 

メダカ南日本集団、モツゴ 
10種 

底生動物 

イシガイ、ウキクサミズゾウムシ、ウチワヤンマ、オオミズスマシ、カトリヤンマ、キイロサナエ、 

コオイムシ、コガムシ、サワガニ、スジエビ、セスジイトトンボ、テナガエビ、ホンサナエ、 

マダラコガシラミズムシ、マルガタゲンゴロウ、マルタニシ、ミゾレヌマエビ、モクズガニ 

18種 

表 2-2-3 調査で確認できた重要種 
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（２）特定外来生物 

特定外来生物とは、外来種であって、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害を及ぼす種、または

被害を及ぼすおそれがある種で、「外来生物法」によって指定されています。これらの種は飼育、栽培、運搬

などが原則禁止されています。 

今回の調査において、植物では、オオキンケイギク、アレチウリ、ナガエツルノゲイトウ、オオフサモ、オオ

カワヂシャ、両生類ではウシガエル、魚類ではカダヤシ、ブルーギル、オオクチバスが確認されました。 

また、令和4年度は市民等から90件の特定外来生物に関する相談があり、河川等でカミツキガメ、公園や

住宅地等でアライグマ・セアカゴケグモなどの特定外来生物が確認されました。こうした特定外来生物が増

加すると、もともとその場所にいた動植物の生息数が減少し、生態系のバランスが崩れる恐れがあることから、

注意が必要です。 

市では、特定外来生物の捕獲、駆除方法の説明やアライグマの捕獲ワナの貸し出しを行うとともに、ホー

ムページや X（旧 Twitter）等を通じて特定外来生物の対策について周知、啓発を行っています。 

 

（３）前回調査からの変化 

前回調査と比較すると、地域によっては前回調査で確認された動植物が今回の調査結果では確認されな

かったなど、前回調査から変化が起きた動植物もいました。その原因として、生育地・生息地の減少、耕作し

ていない水田の増加や耕作しないことよる環境の変化、草刈などによる除草や除草剤の使用などが考えら

れます。 

 

 

 

確認されなかった地域がある動植物 考えられる原因 

キンラン、ジュウニヒトエ、フナバラソウ、ノジトラノオ、カヤネズミ、 

カイツブリ、バン、アズマヒキガエル等 
宅地化等による生育地・生息地の減少 

ミズニラ、コウホネ、サジオモダカ、アギナシ、ヒキヨモギ、 

チュウサギ等 

耕作していない水田の増加や耕作しないこと

による環境の変化 

コバノタツナミ、イヌノフグリ等 草刈などによる除草 

ミズニラ、コウホネ、サジオモダカ、アギナシ等 除草剤の使用 

 

 

（４）植生の分布図 

樹林や果樹園は北部を中心に分布しており、特に樹林は谷津などの斜面に多く分布しています。畑地は、

北部や中央部を中心に、河川沿いから一段上がった台地などに多く分布しています。水田は、河川沿いを

中心に分布し、水面部は、海老川、桑納川、神崎川およびその支流などの河川や、調節池などの池沼が分

布しています。 

 

３．モニタリング調査の実施         

 

 身近な生きものを探すことを通じて、市内の自然や生き物に触れ、関心を持ってもらうことを目的に、令和

2年度から市民参加型生きものモニタリング調査を行っています。令和 4年度は従前より実施していた「セミ」

に新たに「ヤマユリ」等 3 種類を加えた計 4 種類を調査の対象として実施したところ、36 件の報告がありまし

た。 

 また、令和 3 年度に改定した生物多様性ふなばし戦略において定めた、地域の環境の状況をあらわす指

標種 15種類について、「生きもの探しハンドブック」を作成しました。 
 

 

 

 

 

 

 

表 2-2-4確認されなかった地域がある動植物と考えられる原因 
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凡例 

調査地域 

樹林   

果樹園  

草地   

畑地   

水田   

水面部  

図 2-2-2 植生の分布図 
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４．自然散策マップの作成         

 

自然環境調査に合わせて、自然を楽しみながら散策するための自然散策マップを 10 コース作成しました。

環境政策課、各公民館およびインフォメーションセンターの窓口で配布しているほか、市のホームページで

も公開しています。 

 

 

 

コース名 距離 コース名 距離 

小室 4.4～4.5km 松が丘・木戸川 5.7km 

緑台・高根 3.2km 御滝不動・金杉 3.8km 

大神保・二重川 5.2km 田喜野井・薬円台 5.7km 

鈴身川 5.3km 藤原・丸山 2.9km 

古和釜・金堀 2.9～3.7km 行田公園 6.3km 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-2-5 自然散策マップコース一覧 

図 2-2-3 自然散策マップ（小室コース） 



 

85 

 

 
 

 

 

 

 

自然環境調査の結果をもとに、生物多様性の保全および持続可能な利用に関する基本的な事項を定め

た「生物多様性ふなばし戦略」を平成29年3月に策定しました。その後、国内外の動向や市内の生物多様性

を取り巻く状況の変化などをふまえ、令和4年3月に同戦略を改定しました。 

戦略に基づいた市民、事業者等の多様な主体との連携により、残された貴重な自然を保全・利用するた

めの取組を進めることで、樹林地や湿地等の貴重な自然が保全・再生され、また、人と自然が共生したまち

づくりに努めることで、豊かな生物多様性と自然の恵みを未来へつないでいきます。 

 

 

１．生物多様性ふなばし戦略とは    

 

（１）なぜ「生物多様性」に注目するのか 

交通網の発達や住宅地・商業施設の整備などにより、現在の私たちの暮らしは、50年前とは比べものにな

らないくらい便利になりました。その一方で、「ふるさとの景色」は大きく様変わりしました。 

かつては子どものふつうの遊びだった魚釣りや虫捕りも、現在はできる場所が限られています。住民総出

で行われる林や水路の手入れの機会もなくなり、人と人との関係も希薄になっている側面も否めません。 

これらの風景や身近な生き物を利用する文化、人と人とのつながりといった、金銭でははかりにくい「豊か

さ」や、それを将来の世代に引き継げる｢安心感」は、私たちが幸せにくらすための重要な要素だと考えてい

ます。 

このような豊かで安心感のある社会を目指す上で役立つキーワードの一つが「生物多様性」であり、私た

ちの目標は、「生物多様性の恵みを享受することにより、物心両面で豊かな暮らしが送れる持続可能な社会

をつくること」です。 

生物多様性ふなばし戦略は、この目標を見据えた市の方針や進めていく必要のある取組を示します。 

 

（２）生物多様性とは何か 

「生物多様性」という言葉は、①生態系の多様性、②種の多様性、③遺伝子の多様性という 3 つのレベル

の多様性を総合した言葉であると説明されています。 

抽象的でわかりにくい言葉ですが、人の暮らしと自然とのバランスを保つための重要なキーワードです。 

 

 

２．市の生物多様性の現状と課題 

 

（１）地形の成り立ちと自然環境 

市の北部から中央部にかけては下総台地が広がっており、台地の中には河川の侵食によって形成された

谷底平野（低地）が存在し、この台地と低地の間に位置する斜面には樹林地（斜面林）が残されています。 

また、台地を細長く刻み込んでいる谷は谷津と呼ばれ、湧水を利用した谷津田が広がっていました。 

南部の沿岸域には、東京湾に注ぐ江戸川や海老川、真間川などの河川が複合的に形成した三角州が存

在し、かつては干潟として多くの生き物を育んでいました。 

市内は、東京湾に流入する海老川や真間川の流域と利根川水系の印旛沼に流入する神崎川（二重川は

その支川）と桑納川の流域に分けられます。 

 

第２節 生物多様性ふなばし戦略 
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（２）地形別にみた船橋市の生物多様性の現状と課題 

ア．台地・斜面 

近年、宅地化や商業・工業用地化が進み、草地や樹林地の減少がみられます。また、建築物や舗装道路

の整備が、生き物の生育・生息の場や生育・生息環境を形成する地下水や湧水を減少させる要因となって

います。管理放棄などにより人の手が入らなくなった樹林では、落葉広葉樹林が減少し、常緑広葉樹林やモ

ウソウチク林が増加する傾向にあります。 

イ．低地 

近年いちじるしく進んだ都市開発により、水田や湿地は減少し、これらの環境に依存する生き物の生育・

生息地が消失・減少しました。 

また、農地の圃場整備は農産物の生産性を高め、河川改修は沿川を浸水から守るなどの効果をもたらし

た一方で、水田や河川における生き物が生育・生息する場の減少につながりました。 

ウ．河口・海岸 

江戸時代前期の船橋の海は、将軍家の御台所へ魚を献上する御菜浦と呼ばれた優れた漁場でした。 

しかし、現在では残された干潟やその周辺を中心に水鳥をはじめとした生き物の利用はあるものの、埋め

立てが進み、生き物の生育・生息範囲が縮小し、生物多様性の恵みも減少しました。 

 

 

３．戦略の基本的事項           

 

（１）戦略の位置付け 

戦略は、「船橋市総合計画」を環境面から推進する分野別計画として策定した「船橋市環境基本計画」を

上位計画とし、「船橋市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」などの個別の関連計画との整合を図りつ

つ推進します。 

 

（２）対象とする地域 

戦略の対象は市全域とすることを基本とします。なお、生物多様性の保全にあたって、地形の連続性や流

域単位で考えることで、より有効な施策とすることができる可能性があることから、必要に応じて広域的な連携

を検討します。 

 

（３）対象とする期間 

戦略では、「愛知目標」と「生物多様性国家戦略 2012-2020」との整合を図るために、2050年度

（令和32年度）を長期目標年度とする目標を定めます。 

また、令和4年度から令和8年度までの5年間を本戦略（改定版）の対象とする期間とします。 
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４．目指す将来像と施策の展開      

 

台地から海に至る多様な自然環境の中で、人と生き物が共生している船橋を目指し、長期目標年である

令和32年度の将来像を以下に示します。 

《台地から海へ 水・緑・生命
いのち

と共に暮らす都市
ま ち

》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）将来像が示す姿（令和 32年度） 

市には、台地から斜面、低地、海へと続く地形が形づくられており、それらの地形の違いに応じて、管理・

保全された良好な樹林や畑地、水田、漁場、また、様々な生き物たちが生育・生息する場が存在するなど、

多様な自然環境が維持されています。 

市では、虫捕りをして遊ぶ子どもや、川や海で遊ぶ人などが暮らしており、多くの人たちが自然とふれあっ

ています。 

また、首都圏屈指の都市として、生物多様性を活用したまちづくりが進み、すべての人が自然の恵みを公

平に享受し、人と生き物が共に暮らす新しいライフスタイルができています。 

市のすべての人が生物多様性の恵みや生物多様性を守るために必要な行動の内容を認識し、実行して

おり、さらに豊かな生物多様性とその恵みを次の世代へと引き継いでいくための取組を行っています。 

 

 

 

 

図 2-2-4 目指す将来像（イメージ図） 
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（２）戦略の目標と短期的（令和 4年度～令和 8年度）な取組 

ア．「生物多様性の保全と持続可能な利用」に関する取組 

（ア）台地から浅海域までを結ぶ多様な自然環境の保全と利用 

【目標】 

 多様な自然環境とそこに育まれる生物多様性を保全し、回復を図ります。また、生物多様性を保

全することだけではなく、持続可能な方法で生物多様性の恵みが利用されています。 

【短期的な取組】 

○樹林地の保全と利用    ○畑地・水田の保全と利用  ○草地の保全と利用 

○干潟・浅海域の保全と利用 ○河川の保全と利用     ○公園・緑地の整備 

○風致地区の維持・保全   ○侵略的外来種対策の推進  ○自然環境モニタリングの実施 

（イ）生き物を育む水循環の確保 

【目標】 

 地下水涵養の促進、水質の保全を進め、健全な水循環を確保するとともに、水辺空間の保全を進

めることで、そこを利用する多様な生き物を育む環境が整っています。 

【短期的な取組】 

○水量の確保・地下水涵養の促進  ○水質等の保全 

（ウ）生物多様性を活かした取組の推進 

【目標】 

 生物多様性の恵みが育んできた歴史と文化が継承されています。また、グリーンインフラの考え

方に立った都市域での取組や生物多様性を活かした温暖化対策、観光などのまちづくりが推進され、

暮らしの中に生物多様性の恵みが浸透しています。 

【短期的な取組】 

○生物多様性と文化のつながりの継承  ○生物多様性を活用したまちづくりの推進 

 

イ．「戦略への参画・連携等の促進」に関する取組 

（ア）普及啓発・環境教育の推進 

【目標】 

  “生物多様性の恵み”と“生物多様性の保全と持続可能な利用のために必要な取組”を市民一

人ひとりが認識し、行動しており、また、取組を推進するための中心となる人材が育っています。 

【短期的な取組】 

○環境学習機会の拡充  ○人材育成の実施 

（イ）多様な主体の取組の推進 

【目標】 

 市民、事業者などの多様な主体が行う個々の取組が支援されると共に、主体間の連携と協働によ

る取組が行われています。 

【短期的な取組】 

○多様な主体の取組の支援  ○多様な主体の連携の促進 
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５．リーディングプロジェクト 

 

今後 5年間、特に重点的に進めていく施策を 3つのリーディングプロジェクトとして設定しました。 
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６．戦略を進めるための仕組   

 

（１）戦略の推進体制 

戦略を着実に推進するためには、庁内関係各課が連携をとるとともに、市民や事業者、市民団体、大学な

ど研究機関などの様々な主体で推進体制を構築し、相互に連携・協働することで、一体となり取組を進めて

いくことが必要です。 

【市】の役割 

○戦略を先導する役割を担い、関係各課が相互の連携を通じて生物多様性保全の視点に立った施策

を率先して推進します。また、関係機関と広域的な取組を進めるための連携や調整を図ります。 

○ふなばし三番瀬環境学習館などからの関連情報の提供や各主体が実施する取組への支援などを行

います。 

【市民】に期待される役割 

○市の生物多様性の実態について認識することや、自然環境の保全活動等に積極的に参加すること

が期待されます。 

○暮らしの中で生物多様性に関して取り組めることについて、一人ひとりが考え、行動に移してい

くことが期待されます。 

【事業者】に期待される役割 

○事業活動が生物多様性に与える影響を可能な範囲で小さくすること、また、自然環境配慮型の取

組を事業活動の中に組みこんでいくことが期待されます。 

○市が主催する環境保全活動に積極的に参加するなど、可能な範囲で支援すること、また、環境保

全型の事業活動に取り組む事業者の模範ができ、他の事業者への啓発につながることが期待されま

す。 

 

（２）戦略の進行管理 

戦略の進捗状況は毎年度、点検・評価を行い、本戦略の継続的な改善を図ります。 

 また、本戦略の取組については、おおむね５年ごとに長期的な目標に向けて適切であるかという

観点からその効果や課題を検討し、検討結果について環境審議会の助言・提言を求めたうえで施策

などを見直し、次期戦略の策定を行うものとします。 
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１．三番瀬とは               

 

（１）三番瀬の昔と今 

三番瀬は江戸湾の漁場である船橋浦の一部で、この海域の最沖部の瀬を「字三番瀬」と呼び、広大な干

潟が広がっていました｡図2-2-5は、大正時代 （約90年前）の漁場図です。今では埋め立てられていますが、

「字西浦」、「字高瀬」の地名を見ることができます｡ 

江戸時代の古文書には、「二番瀬」、「三番瀬」の文字が散見されますが、「二番瀬」の位置や「一番瀬」が

あったかどうかは不明です｡広大な干潟は、昭和 20 年代に入り沖への埋め立てにより徐々に小さくなりまし

た。 

また、昭和 30年代には地下水の汲み上げによる地盤沈下が海域にも及び、干潟部分が約 1m沈下し、干

潮時でも海面下にある区域（浅海域）が多くなりました。そして、昭和 50 年代にほぼ現在の地形となっていま

す｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 三番瀬（さんばんぜ） 

図 2-2-5 船橋浦海図及付近町村位置（部分） 

武藤啓次郎氏作成 
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（２）三番瀬の範囲 

船橋市地先に広がる干潟の総称として「三番瀬」と呼ぶようになったのは、昭和50年代と思われます｡ 

しかしながら、「三番瀬の範囲、自然の干潟か人工干潟も含むか、干潟部分か浅海域を含むか。」などの

三番瀬の範囲や定義は必ずしも統一されていませんでした｡ 

三番瀬再生計画検討会議において、下図の点線で囲まれた干潟・浅海域（水深5ｍ未満）約1,800ヘクタ

ールを「三番瀬」の範囲としました。 

なお、ふなばし三番瀬海浜公園地先潮干狩り場は、船橋分岐航路を埋め戻した人工干潟です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．干潟とそのはたらき          

 
（１）干潟 

干潟は、満潮時には海水に覆われ、干潮時は干出するという特徴をもっています。干潟はできる場所に 

よって、「河口干潟」、「潟湖（がたこ）干潟」、「前浜干潟」の3つのタイプに分類されます。 

三番瀬は、前浜干潟に属し、江戸川（利根川）より持ち込まれた砂や泥が潮流に運ばれてできました｡ 

 

（２）三番瀬の働き 

三番瀬を代表とする干潟・浅海域には、たくさんの生物が生息していますが、千葉県が平成 8 年から 9 年

にかけて実施した補足調査で、次のような機能を果たしていることがわかりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●多くの生き物がたくさん生活している。 

貝、カニ、エビ、ゴカイ、魚類などたくさんの生物が生息しています。 

●古くから漁業や潮干狩りなど人により利用されている。 

貝や魚を捕ったり、海苔を養殖したり、古くから人は食料を得ています。 

●渡り鳥の休息、越冬、繁殖の場として利用されている。 

波が静かで、たくさんの生き物がいるので、1年中様々な鳥がやってきます。 

●水をきれいにする。 

三番瀬の水質浄化能力は 13万人分の下水処理場に匹敵するとされています。 

図 2-2-6 三番瀬の範囲（千葉県 ）  

三番瀬のはたらき 



 

93 

 

３．三番瀬の生物              
 

（１）三番瀬の底生生物 

三番瀬の生き物の多数を占めているのは、砂や泥の中に生息するアサリやゴカイなど（底生生物）です。

砂や泥の中は、上層の海水中と異なり、次の理由から、多くの生物が生息しています。 

●砂や泥に隠れて敵から身を守ることができる。 

●温度の変化や水温の上昇に伴う酸素不足から身を守ることができる。 

●上層の水より、砂や泥の中の方が塩分濃度は安定している。 
 

（２）鳥類 

三番瀬はえさが豊富なため、たくさんの渡り鳥がやってきます。鳥は潮の干満に応じて移動したり、種によ

り生息域を住み分けながら、えさを取ったり、休息したりしています。 

また、カワウやカモメ類のような留鳥もいます｡季節ごとの特徴は、次のとおりです。 

春…シギ・チドリ類が南から北へ渡りの途中に、三番瀬で休憩します。 

夏…コアジサシが繁殖（卵を産む）し、アジサシも南から飛来し、夏を過ごします。 

秋…春とは逆に、北に渡った鳥が南へ渡る途中に立ち寄ります。 

冬…ガン・カモ類が越冬するため飛来します。特にスズガモが多く、その数は十万羽近くになることがあ

ります。 
 

（３）生態系 

三番瀬の生態系は、植物プランクトン・海藻などの生産者、生産者を食べる動物プランクトンなどを 1 次消

費者、さらに 1次消費者を食べる魚や鳥などの 2次（高次）消費者とつながり、また、これらの老廃物（デトリタ

ス）を分解する分解者で構成されています｡ 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

図 2-2-7 干潟の生態系（食物連鎖） 

イラスト提供 

日本湿地ネットワーク 
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４．水質と富栄養化             

 

（１）水質 

三番瀬は、陸から様々な影響を受けています。その一つが、川などを通じてもたらされる汚れ（有機物・窒

素・りんなどの栄養塩）です。 

東京湾に流入する海老川や真間川の汚れは下水道の整備により徐々にきれいになっていますが、海域

への負荷も少なくなく、今後も浄化対策が必要となっています｡ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※海苔漁場のＣＯＤについてはアルカリ性法の測定値を示しています 

 

（２）富栄養化と赤潮 

東京湾の水は、海草や植物プランクトンの栄養となる窒素・りんがたくさん溶けていて富栄養化しています。

春から夏にかけて気温が上がり、日照時間が長くなると、富栄養化の状態では海水中の植物プランクトンが

異常に増殖します。このとき、海の色が赤や茶色に濁ることから、「赤潮」と呼ばれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（３）青潮 

大量発生した植物プランクトンは、干潟のろ過食生物（二枚貝など）に取り込まれますが、多くの植物プラ

ンクトンは死滅し、海底のくぼ地などの深みに集積し、バクテリアにより分解されます。この時、酸素が消費さ

れ、深みでは水の交換が行われにくいため、海底では酸素がない状態（貧酸素水塊）が形成されます。 

夏から秋にかけて北風が連続して吹くと表層の水が沖に流され、代わりに底層の深みに溜まった貧酸素

水塊が湧き上がります。表層に出た貧酸素水塊中の硫化水素が表層水や空気中の酸素を取り入れ、硫黄と

なって析出し、海水が乳青色となります。 

これが「青潮」です。貧酸素水塊がくるとアサリなどの底生生物は逃げることができず死滅し、漁業被害が

発生することがあります。令和 4年度は、三番瀬周辺海域において、青潮が 6回発生しました。 

 

図 2-2-9赤潮・青潮の発生の仕組み 

図 2-2-8 三番瀬付近の COD（年平均値）

あ） 

3.4mg/L 

1.8mg/L 

 

4.0mg/L 

4.2mg/L 
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５．三番瀬の保全               

 

（１）賢明な利用(ワイズユース)とラムサール条約 

今、全国的に干潟の持つはたらきが見直され、大切に守っていこうという動きが高まっています。 

そのキーワードが「ワイズユース」です。ワイズユースとは、生物多様性を保全しながら、私たちが湿地を持

続的に利用することです。また、「持続的な利用」とは、将来の世代も私たちと同じように湿地の恵みを享受

できるように、私たちが湿地を大切にしながら利用し、未来に引継ぐことです。 

このような湿地を国際的に保全していこうとするのが「ラムサール条約」です。 

日本は昭和 55年に条約の締約国となり、全国で 53か所の湿地が登録されています(令和 5年 3月 31日

現在)｡ 

ラムサール条約の締約国には、次のようなことが求められています。 

●国際的に重要な湿地をラムサール条約リストに登録指定すること。 

●住民参加の下に湿地の管理計画を策定・実施すること。 

●湿地を過剰利用とならないよう規制すること。 

●機能と価値を失ってきている湿地につきその復元を図ること。 

平成22年9月30日に、環境省は、科学的・客観的な観点からラムサール条約湿地の国際基準を満たすと

認められる湿地を、ラムサール条約湿地潜在候補として公表しました。 

ラムサール条約湿地潜在候補は、三番瀬を含む全国から172ヶ所が選定されました。 

 

（２）保全活動 

三番瀬では古くから漁業が営まれ、また、自然環境としての価値が高いことから、本市は、埋立計画（市川

二期･京葉港二期地区計画）にあたり、三番瀬を保全するよう事業者である千葉県に要望してきました｡ 

千葉県は、平成13年9月に、埋立計画を白紙撤回し、平成18年12月に三番瀬の再生を目指して千葉県

三番瀬再生計画を策定しました。また、住民参加と情報公開のもとで三番瀬の再生を進めていくため、地元

住民・漁業関係者・環境保護団体などから広く意見を聴くことを目的として、毎年三番瀬ミーティングを開催

し、参加者による意見交換等を行っています。 

本市では、平成13年から三番瀬の清掃と自然観察会を通じて、市民の三番瀬に対する理解と関心を深め

てもらい、三番瀬の保全を図るため、ふなばし三番瀬海浜公園を会場に｢ふなばし三番瀬クリーンアップ｣を

毎年開催しています。平成23年度及び平成24年度は東日本大震災の影響により中止となりましたが、平成

25年度から再開しています。令和4年度は約654名が参加しました。平成17年11月にふなばし三番瀬海浜公

園とその周辺は、関東の富士見百景に選定されており、10月下旬及び2月中旬頃には太陽が富士山の頂上

の真ん中に重なりダイヤモンドが輝くような現象である“ダイヤモンド富士”を、元旦には初日の出を見ること

ができます。 

 

（３）ふなばし三番瀬環境学習館 

東日本大震災の被害を受けた「ふなばし三番瀬

海浜公園」の旧温水プール棟を改修し、平成29年

7月 1日に「ふなばし三番瀬環境学習館」がオープ

ンしました。 

この学習館は「知る」・「考える」・「学ぶ」の３つの

ゾーンで構成され、三番瀬の自然や歴史などをテ

ーマにした展示物や体験コーナーを設け、三番瀬

さらには環境について学ぶ施設となっています。こ

の学習館を活用し、三番瀬の保全のための理解を

深める活動に取り組みます。 

 

 
ふなばし三番瀬環境学習館内 
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１．緑の保全                  
 

本市では、良好な自然を維持するうえで基盤となる緑の保存と緑化の推進を図るため、昭和 48 年に「船

橋市緑の保存と緑化の推進に関する条例」を制定し、各種施策を展開しています。 

 

（１）緑地保存地区の指定 

良好な自然の確保又は美観風致を維持するため、全市域を緑地保存地区として指定し、緑化事業を推

進しています。 

 

（２）指定樹木等の指定 

一定の要件を満たした樹木、樹林、生け垣を指定樹木等に指定し、その保全を図るとともに、これに要する費

用の一部を助成しています。 

 

 

樹   林 樹   木 生   垣 

件数 面積(㎡) 件数 本数 件数 延長(ｍ) 

146件 913,766㎡ 36件 109本 6件 2,062.6ｍ 

 

（３）緑化協定 

事業者等との間において、「保存樹木等保全協定」および「緑地保全・創出協定」を締結し、住宅や工場

等における緑地の確保を図っています。 

 

 

区 分 件 数 事業面積(ｈａ) 緑地面積(ｈａ) 植栽本数(千本) 

住宅・事業場系 87 23.85 3.20 90.95 

工場系 1 0.08 0.01 0.13 

合 計 88 23.93 3.21 91.08 

※令和４年度に締結したもの 

 

 

２．今後の取組み               

 

都市化が進展する本市においても、貴重種といわれる動植物が何種類か生息しています。特に北部地区

には、緑地や湧水をはじめとした自然的な環境要素がまだ多く残されており、エビネ、タヌキ、カワセミ、フク

ロウ類、カブトムシ、ホトケドジョウ等の動植物が生息しています。 

一方、住宅が密集する南部地区でも斜面林、公園・寺社の森を中心に、その規模は小さいものの多くの

緑地が残されており、動植物の生息の場及び市民の憩いの場となっています。 

このような市内に残された貴重な樹林地を中心に自然を極力保全しながら、新たな自然を創造する取り組

みをすることが、今後の環境保全行政を推進する上で重要となっています。 
 

 

 

第４節 自然の保全対策 

表2-2-6 指定樹木等                           (令和４年度) 

表2-2-7 緑化協定締結事業場等                       (令和４年度) 
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かつて市内には、多くの湧水が存在しました。これらの湧水は､40～50 年前まで生活用水や稲の種籾の

発芽、水田の引き水、収穫した野菜を洗う場などに利用され、農業や生活にかかせない存在でした。 

しかし、水道が各家庭に引かれ、生活様式の変化や農業従事者の減少、農地・樹林の宅地化により都市

化が進行すると、次第にその利用価値を失い、今日では一部の樹林地や谷津の湿地、寺社の一角にわず

かに残るだけとなりました。 

湧水は、きれいな水で、周辺を潤し、生き物の生息空間となるだけでなく、背後に雨水の染み込む緑地や

農地、草地等を必要とするなど、自然環境の豊かさを総合的に表す象徴にもなっています。 

そこで、本市では、エコシティ施策の一環として、平成 9 年度～17 年度で次の 6 ヵ所で貴重な湧水の保

全・再生に地域住民とともに取り組み整備してきました。 

今では地域住民の憩いの場として親しまれています。また、完成後の湧水の簡単な維持管理については、

地域住民の協力を得ています。 

 

 

年度 湧 水 名 所 在 地 

9･10 二子藤の池 東中山 1丁目 316 

11 ゲエロの池 印内 2丁目 293 

11 葛飾神社の池 西船 5丁目 409 

12･13 倶梨迦羅不動尊 飯山満町 3丁目 1524番 1 

14 葛羅の井 西船 6丁目 174番 1の一部 

17 二子浦の池 東中山 1丁目 330番 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 湧水の保全 

表 2-2-8 湧水の保全・再生 

ゲエロの池 
倶梨迦羅不動尊 

葛飾神社の池 葛羅の井 
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１．河川整備の変遷             

 

海老川を始めとする本市の河川は、過去において幾度となく洪水が発生し、浸水被害を引き起こしたため、

河岸堤防をコンクリート等で垂直な河岸に整備するなど治水中心の河川整備を行ってきました。その結果、

洪水の発生は大幅に減少し、治水対策は大きな成果をあげました。 

その後、河川は水と緑の貴重なオープンスペースとして、潤いのある水辺空間や多様な生物の生息・生育

環境の場として捉えられるようになり、また、地域の風土と文化を形成する重要なものとして、地域の個性を

生かした川づくりが強く求められるようになっていきました。 

このようなことから、周辺の景観や地域社会と一体となって河川改修を行う「ふるさとの川モデル事業」や、

従来の治水中心の川づくりから、自然と融和した川づくりを行うことにより、良好な河川環境を取り戻し、人と

河川の関係を再構築するため、代表的な河川における先進的な取り組みとして、パイロット的に「多自然型

川づくり」が始まりました。 

また、平成9年度には河川法が改正され、河川管理の目的として河川環境の整備と保全が位置付けられ、

平成18年度には、普遍的な川づくりの姿として「多自然川づくり基本指針」が国より示され、「多自然川づくり」

が全ての河川における川づくりの基本となりました。 

本市においても、河川整備にあたっては治水のみでなく、自然環境の保全及び再生を図った多自然川づ

くりを進めています。 

 

２．実施施策                  

 

まず河川修景事業として、ふるさとの川モデル事業にて、海老川と長津川の良好な水辺空間の形成と方

策を検討し、平成2年度に整備計画が認定されました。この計画に基づき、川をより身近に感じることができる

ような親水学習の拠点整備、緩傾斜護岸化、散歩道等の整備を行い、現在は市民の憩いの場として親しま

れています。 

次に、二重川においては、都市基盤河川改修事

業にて多自然型川づくりを実施し、平成18年度に竣

工したのをはじめ、木戸川においては、平成15年度

に策定した木戸川整備計画に基づき、準用河川改

修事業として多自然川づくりを実施し、平成28年度に

概成しました。現在は、広場や休憩施設などの整備

を行っており、引き続き水辺空間の整備に取り組みま

す。 

また、駒込川においては、平成29年度から準用河

川改修事業として多自然川づくりを進めています。 

 

 

 

 

 
多自然川づくりにより整備された木戸川 

 

 第１節 水辺の整備 
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地上に降り注いだ雨や雪の一部は､地中に浸透・貯留され、土壌水や地下水となり、地中に浸透しきれな

い雨や雪は、河川に流出し海に至ります。土壌により涵養された浅層地下水は、ゆっくりと河川に流出して平

常時の河川の水量を維持するとともに、その一部は長い年月をかけて深層地下水を涵養します。 

また、土壌中に貯えられた水は蒸発あるいは植物から蒸散し、海や湖沼などの水は水面から蒸発し、再び

降雨又は降雪の成因となります｡こうした水の流れが自然界の水循環です。 

しかしながら、都市化の進んだ流域では､建物や舗装路で浸透域が覆われ､雨水が地中に浸透しない不

浸透域が拡大する等の人工的要素により、自然界の水循環に悪影響を与えています。 

 

１．現況                     

 

（１）河川改修と浸透域の減少 

昭和50年から平成元年にかけて頻繁に洪水が発生し、浸水被害が発生しました。特に、昭和59年、61年

には2,000戸以上の家屋が浸水し､大きな被害をもたらしました。 

その後､河川改修などの治水事業により下流域の市街地での被害は大幅に軽減されましたが、未だ洪水

に対する安全性は低く、都市化の進展に伴い浸透域が減少し、雨水の浸透や地下に貯留する能力は低下

しています。 

 

（２）河川流量の減少 

平常時における河川流量は､公共下水道の整備が進むにつれて川に流れ込む生活排水などの水が少な

くなったため、減少傾向にあると考えられます。 

また、地下水が河川へ流出する量は、昭和20年代に比べ少なくなっており、今後さらに、都市化が進行す

れば、流域に見られる数少ない湧水も枯渇する恐れがあります。 

 

（３）河川水質の変化 

戦後の高度成長期には、工場・事業所からの産業系排水と一般家庭からの生活排水等により水質汚濁が

顕著でしたが、その後、法整備や公共下水道の整備等により、徐々に川の水はきれいになってきました。 

今後も引続き公共下水道整備等を進めることにより、水質改善が見込まれます。 

 

（４）水利用の変化 

以前は、生活用水や農業用水として盛んに川の水が利用されていましたが､水質の汚濁を理由に昭和40

年代から農業用水には地下水が利用されるようになり、現在では川の水は利用されていません。 

 

（５）河川の生態系 

平成 25、26 年度に実施した自然環境調査において、市内の河川で確認された種は、河川の中下流域に

生息する種が中心であり、そのほか、主に河口域に生息するボラ、アシシロハゼ、回遊性魚類であるウグイ、

アユ、ウナギなども確認されました。   

また、水の澄んだ流れの緩やかな細流に生息するスナヤツメ類やホトケドジョウも確認されましたが、特定

外来生物であるブルーギル、ブラックバスも確認されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 第２節 水循環への取組み 
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２．取組み                   

 

（１）海老川流域水循環再生構想 

海老川流域では、望ましい河川・流域の在り方を水循環の再生の視点で模索するとともに、行政や市民の

意向を反映させた河川・流域整備の基本方針を検討することを目的に、千葉県をはじめとする行政、学識者、

市民団体、及び住宅・都市整備公団（現 UR 都市機構）で構成される「海老川流域水循環再生構想検討協

議会」が平成8年3月に設立され、「海老川流域水循環再生構想」が平成10年3月に策定されました。 

その後、「海老川流域水循環再生推進協議会」が平成 10 年 10 月に設立され、具体的な実行計画を取り

まとめた「海老川流域水循環系再生行動計画」（「第一次行動計画」）が平成 11年 12月に策定されました。 

その後も平成 18年 3月に「第二次行動計画」、平成 23年 3月に「第三次行動計画」が策定され、各施策

に基づく各取組みを推進してきましたが、平成 31 年に「海老川流域水循環再生構想」が中期目標年を迎え

たことから、社会情勢の変化も踏まえ、基本的な理念や方針は当初構想を踏襲しつつ令和 2年 11月に改訂

され、令和 3年 3月に「第四次行動計画」が策定されました。 

現在は令和 3年 3月に策定された「第四次行動計画」に基づき各取組みを推進しています。 

 

（２）印旛沼流域水循環健全化計画 

印旛沼流域では、中・長期的観点から流域の健全な水循環を考慮した印旛沼の水環境改善策及び治水

対策を行うことを目的とし、千葉県をはじめとする行政、学識者、水利用者、及び市民団体で構成される「印

旛沼流域水循環健全化会議」が平成 13年 10月に設立されました。 

その後、平成 16 年 2 月に策定された「印旛沼流域水循環健全化緊急行動計画」に基づき、早期に実現

可能な取組みから実施されました。 

さらに平成 22年 1月には基本構想の位置づけとなる「印旛沼流域水循環健全化計画」が策定され、同時

に各施策の実施主体が実施するべき取組みを取りまとめた「第１期行動計画（案）」も策定されました。 

また、今後、更なる普及と活動の活性化を図ることを目的として、平成 29年 1月に国の政策会議において、

水循環基本計画に基づく「流域水循環計画」として認定・公表されました。 

その後、平成 29年 3月に「第 2期行動計画」が策定され、各施策に基づく各取組みを推進してきましたが、

目標年を迎えたことから、令和 4年 3月に「第 3期行動計画」が策定され、流域治水を駆動力として、水循環

健全化の取組を活性化することとなりました。 

現在は令和 4年 3月に策定された「第 3期行動計画」に基づき各取り組みを推進しています。 

 

（３）真間川流域水循環系再生構想 

真間川流域では、都市化の進展に伴って生じる都市型洪水の懸念や平常時水量の減少に対応し、健全

な水循環系再生を目標として、千葉県をはじめとする行政、学識者、及び市民団体で構成される｢真間川流

域水循環系再生構想検討委員会｣が平成 14 年 8 月に設立され、「真間川流域水循環系再生構想」が平成

16年 3月に策定されました。 

現在は平成 21年 4 月に策定された「真間川流域水循環系再生行動計画」に基づき各取組みを推進して

います。 

 

（４）その他の取組み 

各流域では、千葉県をはじめとする行政、学識者及び市民団体で構成される流域懇談会が設立され､治

水だけでなく環境等も踏まえた河川整備計画を策定することとなっており、真間川流域（利根川水系江戸川

左岸圏域）では平成 18 年 12 月に、印旛沼流域（利根川水系手賀沼・印旛沼・根木名川圏域）では平成 19

年 7月に、海老川流域（二級河川海老川水系）では令和元年 11月に策定されました。 
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地球環境問題とは、国境を越えて被害や影響が生じて地球的規模に広がる問題であり、地球温暖化、酸

性雨、オゾン層の破壊、有害廃棄物の越境移動、海洋汚染、野生生物種の減少、熱帯林の減少、砂漠化及

び開発途上国の公害問題等が挙げられてきました。中でも地球温暖化は深刻化しており、地球温暖化の進

行を抑える「緩和策」と地球温暖化の影響を回避・軽減する「適応策」の実施が急務であるとされています。 

 

（１）地球温暖化 
地球温暖化とは、人間活動による二酸化炭素、フロン、メタンなどの温室効果ガスの排出量の急増により

温室効果ガスの大気中濃度が増加し、温室効果が強くなることで引き起こされる気温の上昇をいいます。 

地球温暖化が進行すると、気温が上昇するだけでなく、局地的な大雨など異常気象の発生確率の上昇、

海面上昇、生態系への影響などが起こり、人類の生存基盤に深刻な影響を及ぼすことが現実的なものとな

っています。 

図 2‐4‐1 は、世界の平均気温の基準値（1991～2020 年の 30 年平均値）からの偏差を示したもので、長

期的に見ると 100 年あたり 0.74℃の割合で上昇しています。特に 1980 年以降は大きく気温が上がってきて

いることがわかります。 

日本付近でも大気中の二酸化炭素濃度の年平均値が平成26年（2014年）にはじめて400ppmを超え、さら

に平成29年、平成30年と連続で観測史上最高を更新するなど深刻な状況を示しており、世界的な取り組み

が急務です。 

このような状況から、平成27年12月 COP21においてパリ協定が採択され、すべての国が参加する令和2年

以降の温室効果ガス削減の新たな国際的な枠組み（世界全体の温暖化を2℃未満に抑制する等）が合意さ

れました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）オゾン層の破壊 
オゾン層の破壊は、太陽からの有害な紫外線を吸収するオゾン層が、フロン等の物質によって破壊される

現象であり、地表に届く紫外線の増大により人間への健康被害のほか、生態系への影響が懸念されていま

す。 

 第１節 地球環境問題 

 

 

  

 

 

図 2-4-1 世界の年平均気温の経年変化 

（1891〜2022 年） 出典：気象庁 
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フロンは、エアコン、冷蔵庫の冷媒、スプレー噴射剤など広く用いられていましたが、オゾン層の破壊、地

球温暖化といった影響が明らかになったため、他の物質への代替や、生産・輸入の規制、改修の義務付け

など対策が進みました。そのため現在は、オゾン層の破壊の拡大傾向は長期的に見られなくなっており、今

世紀末には元の状態に回復すると予想されています。一方、フロンの代替物質であるＨＦＣ（代替フロン）も

またオゾン層を破壊しないものの、大きな温室効果があり、ノンフロンやさらに温室効果の低い物質への転換

が必要となります。 

 

 

 

 

 

平成4年(1992年)の地球サミットを機に国連気候変動枠組条約が採択され、地球温暖化対策に世界全体

で取り組んでいくことに合意しました。同条約に基づき、平成7年から気候変動枠組条約締結国会議（COP）

が毎年開催されています。平成9年12月に開催された COP3では、日本が議長を務め、先進国に拘束力の

ある削減目標を設けた京都議定書が採択され、世界全体での温室効果ガス排出削減の一歩を踏み出しま

した。 

日本の温室効果ガスの排出量については、平成17年2月発効の京都議定書第1約束期間中（平成20～

平成24年度）に、基準年度である平成2年度比で年平均6％削減する義務が課せられましたが、5か年間排

出量平均では8.4％減となり目標を達成しました。 

東日本大震災以降、火力発電の割合が増えたことによる化石燃料消費量の増加で温室効果ガスの排出

が増大しましたが、平成26年度以降は減少傾向となっています。 

国は、平成27年7月に令和12年度の温室効果ガス削減目標を平成25年度比で26.0％減とする「日本の約

束草案」を決定し、気候変動枠組条約事務局に提出しました。 

また、平成27年12月にＣＯＰ21で採択されたパリ協定において、世界全体の温暖化を2℃未満に抑制する

こと、温室効果ガス排出量を実質ゼロにすること等が世界共通の目標に掲げられました。 

約束草案及びパリ協定等をふまえ、国は平成28年5月に令和32年度までに平成25年度比で80%の温室効

果ガス排出削減を目指すことを位置づけた「地球温暖化対策計画」を閣議決定するとともに、温暖化対策の

普及啓発強化並びに国際協力及び地域における対策の推進を盛り込む形で「地球温暖化対策の推進に関

する法律」（温対法）を改正しました。平成30年6月には「気候変動適応法」が公布され、温室効果ガスの排

出量を減らすなどの「緩和策」とともにすでに起こりつつある気候変動へ対応する「適応策」が地球温暖化対

策の両輪として法的に位置づけられました。 

令和2年10月には前総理大臣が令和32年までに温室効果ガス排出実質ゼロにすることを所信表明演説

で宣言したほか、全国の多くの自治体が温室効果ガス排出量ゼロを目指すゼロカーボンシティを宣言し、令

和5年6月30日現在、973の自治体が再エネ導入、省エネ対策、森林整備など、これまで以上に積極的に地

球温暖化対策に取り組んでいくことを明らかにしました。 

国は令和3年5月に温対法の一部改正案を成立させ、令和32年までの脱炭素社会の実現を法律に位置

付けました。また、国は同年10月に地球温暖化対策計画を、新たな削減目標を踏まえて改定しました。さら

に、同月にパリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略が閣議決定され、脱炭素社会の実現に向けた基本

的考え方、ビジョン等を示しました。加えて、同年10月31日から11月13日までCOP26が英国・グラスゴーで開

催されました。日本からは岸田総理が出席し、全ての締約国に野心的な気候変動対策を呼びかけたほか、

新たな令和12年度温室効果ガス削減目標、今後5年間での100億ドル資金支援の追加コミットメント、適応へ

の取組のための資金支援の倍増、グローバル・メタン・プレッジへの参加を表明するなど、日本の気候変動

分野での野心的な取組の発信を行い、多くの参加国・機関から高い評価と歓迎の意が示されました。 

令和４年11月6日から11月20日までＣＯＰ27がエジプト（シャルム・エル・シェイク）で開催されました。日本

からは西村環境大臣が出席し、主要経済国に対して1.5℃目標と整合した排出削減目標の作成を呼びかけ

たほか、今後10年間で150兆円超のＧＸ投資の実現や脱炭素につながる新しい国民運動を開始したこと、ア

ジア・ゼロエミッション共同体の構想の実現を目指していくことなどの発信を行いました。 

 

 

 

 第２節 地球温暖化対策 
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１．船橋市地球温暖化対策実行計画 
 

（１）計画の趣旨 
これまでの地球温暖化対策実行計画（区域施策編）は計画の中間目標が令和2年度末であるため、令和

3年3月に船橋市の地球温暖化対策を定める計画として新しい「船橋市地球温暖化対策実行計画」を策定し

ました。この計画は、長期目標として2050年ゼロ・カーボン挑戦という意欲的な目標を掲げており、区域施策

編、地球温暖化の影響を回避・軽減する適応策に加えてエコオフィスプラン（事務事業編）も盛り込み総合

的な地球温暖化対策について施策を定めました。 

 

（２）削減目標 
船橋市地球温暖化対策実行計画では区域施策編にて、市域から排出される温室効果ガス排出量の削減

について中期目標と長期目標を定めました。中期目標は対策・施策の積み上げにより「令和12年度までに

平成25年度比温室効果ガス排出量46％削減」とすることとしました。長期目標については、引き続き市民・事

業者・市の各主体が温室効果ガス排出削減取組を最大限行うことに加えて、新技術の開発や社会スタイル

の大きな変革が必要となりますが、「意欲的な目標として2050年ゼロ・カーボン挑戦」を掲げました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（３）施策体系 

 本計画では、目指す環境像を実現するため、以下に定める施策の柱のもとに緩和策、適応策及び横断的

な施策（ひとづくり）を展開します。さらに緩和策については、市民・事業者の皆様にとって自身で行う取組を

わかりやすくするため、「暮らし」、「仕事」、「まちづくり」の３つの分野で展開します。 

 

 

 温室効果ガス排出量の削減目標  

中期目標： ポテンシャルから目標を設定 

⇒2030 年度までに 2013 年度比 46％削減 

長期目標： 技術革新や社会スタイルの大幅な変革が必要 

⇒意欲的な目標として 2050 年ゼロ・カーボンに挑戦 
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図 2-4-2 船橋市地球温暖化対策実行計画の施策体系 
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２．船橋市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

 

（１）温室効果ガス排出量の推移 

船橋市域から排出される温室効果ガスの経年変化を図2-4-3に示しました。令和2年度実績は基準年度

比約16％削減となっております。 

温室効果ガスの発生割合としては約97％が二酸化炭素です。発生源部門別に見ると図2-4-4のとおり、

産業部門が最も排出量としては大きいものの、排出量は基準年度から約20％削減となっており排出削減が

進んでいます。 

また、民生部門については業務その他部門は約20％、家庭部門が約29％削減されており、市民・事業者

の身近な温暖化対策の取組が浸透していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-3 船橋市における温室効果ガス別全排出量の推移 

図 2-4-4 船橋市における部門別二酸化炭素排出量の内訳 
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３．地球温暖化対策に関する取組み 

 

（１）船橋市ゼロカーボンシティ推進地域協議会 
地球温暖化対策の推進のため、平成21年（2009年）3月に市民団体、事業者・事業者団体、学識経験者

及び行政等が参加して、「船橋市地球温暖化対策地域協議会」が設立されています。 

令和4年4月に脱炭素実現の社会的な情勢を鑑みて、協議会の名称を船橋市ゼロカーボンシティ推進地

域協議会に変更しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               

 

 

 

 

 

 

 

協議会は、地球温暖化対策実行計画に基づく温室効果ガスの削減目標の達成を目指し、各主体の自発

的、具体的な行動を促進するための中核的な役割を担っています。身近にできる取組みをまとめた「第3次

アクションプラン」の推進や各種啓発イベントを実施しており、取組状況については、協議会のホームページ

にて公表されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※温対法によって定められた

組織。地球温暖化防止に関す

る「情報提供」「啓発・広報                              

活動」等行う 

図 2-4-6 地域協議会のホームページ トップ画面 

（URL：https://ondanka.webnode.jp） 

図 2-4-5 船橋市ゼロカーボンシティ推進地域協議会の構成 

※ 

https://ondanka.webnode.jp/
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（２）緑のカーテン 
緑のカーテンは、夏季にゴーヤ等のつる性植物で南側の窓を覆って日差しをさえぎることにより室温の上

昇を防ぎ、冷房にかかる電気量の節減を図る効果とともに開花や収穫を楽しめることから、家庭で身近にで

きる温暖化対策の一つとなっています。 

こうした緑のカーテンを普及させていくため、平成20年度（2008年度）から市民及び公共施設等へゴーヤ

の苗を配布し、平成21年度から平成30年度までは、市と船橋市地球温暖化対策地域協議会の共催事業と

して緑のカーテンコンクールを実施しました。本事業の12年目となった令和元年度からは、さらなる緑のカー

テンの普及を図るため、緑のカーテンの育成に着手した方を対象とした、エコ商品等の景品が当たるキャン

ペーンと市役所本庁舎や船橋駅前総合窓口センター（FACEビル5階）等での写真展示に事業を変更して実

施しました。 

また、より効果的な地球温暖化に関する意識啓発を図るため、令和4年度は環境家計簿「ふなばしエコノ

ート」の普及事業と併せて普及啓発を行いました。 

   

 

 

ゴーヤの苗配布数 2,095株 

ゴーヤの種配布数（1袋10種） 100袋 

キャンペーン応募件数 61 件 

写真展示応募件数  20 件 

 

 
 

（３）環境家計簿の配布 
電気とガスの使用量から、家庭での二酸化炭素

排出量を簡単に計算し、地球温暖化防止への意識

を深めてもらうため、平成20年度（2008年度）から環

境家計簿「ふなばしエコノート」を作成し、配布を行

っています。 

平成28年度には使いやすいものに改訂、平成30

年度には一歩踏み込んだ中級編を作成しました。

出前講座等で配布するとともに、ホームページでも

提供しています。また、令和元年度には食品ロスダ

イアリーを加えたエコノートを作成し公開していま

す。 

 

 

 

（４）船橋市地球温暖化防止活動推進員の派遣 

地球温暖化防止に関する意識の啓発及び地球環境保全活動の推進を図るため、平成21年度（2009年度）

から市内の市民活動団体や町会・自治会等が実施する学習会、研修会等に市が登録した船橋市地球温暖

化防止活動推進員を派遣しています。 

令和４年度は推進員の派遣を6回行いました。 

 

（５）再エネ・省エネ設備設置費補助金の交付 
省エネルギー対策による化石燃料の削減を通して温室効果ガスの排出抑制を図るため、平成21年度

（2009年度）から要件を満たす住宅用太陽光発電システム及び燃料電池等の省エネ設備等の設置費用の

一部を補助しています。 

表 2-4-1 緑のカーテン事業結果（令和４年度） 

ふなばしエコノート 

船橋市立八木が谷北小学校の緑のカーテン 
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対象設備 金額 件数 

太陽光発電システム 

既築の住宅でＨＥＭＳ（エネルギー管理システム）または 

定置用リチウムイオン蓄電システムの設置が必須 

2万円／kW 

（上限 9万円） 
46件 

太陽熱利用システム（強制循環型） 5万円 0件 

家庭用燃料電池システム（エネファーム） 5万円 37件 

定置用リチウムイオン蓄電システム 10万円 240件 

電気自動車（太陽光発電システムのみ併設の場合） 15万円 4件 

電気自動車（V2H充放電設備併設の場合） 10万円 10件 

V2H充放電設備 

設備購入費用

の 1/10 

(上限 25万円) 

3件 

 

 

 
 

 

 

 

市では、事業者としての立場で率先して環境保全活動を実行するため、平成10年（1998年）10月に船橋

市環境保全率先行動計画（エコオフィスプラン21）を策定しました。 

その後、温対法及び「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）が制定さ

れ、市が取り組まなければならない施策が示されたことから、平成15年に環境保全率先行動計画の見直しを

行い、地球温暖化対策実行計画や環境物品の調達方針を取り入れた第2次ふなばしエコオフィスプランを

策定しました。 

さらに、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省エネ法）の改正により、市長部局・教育委員会・医

療センターの3つの組織体区分でエネルギー使用量等の実態把握と定期報告が義務付けられたことを受け、

これに対応できるよう温対法第21条第1項に規定する地方公共団体実行計画として、平成23年3月に「船橋

市地球温暖化対策実行計画（第3次ふなばしエコオフィスプラン）」を策定しました。 

平成27年3月には「船橋市再生可能エネルギー等導入方針」を、平成27年11月には同方針の内容を盛り

込んだ「船橋市地球温暖化対策実行計画（第4次ふなばしエコオフィスプラン）」を策定し、市公共施設への

再生可能エネルギーや省エネルギー設備の導入を推進しています。 

平成30年4月には「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律」と

前述の「船橋市再生可能エネルギー等導入方針」に基づき、環境に配慮した電気の調達を行うため「船橋

市電気の調達に係る環境配慮契約実施要領」を策定しました。令和元年度より本庁舎、学校をはじめとする

多くの公共施設で温室効果ガス排出量の少ない環境に配慮した電気の購入を始めています。 

前計画は令和2年度までの計画のため、令和3年3月に新しい「第5次ふなばしエコオフィスプラン」を策定

しました。新たな取り組みとして各職場へエコオフィスリーダーを設置してエコオフィス行動の周知を図ってい

ます。  

 令和4年10月には計画の各目標値の見直しを行い、令和12年度までの温室効果ガス排出量の削減率な

どの各目標値を引き上げました。 

表 2-4-2 補助金額及び補助件数（令和４年度（2022 年度）） 

 第３節 市の事業者としての取組み 
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１．ふなばしエコオフィスプラン   
（１）第5次ふなばしエコオフィスプラン 

 令和2年度末をもって、第4次ふなばしエコオフィスプランの計画期間が終了するため令和3年度から令和

12年度までを計画期間とする第5次ふなばしエコオフィスプランを令和3年3月に策定しました。本計画は同じ

く令和2年度末をもって終了する「船橋市再生可能エネルギー等導入方針」の方針を組み込んだ新しい計

画としました。 

ア．計画の趣旨 

市自らが行う事務・事業について、①環境に配慮した知識の習得、②再生可能エネルギー・省エネルギ

ー設備の導入の推進、③設備の維持管理による温室効果ガスの削減、省エネルギー対策の推進、④温室

効果ガスの削減に資する日常的な省エネ活動等の実践、⑤環境配慮契約、グリーン購入の推進による低炭

素化の誘導の5つの推進方針を掲げて温室効果ガスの削減を図る計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①環境に配慮した物品・役務の調達の推進 

②受注事業者等への環境配慮契約の推進 

再生可能エネルギー・省エネルギー設備

の導入の推進 
①再エネ・省エネ設備導入に向けた検討 

②新設・大規模改修におけるエネルギー対策 

環境配慮契約、グリーン購入の推進に

よる低炭素化の誘導 

②設備・機器の保守・管理に関する取組 

①日常的な設備の使用に関する取組 

 

③設備・機器の運用改善に関する取組 

①エコオフィス行動の実践 

 

 ②公用車に関する取組 

 

設備の維持管理による温室効果ガスの

削減、省エネルギー対策の推進 

温室効果ガスの削減に資する日常的な

省エネ活動等の実践 

環境に配慮した知識の習得 
①職員研修の実施 

②情報提供、啓発の推進 

③用紙類に関する取組 

④水使用に関する取組 

⑤廃棄物・リサイクルに関する取組 

③既存施設におけるエネルギー対策 

推進方針 推進事項 

図 2-4-7 推進体系図 
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イ．計画の期間 

令和3年度から令和12年度までの10カ年 

 

ウ．対象とする事務・事業の範囲 

地方自治法に定められた市が行うすべての事務・事業並びに組織（市が主に出資している法人等は対象

外）、及び施設（条例に基づき管理委託している施設については温室効果ガスの排出量及びエネルギー使

用量についてのみ）が対象です。 

 

エ．計画の目標 

削減目標を以下のとおり定めました。 

・再生可能エネルギーの活用や設備の省エネルギー化、日常的なエコオフィス行動の推進等により、市事業

からの温室効果ガス排出量を令和12年度において基準年度（平成25年度）と比較して 48%以上を削減する

ものとします。 

 

・再生可能エネルギーの活用や設備の省エネルギー化、日常的なエコオフィス行動を実践し、エネルギー

使用量を令和12年度において令和3年度と比較して20,000kl以上削減するものとします。 

 

・用紙購入量については、年間470t以下を目指します。 

 

・廃棄物の焼却に伴う CO2排出量が多いことから、本庁舎から排出されるごみ総量について年間120t 以下

を目指します。 

 

 

（２）温室効果ガスの排出量 

ア．市事業全体の排出量 

市組織、市事業全体での令和４年度の温室効果ガス排出量は132,822t-CO2で、基準年度比で約12％削

減しました。 

 

 

 

 

 
 

 

 

イ．由来別の排出量 

市事業全体での温室効果ガス排出量のうち、電気やガス、

ガソリン等の使用により発生するエネルギー由来の排出量は

44,892t-CO2で全体の約33.8％、焼却や下水処理などのエネ

ルギー利用以外で発生する非エネルギー由来の排出量は

87,930t-CO2で全体の約66.2％を占めました（図2-4-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成 25 年度 
（t-CO2） 

令和 4年度 
（t-CO2） 

基準年度比 
（％） 

市事業 

全体 
150,627 132,822 -12 

表 2-4-3 温室効果ガス排出量  

非エネルギー由来 

87,930 t-CO2 

66.2 % 

エネルギー由来 

44,892 t-CO2 

33.8 % 
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表2-4-4は温室効果ガスの排出源別排出量を示

したもので、エネルギー由来排出量のうち施設内で

のエネルギー使用によるものは全体の32.9％、公

用車の走行や街灯等による施設外でのエネルギー

使用によるものは全体の0.9％を占めました。 

非エネルギー由来排出量のうち最大の排出源は

廃プラスチックの焼却で、全体の 61.6％を占めまし

た。 

なお、下水道処理施設（計 2,989 t-CO2）や、病

院施設（計 7,261 t-CO2）、小中学校（計 12,664 t-

CO2）、地方卸売市場（2,970 t-CO2）などが多くを

占めております。 

 

 

 

 

 

ウ．エネルギー使用量 （原油換算値） 

令和4年度の電気、ガス、灯油等のエネルギー

の使用量（車両用燃料及び街路灯用電気を除く）

は、表2-4-5に示すように原油換算値で25,964kLと

なっており、基準年度より3,352kL削減しました。 

 

 

 

 

 

２．再生可能エネルギーの活用        

（１）再生可能エネルギーの導入及び省エネルギー対策事業の推進状況 

ア．再生可能エネルギーの活用 

表2-4-6は再生可能エネルギー設備設置状況を示したものです。再生可能エネルギーの活用による CO2

削減、自立電源の確保及び環境学習や啓発のため、市の施設に太陽光発電設備等を設置しています。 

また、令和4年度からは高瀬下水処理場で消化ガスを用いたバイオマス発電や避難所等に指定されてい

る小中学校・公民館・本庁舎の計39施設で太陽光発電設備が稼働しています。 

イ．省エネルギー設備等の導入 

電気エネルギーの節減のため、新設する施設の設備や既設の老朽化した設備に対して、消費電力の低

い LED 灯や調光システム、インバーター制御等により高効率化された空調機器の導入などを順次行ってい

ます。また、環境政策課及び下水道施設課では電気自動車を導入し、走行時の CO2や排気ガスの排出抑

制に寄与しています。 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果 

ガスの由来 
排出源 

排出量 
(t-CO2/年) 

構成比 
（％）※ 

エネルギー 

由来 

施設内利用 43,734 32.9 

施設外利用 1,158 0.9 

小計 44,892 33.8 

非エネルギー 

由来 

廃プラスチッ

クの焼却 
81,779 61.6 

焼却処理 2,708 2.0 

下水処理 3,377 2.5 

その他 

（し尿等） 
66 0.1 

小計 87,930 66.2 

計 132,822 100 

 
令和 3年度

（kL） 

令和 4年度

（kL） 

基準年度比
（kL） 

エネルギー

使用量 
29,316 25,964 -3,352 

表 2-4-5 エネルギー使用量 (原油換算値) 

表 2-4-4 温室効果ガス排出源別排出量 （市事業全体） 

※端数の処理を行っているため、合計が合わないことがあります。 
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設置施設 
出力

（kW） 

設置 

年度 

【太陽光発電】 

市場小学校 10 H22 

法典西小学校 10 H22 

咲が丘小学校 10 H22 

西海神小学校 20 H23 

船橋小学校 10 H26 

坪井小学校 10 H26 

船橋中学校 10 H22 

宮本中学校 10 H22 

旭中学校 10 H22 

飯山満中学校 10 H22 

湊中学校 10 H26 

若松中学校 10 H27 

前原中学校 10 H27 

特別支援学校（高根台） 10 H22 

西図書館 10 H28 

坪井公民館 10 H22 

法典公民館 10 H24 

北部公民館 10 H27 

高瀬下水処理場上部運動広場 8 H28 

北総育成園 10 H24 

保健福祉センター 10 H27 

地方卸売市場管理棟 10 H28 

ふなばし三番瀬環境学習館 3 H28 

北部清掃工場 8 H28 

体育施設管理事務所 10 H29 

市立船橋高等学校第三体育館 20 H29 

法典東小学校 10 H29 

東消防署古和釜分署 10 H30 

坪井児童ホーム 10.8 H30 

南部清掃工場 21 R2 

塚田南小学校 10 R3 

 

設置施設 
出力

（kW） 

設置 

年度 

【太陽光発電】 

海神小学校 45.6 Ｒ4 

西海神小学校 25.6 Ｒ4 

小栗原小学校 45.6  R4 

夏見台小学校 75.6  R4 

高根小学校 65.6  R4 

金杉小学校 55.6  R4 

三咲小学校 95.6  R4 

八木が谷北小学校 85.6  R4 

法典小学校 75.6  R4 

丸山小学校 45.6  R4 

塚田小学校 55.6  R4 

二宮小学校 45.6  R4 

飯山満小学校 55.6  R4 

芝山東小学校 55.6  R4 

芝山西小学校 55.6  R4 

七林小学校 55.6  R4 

田喜野井小学校 65.6  R4 

高郷小学校 35.6  R4 

習志野台第一小学校 85.6  R4 

坪井小学校 75.6  R4 

大穴北小学校 55.6  R4 

宮本中学校 65.6  R4 

葛飾中学校 65.6  R4 

高根中学校 65.6  R4 

八木が谷中学校 95.6  R4 

前原中学校 65.6  R4 

三田中学校 65.6  R4 

高根台中学校 95.6  R4 

坪井中学校 85.6  R4 

 

表 2-4-6 再生可能エネルギー設備設置状況 
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設置施設 
出力

（kW） 

設置 

年度 

【太陽光発電】 

豊富中学校 35.6  R4 

浜町公民館  5.6  R4 

習志野台公民館 15.6  R4 

飯山満公民館 15.6  R4 

薬円台公民館 35.6  R4 

二和公民館 25.6  R4 

坪井公民館 15.6  R4 

夏見公民館 15.6  R4 

高根公民館 15.6  R4 

市役所本庁舎 31.2  R4 

 

設置施設 
出力

（kW） 

設置 

年度 

【小水力発電】 

西浦下水処理場 5 H26 

高瀬下水処理場 15 H29 

【風力発電】 

ふなばし三番瀬環境学習館 1 H28 

【廃棄物発電】 

北部清掃工場 8,800 H28 

南部清掃工場 8,400 R2 

【バイオマス発電】 

西浦下水処理場 750 R1 

高瀬下水処理場 1,170 R4 

 

ふなばし三番瀬環境学習館に設置される風力

発電設備と太陽光発電設備 



 

114 

 

３．清掃工場の余剰電力を活用した自己託送実証事業 

北部清掃工場及び南部清掃工場の廃棄物を焼却する際に発生する熱エネルギーを利用して発電した余

剰電力(非 FIT分)を別の公共施設へ送電する自己託送実証事業を令和 4年 4月から令和 6年 9月まで実

施しています。この事業によりエネルギーの地産地消及び公共施設で必要となる残りの電力を再生可能エ

ネルギー100％の電力で調達することで公共施設の使用電力の脱炭素化を図ります。自己託送にて供給す

る公共施設は高瀬下水処理場から開始し、令和 5 年 10 月には市役所本庁舎へも供給を開始する予定で

す。また、実証事業期間で供給先の施設を検討し、令和 6 年 10 月以降は供給する公共施設の更なる拡充

を図り、使用電力の脱炭素に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-4-9 清掃工場の余剰電力を活用した自己託送実証事業イメージ 
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１．環境月間関連行事            

 

1972年ストックホルムで開催された国際人間環境会議において、「人間環境宣言」が採択されたことを記

念して、6月5日は「世界環境デー」とされ、日本では「環境基本法」で「環境の日」と定められています。 

また、国では6月を「環境月間」とし、全国で各種行事を実施しています。 

さらに、市ではこれを受け、市環境基本条例第7条に6月5日からの一週間を環境週間と定めて事業を実

施しています。 

  

  

（１）船橋市環境フェア 

船橋市環境フェアは、環境月間の土曜日に実施しています。 

令和 4年度は、市民・企業・環境団体・行政等で実行委員会を組織し、 

ふなばし三番瀬海浜公園・環境学習館を会場に開催しました。環境学習 

館内や屋外で、工作体験コーナーやパネル展示、観察ワークショップ 

などを行い、2,413名が来場しました。 

 
 

 

 

 

（２）環境パネル展 

最近の環境問題の動向や環境フェアに参加する環境

団体等の活動を紹介するため、環境月間の間、市役所１

階美術コーナー・ふなばしメグスパ・船橋駅前総合窓口セ

ンター・中央図書館において環境パネル展を実施してい

ます。 

令和4年度は、22の環境団体等が日頃の活動状況をパ

ネルや写真で紹介しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 名 場 所 実 施 日 

船橋市環境フェア 
ふなばし三番瀬海

浜公園・環境学習館 

 

6月18日 

環境パネル展 

市役所1階 

美術コーナー 

6月1日～ 

6月7日 

ふなばしメグスパ 
6月2日～ 

6月8日 

船橋駅前総合窓口

センター 

（フェイスビル５階） 

6月10日～ 

6月15日 

中央図書館 
6月22日～ 

6月28日 

第１節 市の環境保全活動 

 

表 2-5-1 環境月間関連事業（令和 4年度） 

 
船橋市環境フェアの様子（令和 4年度） 
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２．啓発事業                  

 

（１）環境学習 

環境を大切にし、より良い環境づくりや環境の保全に配慮して望ましい行動が取れる人を育てていくことが

必要です。身近な地域の環境についての学習や豊かな自然環境の中での様々な体験活動を通して、自然

の大切さを学ぶなど各種の取り組みが進められています。 

本市においても環境教育・環境学習を推進するためのさまざまな事業を行いました。 

 

ア．環境学習への講師派遣 

市民に身近な行政を目指して、平成13年度から実施された出前講座および学校、公民館などで開催する

環境に関する勉強会に講師を派遣しました。内容は、「温暖化対策」等であり、環境問題について学習しまし

た。 

イ．訪問学習の受け入れ 

総合的な学習の一環として、小学生や中学生が校外に出て、様々なテーマに基づいて行う訪問学習が

行われております。 

児童、生徒がふなばし三番瀬環境学習館を訪れ、環境問題や環境に関する仕事について学ぶ機会とな

っています。 

ウ．夏休みセミのぬけがら調査 

市民などから一般募集した講師と共にセミのぬけがらを調べることにより、公園の自然環境や温暖化の影

響を学び、身近な自然への関心を深める目的で開催しています。 

令和4年度は小学生の親子など、延べ63名が参加しました。 

定点調査場所である行田公園は、市内でも有数のセミの生息地であり、クマゼミが確認された数少ない場

所です。本市における温暖化の実態を生物（クマゼミ）により把握するための場所として選定しました。 

また、平成25年度における定点調査では、調査に参加した小学生がクマゼミの成虫を捕まえました。しか

し、クマゼミのぬけがらはこの定点調査では発見されていません。 

 

 
 

 

 

エ．親子自然散策会 

 平成27年度に「自然散策マップ」をリニューアルしました。そのマップを基に千葉県自然観察指導員を講師

に招いて開催しました。コース内の植物や動物の説明を受けることで、市内の貴重な自然環境に触れて、身

近な自然への関心・理解を深め、豊かな生物多様性と自然の恵みを未来につなぐことを目的としています。

令和4年度は春（藤原・丸山コース）と秋（鈴身川コース）に各１回開催し、計46名（春：21名、秋：25名）が参

加しました。 

 

夏休みセミのぬけがら調査の様子（令和４年度） 



 

117 

 

オ．ふなばし三番瀬環境学習館におけるワークショップ・イベントおよび特別・企画展 

ふなばし三番瀬環境学習館では、環境学習館の利用者を対象としたワークショップ・イベントおよび特別・

企画展を開催しています。 

また、令和 2年度からは、オンライン会議システムや動画配信サイトなどを活用した参加者の来館を必要と

しない方式のワークショップを開催しています。 

令和 4年度はワークショップ・イベントに延べ 7,234人が参加しました。 

カ．ふなばしエコカレッジ 

令和4年度より、自然環境を中心に環境に関するテーマを幅広く学び、地域での環境保全活動に取り組

む人材を育成することを目的に、「ふなばしエコカレッジ」を開講しました。環境に関する学識者の講義や市

内各所でのフィールドワークなどを通じて、生物多様性に関する知識や船橋の自然の豊かさ等を学びました。

令和4年度は、45名が受講しました。 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 名 対 象 実 施 日 

環境学習講師派遣 
一般市民等 

8回 
5月3日他 

夏休みセミのぬけがら調査 
小学生以上 

(小学1,2年生は保護者同伴) 

8月5日 

8月9日 

8月19日 

8月23日 

ふなばし三番瀬環境学習館の 

ワークショップ・イベント 

以下主なワークショップ 

 干潟の生きものを探そう 

 ♪鳥くんと野鳥を探そう 

 浜辺の植物 を探 そう 

 生きもののしくみを知ろう 

ワークショップ・イベントによる 

ふなばし三

番瀬環境学

習館にて定

期的に開催 

表 2-5-2  主な環境学習事業（令和 4年度） 

ふなばしエコカレッジの様子（令和 4年度） 
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（２）学校における環境保全活動       

多くの小中学校で地区の特色を生かした環境教育が進められています。 

また、地域の環境ボランティアの協力を受けて、学校ビオトープの維持管理や市民の森等で自然観察が

行われています。 

 

（３）公民館等における環境保全活動    
生涯学習の一環として､公民館などの社会教育施設において､環境学習の講座や自然観察会、イベント

が開催され､多くの市民が参加するとともに､環境ボランティアが講師として協力しています。 

 

（４）こどもエコクラブ事業           
国の環境基本計画において、小中学生の自主的な環境保全活動への参加の重要性が指摘され、 

平成7年度から小中学生の環境保全活動を支援する目的でこどもエコクラブが設立されました。 

 

（５）ふなばし三番瀬クリーンアップ 
三番瀬の清掃や自然観察会などを通じて、三番瀬に対する理解と関心を深めてもらい、三番瀬の保全を

図るため、ふなばし三番瀬海浜公園を会場に平成13年度からふなばし三番瀬クリーンアップを実施していま

す。令和4年度は約654名が参加しました。また、日本大学生産工学部協力のもと、マイクロプラスチックの調

査も行いました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふなばし三番瀬クリーンアップの様子（令和 4年度） 

採取したマイクロプラスチック 
三番瀬に関する啓発チラシ 



 

119 

 

 

 

 

 

 
 

１．市民の環境保全活動       

 

環境問題に対する関心の高まりとともに､積極的に環境保全活動に参加する市民が増えてきています。 

市や環境団体が実施する環境学習に参加したり、自治会や町会などを中心に自発的な学習会を開催したり、

河川の浄化運動に取り組むなど積極的な活動を展開しています。中には海老川の水質浄化を願った「海老

川親水市民まつり」などのように大きなイベントとなった活動もあります。 

 

２．環境団体の環境保全活動       

 

環境団体は、本市の環境保全活動の中心的存在を担っています。環境団体は、独自の活動を実施する

だけでなく､市民向けの講演会、自然観察会、複数の団体が協力してイベントの開催、環境フェアなどの事

業への参加､市の行う環境学習への協力、小学校で環境教育の講師などをしています。 

今後も、行政とのパートナーシップ（対等な協力関係）による活躍が期待されます。 

 

 
 

 

 

 

 

１．環境マネジメントシステムの導入   

 

事業活動に伴う環境への負荷を低減するため、多くの工場・事業所が ISO14001・エコアクション 21 の規

格に基づく環境マネジメントシステムを導入しています。業種も製造業だけでなく、流通業や建設業など様々

な分野に広がっています。 

 

２．環境保全活動               

  

事業所における環境保全活動は、地域の環境を積極的に良くする活動へと広がり、定期的な清掃美化活

動への参加、環境フェアなど環境イベントへの出展・協力､工場内におけるビオトープの整備、環境保全活

動への助成、こどもエコクラブへの支援など、多方面に展開されています。 

 

 

 

 

 

第２節 市民の環境保全活動 

第３節 事業所の環境保全活動 
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公害に関する苦情は、生活に密着したものが多く、本市ではこれらの苦情に対応するため、苦情相談、調

査、指導及び助言を行い、適切な処理に努めています。令和4年度における公害苦情の発生件数は、

363件でした。 
 

 

      年度 
種類 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

典 

型

七

公

害 

大 気 汚 染 2 7 16 50 22 20 17 45 48 64 

水 質 汚 濁           

土 壌 汚 染           

騒 音 

(低周波含む） 
10 8 5 6 15 4 25 151 159 210 

振 動 3 3  4 1 2 2 12 38 42 

地 盤 沈 下           

悪 臭 2 1 17 2 1 1 3 54 52 47 

計 17 19 38 62 39 27 47 262 297 363 

 

 

 
     用途地域 

 

 

種類 

住  居 近隣商業 商  業 準工業 工 業 工業専用 調  整 

 

その他 

 （※） 

合 計 

大 気 汚 染 45  4 2 1 2 7 3 64 

水 質 汚 濁          

土 壌 汚 染          

騒 音 

(低周波含む) 
82 4 27 7 3  19 68 210 

振 動 31 1  4   2 4 42 

地 盤 沈 下          

悪 臭 14  1 3 3 6 3 17 47 

計 172 5 32 16 7 8 31 92 363 

※その他には不明を含めます。 

 第１節 公害苦情の発生状況 

 

 

  

表 2-6-1 年度別公害苦情発生件数 

表 2-6-2 用途地域別公害苦情発生件数 

（発生源） 
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東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故による、放射性物質及び放射線の漏えいを

考慮し、健康や生活環境への影響について、市域の実態を把握するため、空間放射線量や土壌中の放射

性物質の測定を独自に行っています。 

また、身近な生活空間における放射線量を簡易に測定できるよう、希望する市民に測定器の貸出を実施

しています。 
 

１．定点測定                 

 

（１）空間放射線量 
市域状況を面的に把握するために、市を5ブロックに分け、市内15施設を継続調査地点として、定期的に

空間放射線量の測定を行っています。測定値が低い水準で推移している状況を踏まえ、令和3年度から測

定頻度等を見直しました。 

〇測定頻度：各施設年2回 

〇測定箇所：各施設の裸地1箇所 

〇測定位置（地表面からの高さ）：1cm、50cm、100cm 

○低減化基準：市では、保育園、幼稚園、公園等のすべての公共施設において、低減対策の基準値を 0.23

μSv/hとしております。これは、年間の追加被ばく放射線量 1mSvに相当します。ただし、この基準値は安全

か危険かを判断する指標ではありません。 

測定の結果、すべての調査地点において市の除染基準である 0.23μSv/hを下回っています。 

また、子どもたちの安心・安全をよりきめ細かく確認するため、保育園、幼稚園、市立小・中・高等学校、療

育施設、公園等の施設においても、各施設の施設管理者が定期的に空間放射線量の測定を行いました。 

 

 

 

   

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定地点 
測定結果 

（μSｖ/ｈ） 

北部 

①小室公園 0.03～0.04 

②小室保育園 0.05～0.06 

③豊富小学校 0.04～0.05 

④八木が谷北小学校 0.04 

⑤坪井小学校 0.03～0.04 

⑥二和小学校 0.03～0.05 

東部 

⑦習志野台第二保育園 0.05～0.07 

⑧習志野台第一小学校 0.04 

⑨薬円台南小学校 0.05～0.07 

中部 ⑩金杉小学校 0.02～0.05 

西部 

 

⑪法典小学校 0.07 

⑫法典西小学校 0.02～0.04 

⑬行田東小学校 0.04 

⑭西船保育園 0.02～0.05 

南部 ⑮若松公園 0.03～0.04 

表 2-6-3 空間放射線量の測定結果 

 

 第２節 放射線対策 

図 2-6-1 継続調査地点図 

（地上100cmの測定値。令和5年3月31日現在） 
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（２）土壌中の放射能 

平成23年6月に市内の11施設を対象に土壌中の放射能の測定を行い、以降経年変化を把握するために、

毎年同地点の測定を行っています。測定値の低減状況を踏まえ、令和3年度に測定地点を変更しました。 

測定結果はいずれも低い水準で推移しており、不検出の箇所も見られました。 

 

調  査 

場  所 

調 査 

年月日 

土壌放射能 

(Ｂq/㎏) 調  査 

場  所 

調 査 

年月日 

土壌放射能 

(Ｂq/㎏) 

ヨウ素 

131 

セシウム

134 

セシウム

137 

ヨウ素 

131 

セシウム

134 

セシウム

137 

小室 

公園 

R4.8.9 不検出 不検出 33 

金杉 

小学校 

R4.8.24 不検出 不検出 14 

R3.9.8 不検出 不検出 18 R3.9.8 不検出 不検出 21 

小室 

保育園 

R4.8.9 不検出 不検出 29 R2.8.6 不検出 不検出 5 

R3.9.8 不検出 不検出 29 R1.6.13 不検出 不検出 39 

R2.8.6 不検出 不検出 55 H30.6.27 不検出 不検出 25 

R1.6.13 不検出 不検出 19 H29.7.4 不検出 不検出 33 

H30.6.27 不検出 不検出 25 H28.7.1 不検出 不検出 32 

H29.7.4 不検出 不検出 25 H27.6.23 不検出 不検出 20 

H28.7.1 不検出 不検出 26 H26.6.10 不検出 23 61 

H27.6.23 不検出 28 120 H25.6.11 不検出 29 68 

H26.6.10 不検出 77 215 H24.6.25 不検出 27 57 

H25.6.11 不検出 69 128 H23.6.4 不検出 134 148 

H24.6.25 不検出 149 232 法典西 

小学校 

R4.8.24 不検出 不検出 不検出 

H23.6.4 不検出 21 25 R3.9.14 不検出 不検出 11 

豊富 

小学校 

R4.8.9 不検出 不検出 42 

西船 

保育園 

R4.8.24 不検出 不検出 25 

R3.9.8 不検出 不検出 116 R3.9.14 不検出 不検出 13 

八木が谷

北小学校 
R4.8.9 不検出 不検出 28 R2.8.6 不検出 不検出 29 

R3.9.8 不検出 不検出 30 R1.6.13 不検出 不検出 63 

坪井 

小学校 

R4.8.24 不検出 不検出 不検出 H30.6.27 不検出 6 56 

R3.9.8 不検出 不検出 不検出 H29.7.4 不検出 不検出 29 

習 志 野

台 第 二

保育園 

R4.8.24 不検出 不検出 不検出 H28.7.1 不検出 不検出 16 

R3.9.8 不検出 不検出 51 H27.6.23 不検出 16 49 

R2.8.7 不検出 不検出 11 H26.6.10 不検出 21 63 

R1.6.18 不検出 不検出 9 H25.6.18 不検出 10 23 

H30.7.2 不検出 不検出 13 H24.6.26 不検出 13 21 

H29.7.6 不検出 不検出 24 H23.6.3 不検出 56 73 

H28.7.4 不検出 7 35 

若松 

公園 

R4.8.24 不検出 不検出 17 

H27.6.24 不検出 11 46 R3.9.14 不検出 不検出 23 

H26.6.11 不検出 9 17 R2.8.7 不検出 不検出 24 

H25.6.11 不検出 14 30 R1.6.18 不検出 不検出 29 

H24.6.25 不検出 33 57 H30.6.27 不検出 不検出 31 

H23.6.4 不検出 54 84 H29.7.4 不検出 9 46 

薬円台南

小学校 
R4.8.24 不検出 不検出 不検出 H28.7.1 不検出 不検出 28 

R3.9.8 不検出 不検出 不検出 H27.6.23 不検出 9 17 

     H26.6.10 不検出 7 21 

     H25.6.11 不検出 90 202 

     H24.6.25 不検出 105 174 

     H23.6.3 不検出 118 130 

 

  

表 2-6-4 土壌中の放射能測定結果 
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また、原発事故当時、低減対策の基準値以上の空間放射線量が測定された地点では、表土の除去等を

行っており、その際に発生した除去土壌を市各施設の人の立ち入らないところに地中埋設して保管していま

す。埋設して10年が経過する令和2年2月から3月にかけ、市内66カ所の全ての保管場所の空間放射線量及

び覆土の放射能を測定しました。 

結果は、空間放射線量については、全地点で同基準値を下回っていました。覆土の土壌中の放射能に

ついては、ヨウ素131については不検出、セシウム134は6～57(Bq/kg)、セシウム137は12～1280(Bq/kg)でし

た。 

 

２．放射線量簡易測定器の貸出      

市役所本庁舎、高根台公民館、北部公民館にて原則 3 日を限度とし、放射線量簡易測定器の貸出を行

っています。令和 4年度の貸出件数は合計 3件でした。 

 

 



 

                                                                                 

                                                                                

                                                                               

 

 

 

 

 

   

                           第３部  資 料 編  
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１．行政のあゆみ               

 

年度 市の環境行政のあゆみ 市の環境組織 

昭和

32年 

･市内の天然ガス採取始まる。このころから地盤の異常沈下が 

始まったと推定される。 

 

35年 
･公有水面50万坪埋立地(現在の西浦･湊町･日の出)への進出 

工場決定 

･東町に焼却炉(20t/日)が完成 

36年 ･地盤沈下が加速的に進行  

38年 ・船橋市公害対策委員会条例の制定 ･衛生課庶務公害係を設置 

40年  ･西浦処理場(処理能力180kL/日)設置 

41年  ･衛生部清掃課を設置 

42年 
 ･北習志野終末処理場設置 

･東町事業所に焼却炉(300t/日)完成 

43年 ･地盤沈下が激化し、この状態が昭和45年まで続く ･組織改革により衛生部公害課を設置 

44年 

･埋立地の影響を調査するため市川、習志野市と3市共同で潮流 

の変化に伴う水質について委託調査(2ｶ年)を実施 

･「騒音規制法」の事務委任 

･清掃課を清掃第一課と清掃第二課に 

分割 

45年 

･大気汚染に伴う学童の呼吸疾患調査(第1回)を船橋市医師会へ 

委託 

･天然ガス採取業者に対し、ガス採取自主規制要請 

･市内初の環境大気常時監視局(印内)を設置 

・船橋市公害対策委員会条例を船橋市公害対策審議会条例に

改称 

･組織改革により公害対策室を設置 

46年 

･船橋市公害防止条例を制定 

･アサリ中の重金属蓄積状況調査を「東海区水産研究所」へ委託 

･旭硝子(株)船橋工場から排出される鉛問題に係る大気の調査を 

実施 

･環境大気常時監視局(高根台･豊富･丸山･高根の4局)を設置 

･大気汚染防止法に基づく政令市となる 

･「地盤沈下非常事態」を宣言 

･光化学スモッグ監視業務を開始 

 

47年 

･県､市川市とともに天然ガス鉱区の買上げにより天然ガス採取を 

全面的に禁止 

･船橋市公害防止条例の改正 

･帝国電子工業によるカドミウム汚染に関する調査(土壌･井戸水) 

を実施 

･旭硝子(株)船橋工場の鉛に関し、周辺住民の健康調査(県･市･ 

千葉大学)を実施 

･大気汚染による人体への影響(日の出町･栄町･本町1～4丁目) 

について船橋市医師会へ調査を委託 

･環境監視テレメ－タシステムを2ｶ年かけて(監視局4局、測定項

目7項目)導入 

･湊町交差点に自動車排出ガス測定局を設置 

･組織改革により公害対策部指導課･ 

規制課を設置 

･西浦町事業所(300t/日)完成 
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年度 市の環境行政のあゆみ 市の環境組織 

48年 

･帝国電子工業に係るカドミウムによる人体影響調査(県･市･千葉

大学)を実施 

･水質汚濁防止法に基づく政令市となる 

･環境大気常時監視局(三山･前原の2局)を設置 

･本市を含む13市2町(千葉臨海地域)が公害防止計画の承認を

受ける 

･公害対策部公害対策課･大気保全課･

水質保全課を設置 

49年 

･大気測定車を導入 

･本市を含む13市2町(千葉臨海地域)が公害防止計画策定地域

の指定を受ける(第1次) 

･組織改革により東町事業所および西浦

町事業所を設置 

50年 ･環境大気常時監視局の豊富局移設(豊富農協から北部公民館へ)   

51年 
 ･環境部に廃棄物対策課･大気保全課･

水質保全課を設置 

52年 ･公害防止協定を15社と締結  

53年 

･京葉港に進出した食品工場6社と県、市、企業の3者による公害 

防止協定を締結 

･騒音測定車を導入 

･廃棄物対策課を廃棄物第一課と廃棄物  

第二課に分割 

54年 

･環境大気常時監視局(若松)を設置 

･船橋市公害防止条例を一部改正 

･千葉臨海地域の公害防止計画をさらに5年間延長(2次) 

･京葉道路入口に自動車排出ガス測定局を設置(海神町) 

･リサイクルセンター設置 

57年 

･環境大気常時監視局を市役所から勤労市民センター(現：南本

町子育て支援センター)へ移設し、南本町局とした 

･自動車排出ガス測定局(日の出)を設置 

･東町事業所焼却施設廃止 

58年  ･北部清掃工場(450t/日)設置 

59年 

･大気測定車を更新 

･千葉臨海地域公害防止計画の地域を拡大し､5年間期間を延長 

 (第3次) 

・(財)印旛沼環境基金が設立され、出捐金を拠出(2,632千円) 

 

60年 

･有機塩素系化合物による汚染について河川･海･井戸の実態 

調査を実施 

・(財)印旛沼環境基金に出捐金を拠出(2,631千円) 

 

61年 ・(財)印旛沼環境基金に出捐金を拠出(2,631千円)  

62年 
 ･大気保全課及び水質保全課を統合し、

環境部環境保全課を設置 

63年 
･海老川浄化対策について調査を実施 

･「窒素酸化物に係る冬季暫定対策」の実施 

 

平成

元年 

･一般家庭用井戸水を対象に有機塩素系化合物の水質分析を  

無料で行う(1,065本) 

･千葉臨海地域公害防止計画を千葉地域公害防止計画(27市町

村)と名称を変更し、3年間期間を延長(第4次) 

･地下水汚染機構解明調査(二宮･前原地区)の実施 

･南部清掃工場(375t/日)設置 
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年度 市の環境行政のあゆみ 市の環境組織 

3年 

･地下水汚染機構解明追跡調査(二宮･前原地区)の実施 

･地下水汚染による健康影響調査の実施 

･低公害車として電気自動車(1台)を導入(リ－ス) 

･大気環境中のダイオキシン類の調査開始 

・(財)印旛沼環境基金に出捐金を拠出(22,260千円) 

 

4年 
･本市全域が生活排水対策重点地域として指定 

・(財)印旛沼環境基金に出捐金を拠出(22,260千円) 

･北部清掃工場再稼働 

5年 

･千葉地域公害防止計画を5年間延長(第5次) 

･生活排水対策推進計画の策定 

･地下水汚染による健康影響追跡調査の実施 

･船橋市農業センター内で酸性雨の測定を開始 

･動植物の生態等の実態を把握するため自然環境調査を実施 

･高根台局付近における浮遊粒子状物質による汚染実態調査(高

根台局のＳＰＭが全国ワースト4位であったことによる)を実施 

･環境大気常時監視局（豊富局）を北部公民館から農業センター

へ移設 

･清掃センター設置 

･計画部都市計画課内にエコシティ推進

室を設置 

6年 

･大気測定車の更新(乾式測定機器を搭載) 

･高根川浄化施設の設置 

･電気自動車(タウンエース)を導入 

･特定フロン回収状況の実態調査の実施 

・北部清掃工場敷地内で、焼却残渣リサ

イクルプラントが稼動 

7年 

･クリーン船橋530推進事業開始 

･旧大気測定車を民間公益団体を通じ中国四川省へ供与 

･二宮地区に地下水汚染除去装置(充填塔気液接触法)を設置 

･環境基本計画の策定を開始(～平成8年) 

･測定器の更新に伴い、今まで使用していた二酸化硫黄、浮遊粒

子状物質測定機1台を民間公益団体を通じて中国へ供与 

 

8年 
･環境ボランティア育成事業開始 ・北部清掃工場敷地内で破砕選別処理

施設が稼動 

9年 

･船橋市環境基本条例を制定 

･船橋市環境保全条例を制定 

･船橋市環境基本計画を策定 

･千葉地域公害防止計画を5年間延長(第6次) 

･藤原地区の地下水汚染機構解明調査実施 

 

10年 

･環境保全率先行動計画を策定 

･第１回船橋市環境フェア開催 

 

11年 

･環境マップ作成事業開始(平成13年度まで) 

･大気･水環境におけるダイオキシン調査実施 

･光触媒二酸化チタン塗料による大気直接浄化実験開始 

･本市のごみ減量、リサイクル、適正処理等の事業活動に関して、 

ウェスティク大賞厚生大臣賞を受賞 

･南部、北部清掃工場で、ISO14001認証を取得 

･南部清掃工場敷地内で焼却灰再資源

化施設が稼働 

･新西浦処理場(180kL/日)稼働 

･高瀬下水処理場稼働 
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年度 市の環境行政のあゆみ 市の環境組織 

12年 
･第3回船橋環境フェアが実行委員会方式で開催される 

･船橋市環境保全条例を一部改正 

･中核市への移行準備開始 

13年 

･北本町2丁目の工場跡地におけるマンション建設予定地でＰＣＢ

による土壌汚染が判明し、開発業者による対処を実施 

･環境マップ作成及び環境マップ作成事業が終了 

･ふなばし三番瀬クリーンアップ実施 

 

14年 

･環境マップ事業の結果を収納した「ふなばし環境マップシステム

」CD-ROMを作成 

･騒音測定車を更新し、天然ガス自動車を導入 

･船橋市環境保全条例を全部改正 

・千葉地域公害防止計画を5年間延長 

 

15年 

･自然散策マップ「ゆっくりのんびり」全17コース作成 

･旧陸軍の毒ガス問題が起こり、国が習志野学校跡地をＡ事案に

指定し、環境調査を実施 

・新たに環境保全率先行動計画を策定(期間15年度から19年度) 

・ばい煙測定車を更新し、天然ガス自動車を導入 

･中核市へ移行 

・産業廃棄物課を設置 

16年 

･環境監視テレメータシステムの更新 

・調査員と歩くふなばし自然散策会を実施 

・夏休み市民セミのぬけがら調査を実施 

 

17年 

・北本町2丁目の工場跡地において土壌汚染対策法に基づき土

壌汚染の調査を行った結果、指定基準を超過する土壌が見つ

かったため指定区域に指定を行う 

・旧軍の毒ガス問題で習志野演習場をＡ事案に追加 

・大気測定車更新 

・平成18年3月31日をもって分析センター廃止 

・ごみゼロ計画室設置 

・アスベスト対策本部設置 

18年 

・地球温暖化対策地域推進計画策定委員会を設置し、推進計画

の策定に着手（平成19年度策定予定） 

・船橋市一般廃棄物処理基本計画を策定 

 

19年 

・船橋市地球温暖化対策地域推進計画を策定 

・「環境フェア」開始して10周年で2日間の開催 

・旧軍の毒ガス問題で、習志野演習場の土壌調査を実施したが、

毒ガス関連物質は検出されず 

・環境新聞（エコふなばし）発刊（創刊号） 

・大気汚染測定局舎適正配置見直しを

実施（三山・塚田局廃止） 

20年 

・三番瀬の生き物さがしを実施 

・みどりのカーテン事業開始 

・船橋市揮発性有機化合物の排出及び飛散の抑制のための取

組の促進に関する条例の制定、同指針の施行 

・山手1丁目の工場敷地境界付近の地下水から六価クロムが環境

基準を超過して検出されたため、周辺調査を実施し周辺井戸水

への影響がないことを確認 

・「船橋市地球温暖化対策地域協議会」の設立 

・江戸川を守る会から退会 
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年度 市の環境行政のあゆみ 市の環境組織 

21年 

・住宅用太陽光発電システム設置促進事業の実施 

・住宅用高効率給湯器設置促進事業の実施 

・環境基本計画見直しに着手 

・環境基本計画策定委員会の設置 

・グリーンニューディール基金の創設（平成23年度まで） 

・船橋市地球温暖化防止活動推進員派遣事業の開始 

・ 船橋市手数料条例の一部を改正する条例により土壌汚染対策

法に関する手数料を制定 

・微小粒子状物質(PM2.5)の環境基準が告示 

・みどりのカーテンコンクール実施  

･地球温暖化対策推進室設置 

22年 

・環境大気常時監視局の高根台局にPM2.5測定機を設置 

・船橋市環境基本計画を新たに策定 

・船橋市生活排水対策推進計画を改定 

・船橋市地球温暖化対策実行計画（第3次ふなばしエコオフィス

プラン）を策定 

・東日本大震災発生 

・ごみ処理施設整備室設置 

23年 

・環境大気常時監視局の日の出局にPM2.5測定機を設置 

・船橋市地球温暖化対策地域推進計画を改定し、船橋市地球 

温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定 

・船橋市一般廃棄物処理基本計画を改定 

 

24年 

・「環境フェア」開始して15周年で2日間の開催 

・環境大気常時監視局の印内局にPM2.5測定機を設置 

・平成25年3月に高根川浄化施設の稼働を停止 

 

25年 

・生物多様性地域戦略の策定（平成28年度末）に向けて自然 

環境調査を開始（平成25年度～平成26年度） 

・自然環境調査検討委員会の設置 

・自然環境調査庁内検討会の設置 

・東日本大震災後の影響により中止していたふなばし三番瀬クリ

ーンアップ及び三番瀬の生き物さがしを再開 

・住宅用省エネ設備設置促進事業の実施 

・西浦資源リサイクル施設稼動 

26年 

・船橋市再生可能エネルギー等導入方針を策定 

・電気自動車「ふなわりくん号」の導入 

・環境監視テレメータシステムの更新 

 

27年 

・自然散策マップ（10コース）の改訂、自然散策会の実施 

・生物多様性地域戦略策定委員会の設置 

・生物多様性地域戦略庁内調整会の設置 

・船橋市地球温暖化対策実行計画（第４次ふなばしエコオフィス

プラン）を策定 

・船橋市環境基本計画中間見直し（第5章施策の展開） 

・バイオマスエネルギー利活用施設整備基本調査を実施 

・浮遊粉じん・降下ばいじんの測定を廃止 

・環境部組織改正（4課2室⇒5課） 

 環境政策課（旧環境保全課）を設置 

 環境保全課（旧環境保全課・環境衛生

課）を設置 

 資源循環課（旧クリーン推進課・環境 

 衛生課）を設置 

 廃棄物指導課（旧産業廃棄物課・クリー

ン推進課・環境衛生課）を設置 

 クリーン推進課（旧クリーン推進課・ 

 環境衛生課）を設置 
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年度 市の環境行政のあゆみ 市の環境組織 

28年 

・生物多様性ふなばし戦略を策定 

・船橋市生活排水対策推進計画（第3次）を策定 

・船橋市一般廃棄物処理基本計画を改定 

・大気測定車の廃止 

・騒音測定車の廃止 

・船橋市発電ボイラー及びガスタービン等に係る窒素酸化物対策

指導要綱の改正、施行 

 

 

 

29年 

・ばい煙測定車の廃止 

・「都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト」参加 

・環境フェア開始して20周年で2日間の開催 

・新北部清掃工場（381t/日）稼動 

・北部清掃工場余熱利用施設設置 

・ふなばし三番瀬環境学習館開館 

30年 

・船橋市発電ボイラー及びガスタービン等に係る窒素酸化物対策

指導要綱の改正、施行 

・家庭系可燃ごみの収集回数を週3回から週2回に見直し（10月） 

・ごみ出し困難世帯に対するふれあい収集事業を開始（10月） 

 

令和 

元年 

・本庁舎や学校など多くの公共施設で電気の調達に係る環境配

慮契約を実施 

・船橋市災害廃棄物処理計画を策定 

・第3次船橋市環境基本計画策定に着手 

・船橋市地球温暖化対策実行計画策定に着手 

・船橋市環境基本計画等庁内調整会設置 

・消化ガス発電設備稼働 

2年 
・第3次船橋市環境基本計画策定 

・船橋市地球温暖化対策実行計画策定 

・新南部清掃工場（339t/日）稼動 

 

3年 
・生物多様性ふなばし戦略改定 

・船橋市一般廃棄物処理基本計画改定 

 

4年 

・避難所施設への太陽光発電設備等設置事業の開始 

・自己託送実証事業の開始 

・地球温暖化対策実行計画（区域施策編及び事務事業編）の計

画値の見直し 

・ふなばしエコカレッジの開講 

・ゼロカーボンシティ推進室を設置 
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２．船橋市環境基本条例         
 

私たちの船橋は、温暖な気候と東京湾最奥部の穏やかな海や下総台地が織りなす恵み豊かな環境の下、

先人の英知と努力を受け継ぎながら豊かで住み良い国際都市を目指す中で、福祉と緑の都市を宣言し、環

境に配慮した都市づくりを進めてきた。 

しかし、人口の集中や産業の集積により、都市活動や生活に密着した公害や廃棄物の問題が顕在化する

とともに、身近にあった豊かな自然も減少し、健全で恵み豊かな環境が損なわれつつある。 

今日の社会経済活動は、利便性の向上と物質的な豊かさをもたらした反面、資源やエネルギーを大量に

消費し、環境に対する影響力を増大させ、人類の生存基盤である地球環境にまで影響を及ぼすに至ってい

る。 

私たちは、環境が自然界の微妙な均衡と循環の下に成り立つものであることを認識した上で、これまでの

社会経済システムのあり方や生活様式を見直し、環境への負荷の少ない持続的に発展することができる社

会の構築を目指した総合的かつ計画的な取組をする必要がある。 

もとより、健全で恵み豊かな環境は、健康で文化的な生活をする上で不可欠なものであり、このような環境

を保全し、及び創造し、将来の市民に引き継ぐことこそ現在に生きる私たちに課せられた使命である。 

今こそ、市民、事業者及び市それぞれが自らの環境保全意識を高め、果たすべき役割を担い、人と自然

が共生する健全で恵み豊かな環境と文明を実現するため、市民の総意により、ここに、この条例を制定す

る。 

   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全について、基本理念を定め、並びに市、事業者及び市民の責務を明らか

にするとともに、環境の保全に関する施策の基本となる事項を定めることにより、環境の保全に関する施策

を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の市民の健康で文化的な生活の確保に寄与すること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因となる

おそれのあるものをいう。 

(２) 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、野生

生物の種の減少その他の地球の全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環境の

保全であって、人類の福祉に貢献するとともに市民の健康で文化的な生活の確保に寄与するものをい

う。 

(３) 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる大気の汚染、水質の

汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。以下同じ。）、土壌の汚染、騒音、

振動、地下水位の著しい低下、地盤の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。以下同

じ。）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に

密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以下同じ。）に係る被害が生ずることをいう。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全は、現在及び将来の市民が健全で良好な環境の恵みを受けられ、その環境が将来に

わたって維持されるよう適切に行われなければならない。 

２ 環境の保全は、社会経済活動その他の活動による環境への負荷をできる限り低減することその他の環境

の保全に関する行動がすべての者の公平な役割分担の下に自主的かつ積極的に行われるようになること

によって、健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、環境への負荷の少ない持続的に発展することができる

社会が構築されることを旨とし、及び科学的知見の充実の下に環境の保全上の支障が未然に防がれるこ

とを旨として、行われなければならない。 

３ 環境の保全は、環境の自然的構成要素が良好な状態に保持され、人と自然が共生できるよう多様な自

然環境が体系的に保全されることにより、地域の自然、文化、産業等の調和のとれた快適な環境を実現し

ていくよう行われなければならない。 

４ 地球環境保全は、すべての者が自らの課題であることを認識して、それぞれの事業活動及び日常生活

において積極的に推進されなければならない。 
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（市の責務） 

第４条 市は、環境の保全を図るため、地域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生ずる公害を防止し、環境への負荷の

低減に努め、又は自然環境を適正に保全するために必要な措置を講ずる責務を有する。 

２ 事業者は、環境の保全上の支障を防止するため、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに

当たって、その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となった場合にその適正な処理が図られることと

なるように必要な情報の提供その他の措置を講ずる責務を有する。 

３ 前２項に定めるもののほか、事業者は、環境の保全上の支障を防止するため、物の製造、加工又は販売

その他の事業活動を行うに当たって、その事業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄されるこ

とによる環境への負荷の低減に資するために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、その事業活動にお

いて、再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料、役務等を利用するように努めなければな

らない。 

４ 前３項に定めるもののほか、事業者は、その事業活動に関し、環境の保全に自ら努めるとともに、市が実

施する環境の保全に関する施策に協力する責務を有する。 

 （市民の責務） 

第６条 市民は、環境の保全上の支障を防止するため、その日常生活において、環境への負荷の低減に配

慮し、公害の防止及び環境の適正な保全に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、市民は、市が実施する環境の保全に関する施策に協力する責務を有し、地域

の環境保全活動に積極的に参加するように努めるものとする。 

 （環境週間） 

第７条 事業者及び市民の間に広く環境の保全についての関心と理解を深めるとともに、積極的に環境の

保全に関する活動を行う意欲を高めるため、環境週間を設ける。 

２ 環境週間は、６月５日からの１週間とする。 

３ 市は、環境週間の趣旨にふさわしい事業を実施するように努めなければならない。 

 （施策等の公表） 

第８条 市長は、毎年、環境の状況、環境の保全に関する施策の実施状況等を公表するものとする。 

   第２章 環境の保全に関する基本的施策等 

 （環境基本計画の策定） 

第９条 市長は、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、船橋市環境基本計画

（以下「環境基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(１) 環境の保全に関する総合的かつ長期的な目標 

(２) 環境の保全に関する施策の方向 

(３) 前２号に掲げるもののほか、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な

事項 

３ 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ船橋市環境審議会の意見を聴かなければなら

ない。 

４ 市長は、環境基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

 （市の施策の策定等に当たっての配慮） 

第１０条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、環境の保全

に十分に配慮しなければならない。 

（環境影響評価の措置） 

第１１条 市は、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業について、事業者が環境への影響について

自ら適正に調査、予測又は評価を行い、その事業に係る環境の保全について適正に配慮することを推進

するため、必要な措置を講ずるものとする。 

 （環境の保全上の支障を防止するための規制） 

第１２条 市は、環境の保全上の支障を防止するため、次に掲げる必要な規制の措置を講ずるものとする。 
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(１) 公害を防止するために必要な規制の措置 

(２) 自然環境の適正な保全に支障を及ぼすおそれがある行為に関し、その支障を防止するために必要

な規制の措置 

２ 前項に定めるもののほか、市は、人の健康又は生活環境に係る環境の保全上の支障を防止するため、

必要な規制の措置を講ずるように努めなければならない。 

 （環境の保全に関する協定の締結） 

第１３条 市は、環境の保全上の支障を防止するため、事業者等と環境の保全に関する必要な協定を締結

するように努めるものとする。 

 （誘導的措置） 

第１４条 市は、事業者又は市民が自ら環境への負荷を低減するための施設の整備その他の適切な措置を

とるように誘導することにより環境の保全上の支障を防止するため、特に必要があるときは、適正な助成そ

の他の措置を講ずるように努めるものとする。 

２ 市は、事業者又は市民が自ら環境への負荷の低減に努めるように誘導することにより環境の保全上の支

障を防止するため、適正な経済的負担を求める措置について調査及び研究を行い、その結果、その措置

が特に必要であるときは、市民の理解の下に、その措置を講ずるように努めるものとする。 

 （環境の保全に関する施設の整備その他の事業の推進） 

第１５条 市は、緩衝地帯その他の環境の保全上の支障を防止するための公共的施設の整備及び汚泥のし

ゅんせつ、貴重野生動植物の保護その他の環境の保全上の支障を防止するための事業を推進するため、

必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、下水道、廃棄物の公共的な処理施設その他の環境の保全上の支障の防止に資する公共的施設

の整備を図るため、必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市は、自然環境の健全な利用を図るため、公園、緑地その他の公共的施設の整備事業を推進するものと

する。 

４ 前３項に定めるもののほか、市は、自然環境の適正な整備及び創出のための事業の推進に努めるものと

する。 

 （環境への負荷の低減に資する製品等の利用の促進等） 

第１６条 市は、環境への負荷の低減を図るため、資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用及び廃棄

物の減量が促進されるように努めるものとする。 

２ 市は、再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料、製品、役務等の利用が促進されるよう

に努めるものとする。 

 （市民の意見の反映） 

第１７条 市は、環境の保全についての施策に市民の意見を反映させるため、環境の保全についての施策

のあり方等について市民から提言を受けるために必要な措置を講ずるものとする。 

 （環境の保全に関する学習の推進） 

第１８条 市は、市民及び事業者が環境の保全についての理解を深めるとともにこれらの者の環境の保全に

関する活動を行う意欲が増進されるようにするため、環境の保全に関する学習の機会の提供、広報活動の

充実その他必要な措置を講じ、環境の保全に関する学習の推進を図るものとする。 

 （民間団体等の自発的な活動を促進するための措置） 

第１９条 市は、市民、事業者又はこれらの者の組織する民間の団体（以下「民間団体等」という。）が自発的

に行う緑化活動、美化活動、生活排水浄化活動、再生資源に係る回収活動その他の環境の保全に関す

る活動を促進するため、必要な支援措置を講ずるものとする。 

 （情報の提供） 

第２０条 市は、環境の保全に関する学習の振興及び民間団体等が自発的に行う環境の保全に関する活動

の促進に資するため、環境の状況その他の環境の保全に関する必要な情報を適切に提供するように努め

るものとする。 

 （調査の実施） 

第２１条 市は、環境の状況の把握、今後の環境の変化の予測に関する調査その他の環境を保全するため

の施策の策定に必要な調査を実施するものとする。 

 （監視等の体制の整備） 

第２２条 市は、環境の状況を把握し、及び環境の保全に関する施策を適正に実施するために必要な監視、
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測定、試験及び検査の体制の整備に努めるものとする。 

 （科学技術の振興） 

第２３条 市は、環境の保全に関する科学技術の振興に努めるものとする。 

   第３章 地球環境保全の推進 

第２４条 市は、地球環境保全に資する施策を積極的に推進するものとする。 

   第４章 環境の保全の推進体制等 

（環境の保全の推進体制の整備） 

第２５条 市は、事業者及び市民との協力により、環境の保全を推進するための体制を整備するものとする。 

 （国及び他の地方公共団体との協力） 

第２６条 市は、広域的な取組が必要とされる環境の保全に関する施策について、国及び他の地方公共団

体と協力して、その推進を図るものとする。 

   第５章 船橋市環境審議会 

第２７条 環境の保全に関する基本的事項を調査審議させる等のため、船橋市環境審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

２ 審議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 環境基本計画に関し、第９条第３項に規定する事項を処理すること。 

(２) 市長の諮問に応じ、環境の保全に関する基本的事項を調査審議すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、他の条例の規定によりその権限に属させられた事務 

３ 審議会は、２３人以内の委員をもって組織する。 

４ 委員は、環境の保全に関し学識経験のある者のうちから市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２７条及び次項の規定は、平成９年８月１日から施行す

る。 

（船橋市公害対策審議会条例の廃止） 

２ 船橋市公害対策審議会条例（昭和３８年船橋市条例第１６号）は、廃止する。 
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３．用語解説                 
 

【あ行】 

 

ＩＳＯ14001 
企業活動、製品及びサービスの環境負荷の低減といった環境活動の改善を実施する仕組みが継続的に

改善されるシステムを構築するために要求される規格をいう。 

青潮 
海岸から沖合にかけて酸素をほとんど含まない青白い水面が広がる現象で東京湾では春から秋にかけて

発生することが多い。 

大量に発生したプランクトンの死骸が海底に沈み分解する時に、酸素を消費して海底に酸欠状態の水塊

ができ、陸から沖に向かって吹く風などの気象条件によって、酸素の少ない底層水が沿岸部の表層に湧き

上がる時に発生する。底層水に溶け込んでいる硫黄分が水面近くで酸素に触れて粒子状となり青白く見え

るといわれている。青潮の発生により、沿岸部に生息するアサリなどの貝類やカレイなどの底生魚類が大量

に酸欠死することがある。 

赤潮 
海域における富栄養化現象のひとつで、海中の微小な生物（主に植物プランクトン）の異常増殖により海

面が変色する現象をいう。赤色に変色することが多いが、プランクトンの種類により黄褐色や緑色などにも変

色することがある。 

主として夏に多発し、魚介類のえらをつまらせ、呼吸困難などの悪影響を及ぼすこともある。 

硫黄酸化物（ＳＯｘ） 
石油などの硫黄分を含んだ燃料が燃焼して生じる汚染物質。一般的には燃焼過程で発生するのは大部

分が二酸化硫黄（SO２：亜硫酸ガス）であり、無水硫酸（SO３）が若干混じる。環境基準は、二酸化硫黄につい

て定められている。 

硫黄酸化物は、人の呼吸器に影響を与えたり、植物を枯らしたりする。 

一酸化炭素（ＣＯ） 
炭素を含む燃料が不完全燃焼する際に発生し、主な発生源は自動車である。 

一酸化炭素が体内に吸入されると、血液中のヘモグロビンと結合して酸素の補給を妨げ貧血を起こしたり、

中枢神経を麻痺させたりする。 

上乗せ基準 
大気汚染防止法・水質汚濁防止法では、工場等から排出されるばい煙または排出水等について一律に

適用される基準がある。しかし、自然的・社会的条件から判断して国の設定する基準だけでは生活環境の保

全等が不十分と認められる区域または水域については、大気汚染防止法第4条第1項および水質汚濁防止

法第3条第3項に基づき、都道府県知事が条例でより厳しい排出基準（上乗せ基準）を設定できる。 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法） 
石油危機を契機として昭和54年に制定された法律。経済的、社会的環境に応じた燃料資源の有効な利

用の確保に資するため、工場・事業場等、輸送、建築物及び機械器具等についてのエネルギーの使用の合

理化に関する措置、電気の需要の平準化に関する措置、その他エネルギーの使用の合理化等を総合的に

進めるために必要な措置を講じることとしている。 

Ｌden（時間帯補正等価騒音レベル） 

騒音の大きさや継続時間、昼夕夜の別などを総合した航空機騒音の評価指標。単位はデシベルである。

平成25年4月から航空機騒音に係る環境基準の評価指標として用いられている。 
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オゾン層 
大気中のオゾンは、その約90％が地上から10～50km上空の成層圏と呼ばれる領域に集まっており、通称

「オゾン層」と呼ばれている。地球を取り巻くオゾン層は、太陽光に含まれる紫外線の内有害なものの大部分

を吸収しているが、このオゾン層がフロンなどオゾン層破壊物質により破壊されることにより、地上に到達する

外線の量が増加し、人の健康や生態系などに悪影響が生じる恐れがあるとされている。 

汚濁負荷量 
汚濁物質の濃度と水量の積によって算出される値。 

河川などの水質が濃度規制では改善されない場合に汚濁負荷量を用いて規制する総量規制が導入され

ている。 

温室効果ガス 
赤外線（熱線）を吸収する作用を持つ気体の総称。大気がなければ-19℃にもなる地球は、温室効果ガス

が大気中に存在することで地表の気温が平均14℃程度に保たれている。この温室効果ガスの増加により地

球全体がまるで「温室」の中のように気温が上昇する現象が地球温暖化である。 

二酸化炭素（CO₂）のほかに、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカー

ボン（PFC）、六ふっ化硫黄なども温室効果ガスにあたる。 

【か行】 

 

外来種 
 人為により自然分布域の外から持ち込まれた生物種をいう。 

環境影響評価法（環境アセス法） 
環境に影響を及ぼす事業について、その実施前に事業者自らがその環境影響を調査・予測・評価するこ

とを通じ、適切な環境保全対策を検討するなど、その事業を環境保全上望ましいものとしていく仕組みであ

る。本法は、環境影響評価に係る国等の責務、必要な手続き等を規定し、その適切かつ円滑な実施と、環

境保全対策の的確な実施を確保するための法律として、平成11年6月11日から施行された。 

千葉県には、条例が制定されている。 

環境家計簿 
日々の生活において、環境への負荷を与える行動や環境によい影響を与える行動を記録し、必要に応じ、

家庭での電気、ガス、水道、灯油、ガソリンなどの使用料や支出額を集計して、二酸化炭素などの環境負荷

を計算できるように設計された家計簿。 

環境基準 
人の健康を保護し、生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい基準をいう。 

現在、大気汚染、水質汚濁、騒音、航空機騒音、新幹線鉄道騒音及び土壌汚染等に係る環境基準が定

められている。 

環境配慮契約 
「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律」に基づき、公共機関

が契約を結ぶ際、一定の競争性を確保しつつ、価格に加えて環境性能を評価し、最善の環境性能を有する

製品・サービスを供給するものと契約することをいう。環境省では「電気の供給」、「自動車の購入及び賃貸

借」、「船舶の調達」、「ESCO事業」、「建築物の設計」、「産業廃棄物の処理」が対象として挙げられている。 

気候変動適応法 
 温室効果ガスの排出削減対策（緩和策）とは別に、気候変動の影響による被害を防止・軽減する適応策を

法的に位置づけたものである。 

 気候変動に対処し、現在生じている、または将来予測される被害の防止・軽減等を図ることを目的として平

成30年に制定された。 
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揮発性有機化合物（VOC） 
大気中に排出され、又は飛散したときに気体である有機化合物で、代表的な物質としては、トルエン、キシ

レン、酢酸メチルなどがある。主なもので約200種類あり、浮遊粒子状物質や光化学オキシダントの原因物質

の一つである。 

グリーン購入 
商品やサービスを購入する際に、価格、機能、品質だけでなく、「環境」の視点を重視し、環境への負荷が

できるだけ少ないものを優先的に購入すること。 

グリーン購入法 
国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律のこと。 

国等による環境物品等の調達の推進、情報の提供その他の環境物品等の需要の転換を促進するために

必要な事項を定めている。平成12年5月に成立し、平成13年4月1日から施行された。 

国は、毎年調達方針を作成し、実績を公表することとなる。地方自治体には努力規定がある。 

Ｋ値規制 
施設ごとに煙突の高さに応じた硫黄酸化物許容排出量を求める際に使用する大気汚染防止法で定めら

れた定数である。Ｋ値は地域ごとに定められており、施設が集合して設置されている地域ほど規制が厳しく、

その値も小さい。 

光化学オキシダント（Ｏｘ） 
大気中の窒素酸化物や炭化水素が太陽光に含まれる紫外線を受けて光化学反応を起こして発生する二

次汚染物質で、オゾン、PAN（Peroxyacyl-nitrate）等の強酸化性物質の総称である。 

このオキシダントが原因で起こる光化学スモッグは、日射しの強い夏季に多く発生し、目や喉などの粘膜、

呼吸器を冒すことがある。 

公共用水域 
河川、湖沼、港湾、沿岸海域など広く一般の利用に開放された水域及びこれらに接続する下水路、用水

路等公共の用に供する水域をいう。 

 

こどもエコクラブ 
幼児（3歳）から高校生までなら誰でも参加できる環境活動のクラブ。 

子どもたちの環境保全活動や環境学習を支援することにより、子どもたちが人と環境の関わりについて幅

広い理解を深め、自然を大切に思う心や、環境問題解決に自ら考え行動する力を育成し、地域の環境保全

活動の環を広げることを目的としている。 

【さ行】 

 

再生可能エネルギー 
地球資源の一部など自然界に常に存在するエネルギーのこと。利用時に地球温暖化の原因となる二酸

化炭素をほとんど排出せず、資源が枯渇する心配がないことから新しいエネルギーとして注目されてきた。 

具体的には、太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、バイオマスなどを指す。 

酸性雨 
石炭や石油等の化石燃料の燃焼などに伴って発生する硫黄酸化物や窒素酸化物は、大気中へ放出さ

れて雲粒に取り込まれ、最終的に硫酸イオン、硝酸イオン等に変化する。このイオンを含んだ強い酸性の降

雨を酸性雨という。 

雨水は、自然の状態でも大気中の炭酸ガスが溶け込み、弱酸性であることから、一般にはｐHが5.6以下の

雨を酸性雨としている。 

 

 



 

137 

 

三点比較式臭袋法 
悪臭を人の鼻（嗅覚）で測定するいわゆる官能法の一種である。悪臭を含む空気が入っている袋を1つと

無臭の空気だけが入っている袋を2つの計3つの袋の中から、試験者に悪臭の袋の入っている袋を当てても

らう方法である。6人以上の試験者によって行い、悪臭を次第に薄めながら不明又は不正解になるまでこれ

を繰り返す。その結果を統計的に処理した値を臭気濃度とする試験方法である。 

三番瀬 
船橋市・市川市・浦安市・習志野市の地先に広がる干潟・浅海域。古くから漁業が営まれ、水質浄化の機

能を有し、野鳥など多くの生物の生息地となっている。 

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 
Chemical Oxygen Demandの略。 

ＢＯＤとともに有機物などによる水質汚濁の程度を示すもので、酸化剤を加えて水中の有機物と反応（酸

化）させた時に消費する酸化剤の量に対応する酸素量を濃度で表した値をいう。 

重金属類 
厳密な定義づけはないが一般的には比重が4～5以上の金属の総称で、そのうちの毒性の強いカドミウム、

六価クロム、鉛、水銀などが水質・土壌の環境基準や排水基準に定められている。 

その多くは生体内に蓄積される性質があるため、微量でも軽視はできない。 

循環型社会 
廃棄物等の発生を抑制し、排出されたものはできるだけ資源として循環的に利用し、どうしても利用できな

いものは適正に処分することが徹底されることにより、天然資源の消費が抑制され、環境への負荷が低減さ

れる社会をいう。 

循環型社会形成推進基本法 
環境基本法の理念にのっとり、「循環型社会」の形成のための基本法として平成12年6月に制定された。 

循環型社会形成のための基本原則、国、地方公共団体、事業者、国民の責務、国の施策等に関して定

めている。 

浄化槽 
し尿等の汚水を沈澱分離あるいは微生物の作用による腐敗又は酸化分解等の方法によって処理し、それ

を消毒、放流する装置をいう。 

水洗トイレのし尿のみを処理する施設を単独処理浄化槽、生活雑排水（厨房排水、洗たく排水等）も一緒

に処理する施設を合併処理浄化槽という。 

食品リサイクル法 
食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律のこと。 

食品廃棄物の発生抑制と減量化により最終処分量を削減し、肥飼料等の原材料としての再生利用を促

進していくことを定めたもの。 

食品ロスダイアリー 
家庭で廃棄する手付かずの食品や食べ残しを記録する日記のこと。 

振動レベル 
振動の大きさの感じ方は、振幅、周波数などによって異なる。物理的に測定した振動の加速度レベルに

振動感覚補正を加味して表す。単位は、デシベル(dB)。 

水準測量 
一般的には高さを決定するための測量全般をいうが、地盤沈下や地殻変動等の調査では、水準点を基

準点として用い、標高の変化を極めて精度の高い方法（精密水準測量）により、地盤変動を0.1mmの単位で

求めている。 
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水準点 
土地の標高を表す標石で地盤変動状況などを調べるための基準として用いられる。 

日本では、全国の国道や主要な道路沿いに約2kmごとに設置されている。 

生態系 
ある地域の生物群集と無機的環境からなる1つの物質系。生物群集と無機的環境の間には動的平衡関係

があり、1つの恒常性を持った系となる。生物的構成要素は、生産者、消費者、分解者に、無機的環境の構

成要素は大気、水、土壌、光などに分けられる。系内では無機物→有機物→無機物という物質代謝が行わ

れ、それに従ってエネルギーあるいは物質が循環している。人間による自然の開発は、この自然の平衡を崩

し、別の生態系へと変質させる。 

生物多様性  
たくさんの種類の生き物（動植物）が複雑に関わり合い、様々な環境に合わせて生活していることをいう。 
生物多様性の保全に関する国際条約である「生物多様性条約」では、「生物多様性」という言葉は、①生

態系の多様性、②種の多様性、③遺伝子の多様性という３つのレベルの多様性を総合した言葉であると説

明されている。 

騒音レベル 
音に対する感じ方は、音の強さ、周波数の違いによって異なる。騒音の大きさは、物理的に測定した騒音

の大きさに、周波数ごとの聴感補正を加味して表す。単位はデシベル(dB)。 

総量規制 
環境基準を達成するため、その地域にある工場等の排出源に排出量等を割り当て、工場等を単位として

規制すること。現在、大気汚染防止法（硫黄酸化物と窒素酸化物）と水質汚濁防止法（ＣＯＤ・窒素及びりん）

に基づく総量規制がある。 

【た行】 

 

ダイオキシン類 
廃棄物の焼却等の過程で非意図的に生成される化学物質で、ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン（PCDD）

とポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）を加えた210種の有機塩素化合物を総称して、ダイオキシン類という（ダイ

オキシン類対策特別措置法では、コプラナーPCBを加えてダイオキシン類としている）。分解しにくい性質を

持つことから、環境中に微量であるが広く存在し、生物の体内に蓄積しやすく、発がん性、催奇形性、免疫

機能の低下などの毒性を有するといわれている。 

ＷＥＣＰＮＬ（加重等価平均感覚騒音レベル） 
航空機騒音測定、評価のために考案されたもので航空機騒音の特異性、継続時間の効果、昼夜の別等

も加味した騒音のうるささの単位である。平成25年4月からはLden(時間帯補正等価騒音レベル)が航空機騒

音に係る環境基準の評価指標として用いられている。 

炭化水素（ＨＣ） 
炭素と水素とからできている化合物を炭化水素といい、メタン、エタン、プロパン、アセチレン、ベンゼン、ト

ルエン等があり、有機溶剤や塗料、プラスチック製品等の原料として使用されている。 

主として、塗料・印刷工場、化学工場やガソリンスタンド等の貯蔵タンクからも発生するほか、自動車等の

排出ガスにも含まれている。窒素酸化物とともに光化学オキシダントの原因物質の1つである。 

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法） 
平成10年10月に制定され、地球温暖化防止に係る行政・事業者・国民の責務や各主体の取り組みを促

進するための措置等を定めている。 

地方公共団体には地球温暖化防止に関する「実行計画」の策定が求められている。 
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地質環境 
地質環境は、「地層」・「地下水」・「地下空気」からなっており、地層のうち特に地表面付近の風雨や太陽

光線による風化作用を受け、生物活動の場となっている部分が「土壌」といわれている。また、地層、地下水、

地下空気の汚染を総称して「地質汚染」という。 

窒素酸化物（ＮＯｘ） 
窒素酸化物は、石油、ガス等燃料の燃焼に伴って発生し、その発生源は工場、自動車、家庭の厨房施設

等、多種多様である。燃焼の過程では一酸化窒素（NO）としても排出されるが、これが徐々に大気中の酸素

と結びついて、二酸化窒素（NO2）となる。環境基準は二酸化窒素について定められている。 

窒素酸化物は人の呼吸器に影響を与えるだけでなく、光化学スモッグの原因物質の一つとなっている。 

調節池 
総合治水対策の一環として、雨水を一時的に貯留して、出水量ピーク時の流量を調節する施設のこと。 

ＤＯ（溶存酸素） 
水中に溶けている酸素のこと。水の自浄作用や水中生物の生存には欠くことのできないもので、河川等の

水が有機物で汚濁されると、これを分解するため、水中の微生物が溶存酸素を消費することで少なくなるた

め魚介類に悪影響を及ぼす。 

数値が低くなるほど、汚濁が著しいことを表している。 

低公害車 
従来のガソリン車、ディーゼル車に比べ、NOx、粒子物質、CO2といった大気汚染物質や地球温暖化物質

の排出が少ない、または排出しない自動車をいう。 

実用化されている主な車種として、電気自動車、天然ガス自動車、ハイブリット自動車がある。 

テレメータシステム 
ある地点の測定値を遠隔地点に設置した受信機に送り、記録させるシステム。遠隔計器ともいう。 

環境監視テレメータシステムでは、環境大気濃度等自動測定器で測定したデータを、無線や専用回線を

使用して監視室に送信し、得られたデータを集中管理している。 

天然ガスかん水 
天然ガスを溶存している塩分の濃い地下水で、太古の海水が地下深くに閉じ込められたものである。ヨウ

素も多く含まれており、ヨードの原料ともなる。本県一帯の第 3紀層中に存在している。 

特定外来生物 
外来種であって、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害を及ぼす種、または被害を及ぼすおそれ

がある種であって、「外来生物法」によって指定されているものをいう。 

特定フロン 
オゾン層保護法で定める CFC11、CFC12、CFC13、CFC14、CFC15 の 5 物質である。これらの物質は、

成層圏で紫外線により分解されて塩素原子を発生させ、オゾン分子を分解させる作用を果たす。この反応は

連鎖的に行われるため、オゾン層が破壊される。 

都市鉱山からつくる！みんなのメダルプロジェクト 
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会で使用する約5,000個の金・銀・銅メダルを全国各地より集

めた使用済み小型家電から製作する国民参画型プロジェクトであり、持続可能社会をつくるための取り組

み。 

平成29年4月から平成31年3月まで実施され、本市は平成29年6月から平成31年3月まで参加した。 
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【な行】 

 

75％水質値 
年間の日間平均値の全データをその値の小さい順から並べ、0.75×n番目（nは日間平均値のデータ数）

の値をもって75％水質値とし、環境基準点において、この値が環境基準値を満足している場合に「環境基準

を達成している」と評価している。 

二次汚濁・二次汚染 
公共用水域に流入する排水などに含まれる窒素・りんなどが栄養源となり、光合成によりプランクトンが発

生・増殖して臭気などが発生し、水道水や漁業などに影響するなど二次的な汚れを引き起こすことをいう。 

また、大気汚染の原因となる光化学スモッグも二次汚染である。 

【は行】 

 

パートナーシップ 

両者が互いに対等の当事者として認めあい、協調・協働する関係。 

廃棄物減量等推進員 
市民参加によるごみの減量やリサイクルを進めるため、自治会や各種団体から推薦を受けて市が委嘱し

た人。 

パリ協定 
2020年以降の気候変動問題に関する国際的な枠組み。1997年に定められた「京都議定書」の後継。主要

排出国を含む多くの国が参加しており、締結国だけで159か国・地域、世界の温室効果ガス排出量の約86％

をカバーするものとなっている。世界は「世界の平均気温上昇を産業革命以前と比べて2℃より低く保ち、

1.5℃に抑える努力をする」ことなどの目標を掲げた。 

ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） 
Biochemical Oxygen Demandの略。 

ＣＯＤとともに有機物による水質汚濁の程度を示すもので、有機物などが微生物によって酸化、分解され

る時に消費する酸素の量を濃度で表した値をいう。数値が大きくなる程汚濁が著しいことを表している。 

PCB 
Poly Chlorinated Biphenyl（ポリ塩化ビフェニル）の略称で、人工的に作られた油状の化学物質。不燃性や

高い電気絶縁性を有し化学的にも安定であることから、電気機器の絶縁油をはじめ様々な用途に利用され

ていたが、カネミ油症事件により毒性が明らかになり、現在は製造・輸入ともに禁止されている。 

pH（水素イオン濃度指数） 
水（溶液）の酸性、アルカリ性の強さを示すもので、pH7が中性、これより小さくなるほど酸性が強くなり、大

きくなるほどアルカリ性が強くなる。 

ｐｐｍ 
Parts per millionの略。 

汚染物質の濃度を表示する単位。100万分の1が1ppmとなる。したがって、大気汚染の場合は、1ｍ3の大

気中に1cm3の汚染物質が存在する場合の濃度を1ppmという。 

ビオトープ 
「生物」を意味するBioと「場所」を意味するTopeとを合成したドイツ語で、野生生物が食物連鎖により循環

し生息できる空間を意味する。 

干潟 
干潟とは、海と陸との境界にあって、潮汐により冠水と干出を繰り返す部分で、泥又は砂でできている。河
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口部に多く見られ、海と川の両方の影響を受けている。三番瀬は代表的な干潟である。 

 

微小粒子状物質（ＰＭ２．５） 
浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）のうち、粒径2.5マイクロメートル以下の小さなもの。一般にＰＭ2.5と呼ばれる。微

小粒子状物質は、粒径が小さいことから、肺の奥深くまで入りやすく、様々な健康影響の可能性が懸念され

ている。 

富栄養化 
閉鎖性水域において、河川などから窒素、りんなどの栄養塩類が運び込まれて豊富に存在するようになり、

生物生産が盛んになることをいう。 

船橋市地球温暖化対策実行計画 
国の地球温暖化対策計画に即して、自治体が策定する計画。その区域の自然的社会的条件に応じて温

室効果ガスの排出抑制等を推進する区域施策編と、地方公共団体が事務事業に伴う温室効果ガスの排出

抑制等を推進する事務事業編がある。船橋市では前者が平成20年3月、後者が平成10年10月より策定され

ている。 

浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 
大気中に気体のように長期間浮遊しているばいじん、粉じん等の微粒子のうち粒径が10マイクロメートル

以下のものをいう。 

閉鎖性水域 
地形などにより水の出入りが悪い内湾、内海、湖沼等の水域をいう。 

ベンゼン（Ｃ６Ｈ６） 
芳香族炭化水素の1つでベンゾールともいう。水に溶けにくく有機溶剤に溶けやすい。常温常圧では無色

の液体で特有の芳香があり、揮発性、引火性が高い。人体に対する影響は、急性毒性として麻酔作用が、

慢性毒性として骨髄造血機能の障害がある。 

【ま行】 

 

水循環 
地表、海面から蒸発した水蒸気が、雨となって、地表におり、一部は地下水となり、一部は表流水となって、

川を流れて海に至るという循環のこと。この循環が自然に行われることにより、人間の水利用が可能になり、

水質の浄化、多様な生態系の維持、気候の緩和といった機能が働く。 

緑のカーテン 
 つる性植物を窓の外に這わせることで、カーテンのように日差しをやわらげ、室温の上昇を抑える。葉の気

孔からの蒸散による気化熱のため、体感温度も下がるといわれている。 

 

民生部門 
 民生家庭部門と民生業務部門に区別される。民生業務部門は事務所ビル、卸・小売業、飲食店、ホテル・

旅館、病院、市役所等の第三次産業が対象となる。 

【や行】 

 

有害大気汚染物質 
継続的に摂取される場合には人の健康を損なう恐れがある物質で大気汚染の原因となるもの。 

特に排出又は飛散を早急に抑制すべき物質（指定物質）として、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロ

エチレン、ジクロロメタンの4物質が大気汚染防止法で指定されている。 
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有機塩素系化合物 
炭素又は炭化水素に塩素が結合した一連の化合物の総称をいう。このうちトリクロロエチレン、四塩化炭

素などの有機塩素系溶剤は、金属・機械部品の洗浄などに広く使われ、地下水や土壌への環境汚染が問

題となっている。 

 

湧水 
雨水等が地下に浸透し、低地部などから湧き出た水。清水。 

要請限度 
自動車交通騒音・振動の測定結果をもとに、法律により公安委員会等に改善等の措置を要請することが

できる基準となる数値。 

 

【ら行】 

 

ラムサール条約 
正式には、「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」のこと。 

各国が適当な湿地の指定と登録を行い、登録湿地の保全、人為的干渉による変化などの情報の通報、湿

地への自然保護区の設定と水鳥の保全などについて協力することを定めている。 

我が国でも、50カ所が登録され、本市の近くでは谷津干潟があり、三番瀬も登録のための検討が始まって

いる。 

リサイクル 
いったん使用され廃物となったものを捨てずに回収して、再び資源として利用すること。 

ごみ焼却施設から発生する熱を利用した発電など熱エネルギーを回収するサーマルリサイクルと原材料と

して利用したり、化学的に物質を変化させて再生利用したりするマテリアルリサイクルなどがある。 

レッドデータブック 
絶滅のおそれのある野生動植物の種をリストアップしその現状をまとめた報告書。名称は、IUCN（国際自

然保護連合）が初めて発行したものの表紙に赤い紙が使われていたことによる。 

我が国では、動物については1991年に環境庁から「日本の絶滅のおそれのある野生生物」が、植物につ

いては1989年に（財）日本自然保護協会・世界自然保護基金日本委員会から「我が国における保護上重要

な植物種の現状」が作成されている。 

また、千葉県版レッドデータブックも作成されている。 
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